
事　業　評　価　シ　ー　ト 小学校学校図書整備事業255122

255122 小学校学校図書整備事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

教育環境

安全・快適な教育施設環境の確保

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

小学校児童・教員

小学校児童・教員

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

図書管理システムの運用により、図書館資料の分類排列を適切にし、その目録を整備することで児童への貸し出し及び蔵
書管理の効率化を図る。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｄ・市民参加

学校図書整備数（目標に対する単年度整備数） 121,760 冊

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

教育総務課教育部

市

学校図書館法

事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

学校図書整備数（目標に対する
単年度整備数）

5538 - -25 (決算) 5538 - -4.50 - -

6363 - -26 (予算) - - -5.20 - -

6218 - -27 (計画) - - -5.10 - -

6218 - -28 (計画) - - -5.10 - -

6218 - -29 (計画) - - -5.10 - -

6218 - -30 (計画) - - -5.10 - -
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事　業　評　価　シ　ー　ト 小学校学校図書整備事業255122
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成果度合

 

学校図書館の図書の蔵書率の向上を図るとともに、学校図書の整理・整頓を図る。

・意図（どういう状態にしたいのか）

蔵書率のアップを図る一方、図書館のスペース確保に苦慮している。各学校の特色に応じた書架の新設、配置換え等の
工夫などによって空きスペースの有効に活用について検討が必要である。

・事業実施上の検討課題

成果指標

設定せず成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 0

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ａ　（コストを増やして成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
　図書整備にあたっては、毎年の購入、寄附、劣化等廃棄
入替えによって、文部科学省が基本としている各校学級数
に応じた標準冊数の達成に向けて整備を進めたが、選択
書籍の冊単価差(高単価)により実績冊数にとどまってい
る。 ☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

学校図書館法

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

-25 (決算) --

-26 (予算) --

-27 (計画) --

-28 (計画) --

-29 (計画) --

-30 (計画) --

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

11,029 1025 (決算) 22 6,74011,051 1,640

12,165 1026 (予算) 22 6,73212,187 1,810

13,754 1027 (計画) 22 6,73213,776 2,046

13,754 1028 (計画) 22 6,73213,776 2,046

13,754 1029 (計画) 22 6,73213,776 2,046

13,754 1030 (計画) 22 6,73213,776 2,046
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事　業　評　価　シ　ー　ト 小学校学校図書整備事業255122

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

十分対応している。

市で実施する必要性が高い。

十分効果がある。

効率的である。

十分取り組んでおり改善の余地はまったくない。

極めて高い。

得られている。

限定されていない。

適当である。

優先度が高い。

無視できない影響がある。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（8点）

Ｃ（6点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｃ（6点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｃ（6点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト 小学校学校図書整備事業255122

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

9
8
8

「生きる力」を育むという理念の下、知識や技能の習得と共に思考
力・判断力・表現力等の育成を重視する新学習指導要領の読書推
進により、図書離れを改善するための図書整備を進める必要があ
る。

9
8
8

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

8
6
9

限られた図書整備事業費において、読書効果を誘引できる書籍を
購入し、各校に導入された図書管理システムにより効率的に図書の
提供を行っている。

8
6
9

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
6

カリキュラムや自主的な読書活動を通して、児童の幅広い知識の習
得と勉学意識の向上に有効である。 9

6

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

より多くの児童の利用を高めるため、多様な読書活動の取組みをよ
り一層普及・定着させていく必要がある。 9

－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
6

地方交付税の基準財政需要額の算定基礎ともなっている事業であ
ることから、児童が自主的に読書活動を行うことができよう積極的に
環境整備を推進する必要がある。

8
6

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
B ・
B ・

B ・
Ｃ ・
A ・

A ・
Ｃ ・

A ・
－

B ・
Ｃ ・

A ・
B ・
B ・

B ・
Ｃ ・

A ・

A ・
Ｃ ・

A ・
A ・

B ・
Ｃ ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 A ・ 9A ・9

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 7 7B ・

内部評価

7

Ｂ
点

事業評価（内部）： 8B 点 一次評価： 8B 点 二次評価： 8B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

新学習指導要領においても読書を推進しているところであり、図書管理システムにより効率的な提供が図
られている。幅広く知識を習得するに当たり、必要性の高い事業であり、有効な書籍購入の検討など環境
整備を推進する必要がある。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）
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事　業　評　価　シ　ー　ト 中学校学校図書整備事業255134

255134 中学校学校図書整備事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

教育環境

安全・快適な教育施設環境の確保

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

中学校生徒・教員

中学校生徒・教員

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

図書管理システムの運用により、図書館資料の分類排列を適切にし、その目録を整備することで児童への貸し出し及び蔵
書管理の効率化を図る。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｄ・市民参加

学校図書整備数（目標に対する単年度整備数） 77,280 冊

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

教育総務課教育部

市

学校図書館法

事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

学校図書整備数（目標に対する
単年度整備数）

3106 - -25 (決算) 3106 - -4.00 - -

3194 - -26 (予算) - - -4.10 - -

3413 - -27 (計画) - - -4.40 - -

3413 - -28 (計画) - - -4.40 - -

3413 - -29 (計画) - - -4.40 - -

3413 - -30 (計画) - - -4.40 - -
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事　業　評　価　シ　ー　ト 中学校学校図書整備事業255134

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

学校図書館の図書の蔵書率の向上を図るとともに、学校図書の整理・整頓を図る。

・意図（どういう状態にしたいのか）

蔵書率のアップを図る一方、図書館のスペース確保に苦慮している。各学校の特色に応じた書架の新設、配置換え等の
工夫などによって空きスペースの有効に活用について検討が必要である。

・事業実施上の検討課題

成果指標

設定せず成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 0

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ａ　（コストを増やして成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
　図書整備にあたっては、毎年の購入、寄附、劣化等廃棄
入替えによって、文部科学省が基本としている各校学級数
に応じた標準冊数の達成に向けて整備を進めたが、選択
書籍の冊単価差(高単価)により実績冊数にとどまってい
る。 ☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

学校図書館法

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

-25 (決算) --

-26 (予算) --

-27 (計画) --

-28 (計画) --

-29 (計画) --

-30 (計画) --

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

6,024 1025 (決算) 22 3,5636,046 1,697

6,925 1026 (予算) 22 3,4086,947 2,039

7,500 1027 (計画) 22 3,4087,522 2,207

7,500 1028 (計画) 22 3,4087,522 2,207

7,500 1029 (計画) 22 3,4087,522 2,207

7,500 1030 (計画) 22 3,4087,522 2,207

中学校学校図書整備事業255134490/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 中学校学校図書整備事業255134

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

十分対応している。

市で実施する必要性が高い。

十分効果がある。

効率的である。

十分取り組んでおり改善の余地はまったくない。

極めて高い。

得られている。

限定されていない。

適当である。

優先度が高い。

無視できない影響がある。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（8点）

Ｃ（6点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｃ（6点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｃ（6点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

中学校学校図書整備事業255134491/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 中学校学校図書整備事業255134

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

9
8
8

「生きる力」を育むという理念の下、知識や技能の習得と共に思考
力・判断力・表現力等の育成を重視する新学習指導要領の読書推
進により、図書離れを改善するための図書整備を進める必要があ
る。

9
8
8

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

8
6
9

限られた図書整備事業費において、読書効果を誘引できる書籍を
購入し、各校に導入された図書管理システムにより効率的に図書の
提供を行っている。

8
6
9

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
6

カリキュラムや自主的な読書活動を通して、生徒の幅広い知識の習
得と勉学意識の向上に有効である。 9

6

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

より多くの生徒の利用を高めるため、多様な読書活動の取組みをよ
り一層普及・定着させていく必要がある。 9

－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
6

地方交付税の基準財政需要額の算定基礎ともなっている事業であ
ることから、生徒が自主的に読書活動を行うことができよう積極的に
環境整備を推進する必要がある。

8
6

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
B ・
B ・

B ・
Ｃ ・
A ・

A ・
Ｃ ・

A ・
－

B ・
Ｃ ・

A ・
B ・
B ・

B ・
Ｃ ・

A ・

A ・
Ｃ ・

A ・
A ・

B ・
Ｃ ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 A ・ 9A ・9

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 7 7B ・

内部評価

7

Ｂ
点

事業評価（内部）： 8B 点 一次評価： 8B 点 二次評価： 8B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

新学習指導要領においても読書を推進しているところであり、図書管理システムにより効率的な提供が図
られている。幅広く知識を習得するに当たり、必要性の高い事業であり、有効な書籍購入の検討など環境
整備を推進する必要がある。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

中学校学校図書整備事業255134492/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 小学校パソコン機器導入推
進事業

255216

255216 小学校パソコン機器導入推進事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

教育環境

情報機器等の整備

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

パソコン機器

小学校児童、教員

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

情報教育の推進に対応するため、文部科学省におけるコンピューター整備計画に沿うべく、パソコン機器・周辺機器類の
整備やデータの集中管理のための保守・維持管理を図る。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｄ・市民参加

パソコン設置台数(パソコン教室） 473 台

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

教育総務課教育部

市

文部科学省整備計画

事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

パソコン設置台数(パソコン教
室）

473 - -25 (決算) 473 - -100.00 - -

473 - -26 (予算) - - -100.00 - -

473 - -27 (計画) - - -100.00 - -

473 - -28 (計画) - - -100.00 - -

473 - -29 (計画) - - -100.00 - -

473 - -30 (計画) - - -100.00 - -

小学校パソコン機器導入推
進事業

255216493/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 小学校パソコン機器導入推
進事業

255216

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

情報教育機器を整備することにより、情報教育の推進が図られるとともに、児童の情報社会への順応をスムーズに進める。

・意図（どういう状態にしたいのか）

全教室への校内ＬＡＮの整備及び教育用イントラネットの構築が必要となっている。

・事業実施上の検討課題

成果指標

設定せず成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 0

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ａ　（コストを増やして成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
・座間市立学校情報教育基本計画に則り、情報教育の推
進を図る。
（改善点）
・PC教室に1人１台のPCの設置及び普通教室へのPC設
置、更新により、児童3.6人に1台の設置を目指す。 ☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

文部科学省整備計画

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

-25 (決算) --

-26 (予算) --

-27 (計画) --

-28 (計画) --

-29 (計画) --

-30 (計画) --

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

51,861 3025 (決算) 65 6,74051,926 7,704

57,693 3026 (予算) 67 6,73257,760 8,580

71,575 3027 (計画) 67 6,73271,642 10,642

107,766 3028 (計画) 67 6,732107,833 16,018

119,950 3029 (計画) 67 6,732120,017 17,828

117,876 3030 (計画) 67 6,732117,943 17,520

小学校パソコン機器導入推
進事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 小学校パソコン機器導入推
進事業

255216

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

十分対応している。

市で実施する必要性が高い。

十分効果がある。

極めて効率的である。

十分取り組んでおり改善の余地はまったくない。

極めて高い。

十分得られている。

限定されていない。

評価対象外

優先度が高い。

影響は大きい。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

Ａ（9点）

Ｂ（7点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（8点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

－

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

小学校パソコン機器導入推
進事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 小学校パソコン機器導入推
進事業

255216

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

9
7
8

情報化社会への対応、情報教育の推進上、必要である。
9
7
8

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

8
9
9

情報教育の推進を図るための効果が大である。
8
9
9

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
7

情報教育の推進のために有効である。進化しつづける機器の更新
など教育現場、社会に応じた整備が必要である。 9

7

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

－
－

9
－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
8

情報化社会に対応できる児童の能力の育成のため、継続的に推
進する必要がある。 8

8

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
B ・
B ・

B ・
A ・
A ・

A ・
B ・

A ・
－

B ・
B ・

A ・
B ・
B ・

B ・
A ・

A ・

A ・
B ・

－
－

B ・
B ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 - 9A ・-

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 8 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

事業評価（内部）： 8B 点 一次評価： 8B 点 二次評価： 8B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

情報化社会に対応するため、情報教育推進の必要性は非常に高い。効率的かつ有効な運用を図る上
で、更新サイクルの早い環境に応じた整備が必要となる。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

小学校パソコン機器導入推
進事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 中学校パソコン機器導入推
進事業

255219

255219 中学校パソコン機器導入推進事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

教育環境

情報機器等の整備

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

　パソコン機器

中学校生徒、教職員

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

情報教育の推進に対応するため、文部科学省が推進するコンピューター整備計画に沿うべく、さらに充実したパソコン機
器・周辺機器類の整備やデータの集中管理のための保守・維持管理を図る。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｄ・市民参加

パソコン設置台数（パソコン教室） 330 台

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

教育総務課教育部

市

文部科学省整備計画

事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 平成１２年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

パソコン設置台数（パソコン教
室）

330 - -25 (決算) 330 - -100.00 - -

330 - -26 (予算) - - -100.00 - -

330 - -27 (計画) - - -100.00 - -

330 - -28 (計画) - - -100.00 - -

330 - -29 (計画) - - -100.00 - -

330 - -30 (計画) - - -100.00 - -

中学校パソコン機器導入推
進事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 中学校パソコン機器導入推
進事業

255219

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

情報教育機器を整備することにより、情報教育の推進が図られるとともに、生徒の情報社会への順応をスムーズにする。

・意図（どういう状態にしたいのか）

全教室への校内ＬＡＮの整備及び教育用イントラネットの構築が必要となっている。

・事業実施上の検討課題

成果指標

設定せず成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 0

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ａ　（コストを増やして成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
　座間市立学校情報教育基本計画に則り、情報教育の推
進を図るために整備する。
（改善点）
　普通教室等において授業における活用を容易にするた
め、生徒3.6人に1台の設置を目指す。。 ☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

文部科学省整備計画

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

-25 (決算) --

-26 (予算) --

-27 (計画) --

-28 (計画) --

-29 (計画) --

-30 (計画) --

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

45,037 3025 (決算) 65 3,56345,102 12,658

43,796 3026 (予算) 67 3,40843,863 12,871

67,787 3027 (計画) 67 3,40867,854 19,910

78,815 3028 (計画) 67 3,40878,882 23,146

82,817 3029 (計画) 67 3,40882,884 24,320

82,817 3030 (計画) 67 3,40882,884 24,320

中学校パソコン機器導入推
進事業

255219498/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 中学校パソコン機器導入推
進事業

255219

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

十分対応している。

市で実施する必要性が高い。

十分効果がある。

極めて効率的である。

十分取り組んでおり改善の余地はまったくない。

極めて高い。

十分得られている。

限定されていない。

評価対象外

優先度が高い。

影響は大きい。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

Ａ（9点）

Ｂ（7点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（8点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

－

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

中学校パソコン機器導入推
進事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 中学校パソコン機器導入推
進事業

255219

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

9
7
8

情報化社会への対応、情報教育の推進上、必要である。
9
7
8

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

8
9
9

情報教育の推進を図るため十分効果がある。
8
9
9

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
7

情報教育の推進のために有効である。進化しつづける機器の更新
など教育現場、社会に応じた整備が必要である。 9

7

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

－
－

9
－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
8

情報化社会に対応できる能力の育成のため、継続的に実施してい
く必要がある。 8

8

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
B ・
B ・

B ・
A ・
A ・

A ・
B ・

A ・
－

B ・
B ・

A ・
B ・
B ・

B ・
A ・

A ・

A ・
B ・

－
－

B ・
B ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 - 9A ・-

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 8 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

事業評価（内部）： 8B 点 一次評価： 8B 点 二次評価： 8B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

情報化社会に対応するため、情報教育推進の必要性は非常に高い。効率的かつ有効な運用を図る上
で、更新サイクルの早い環境に応じた整備が必要となる。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

中学校パソコン機器導入推
進事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 小学校情報通信技術環境整
備事業

255222

255222 小学校情報通信技術環境整備事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

教育環境

情報機器等の整備

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

小学校児童及び教員

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

・電子黒板の整備
・学校支援等システムの開発検討

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｂ・市民参加

電子黒板の設置台数 220 台

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

教育総務課教育部

市事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 平成２１年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

電子黒板の設置台数

33 - -25 (決算) 33 - -15.00 - -

33 - -26 (予算) - - -15.00 - -

33 - -27 (計画) - - -15.00 - -

33 - -28 (計画) - - -15.00 - -

0 - -29 (計画) - - -0.00 - -

0 - -30 (計画) - - -0.00 - -

小学校情報通信技術環境整
備事業

255222501/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 小学校情報通信技術環境整
備事業

255222

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

情報教育の推進に対応するため、文部科学省が推進する「スクール・ニューディール構想」に沿うべく、さらに充実したパソ
コン機器・周辺機器類の整備やデータの集中管理のためのシステム構築を図る。

・意図（どういう状態にしたいのか）

平成２１年度に学校情報通信技術環境整備補助金によりハード面が整備されたが、校務支援システムの検討時に既存PC
の更新も見据えたICT環境の構築検討が必要である。

・事業実施上の検討課題

成果指標

設定せず成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 0

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ａ　（コストを増やして成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
座間市立学校情報教育基本計画に則り、情報教育を推進
するため整備を図る。
（改善点）
　普通教室等において授業における活用を充実させる。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

-25 (決算) --

-26 (予算) --

-27 (計画) --

-28 (計画) --

-29 (計画) --

-30 (計画) --

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

5,423 3025 (決算) 65 6,7405,488 814

5,727 3026 (予算) 67 6,7325,794 861

6,050 3027 (計画) 67 6,7326,117 909

6,050 3028 (計画) 67 6,7326,117 909

1,760 3029 (計画) 67 6,7321,827 271

1,760 3030 (計画) 67 6,7321,827 271

小学校情報通信技術環境整
備事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 小学校情報通信技術環境整
備事業

255222

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

十分対応している。

市で実施する必要がある。

十分効果がある。

十分効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

極めて高い。

得られている。

限定されていない。

評価対象外

優先度が高い。

影響は大きい。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

Ａ（9点）

Ｂ（7点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（7点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｃ（6点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

－

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（7点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

小学校情報通信技術環境整
備事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 小学校情報通信技術環境整
備事業

255222

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

9
7
9

児童が情報社会に主体的に対応できる「情報活用能力」を身に付
けるうえで、必要である。 9

7
9

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

7
8
8

校務の情報化は、きめ細かな指導を可能とするとともに、教員が児
童と向き合う時間や教員同士が相互に授業展開等を吟味し合う時
間を増加させ、ひいては、教育の質の向上と学校経営の改善に効
果は高い。

7
8
8

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
6

授業に対する興味・関心を向上させる「わかる授業」を実現する環
境整備を図ることは、児童の集中力や学習意欲を向上させるため
に有効である。

9
6

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

－
－

9
－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
7

教育の情報化を通じて教育の質の向上を図るため、学校教育に関
連する様々な場面で発展・継続的に環境の整備を推進する必要が
ある。

8
7

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
B ・
A ・

B ・
B ・
B ・

A ・
Ｃ ・

A ・
－

B ・
B ・

A ・
B ・
A ・

B ・
B ・

B ・

A ・
Ｃ ・

－
－

B ・
B ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 - 9A ・-

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 8 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

事業評価（内部）： 8B 点 一次評価： 8B 点 二次評価： 8B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

情報化社会に対応するため、情報教育推進の必要性は非常に高い。効率的かつ有効な運用を図る上
で、更新サイクルの早い環境に応じた整備が必要となる。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

小学校情報通信技術環境整
備事業

255222504/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 中学校情報通信技術環境整
備事業

255225

255225 中学校情報通信技術環境整備事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

教育環境

情報機器等の整備

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

中学校の生徒及び教員

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

・電子黒板の整備
・学校支援等システムの開発検討

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｂ・市民参加

電子黒板設置台数 120 台

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

教育総務課教育部

市事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 平成２１年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

電子黒板設置台数

18 - -25 (決算) 18 - -15.00 - -

18 - -26 (予算) - - -15.00 - -

18 - -27 (計画) - - -15.00 - -

18 - -28 (計画) - - -15.00 - -

0 - -29 (計画) - - -0.00 - -

0 - -30 (計画) - - -0.00 - -

中学校情報通信技術環境整
備事業

255225505/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 中学校情報通信技術環境整
備事業

255225

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

情報教育の推進に対応するため、文部科学省が推進する「スクール・ニューディール構想」に沿うべく、さらに充実したパソ
コン機器・周辺機器類の整備やデータの集中管理のためのシステム構築を図る。

・意図（どういう状態にしたいのか）

平成２１年度に学校情報通信技術環境整備補助金によりハード面が整備されたが、校務支援システムの検討時に既存PC
の更新も見据えたICT環境の構築検討が必要である。

・事業実施上の検討課題

成果指標

設定せず成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 0

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ａ　（コストを増やして成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
座間市立学校情報教育基本計画に則り、情報教育を推進
するため整備を図る。
（改善点）
　普通教室において、授業における活用を充実させる。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

-25 (決算) --

-26 (予算) --

-27 (計画) --

-28 (計画) --

-29 (計画) --

-30 (計画) --

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

3,195 3025 (決算) 65 3,5633,260 915

3,255 3026 (予算) 67 3,4083,322 975

3,360 3027 (計画) 67 3,4083,427 1,006

3,360 3028 (計画) 67 3,4083,427 1,006

1,020 3029 (計画) 67 3,4081,087 319

1,020 3030 (計画) 67 3,4081,087 319

中学校情報通信技術環境整
備事業

255225506/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 中学校情報通信技術環境整
備事業

255225

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

十分対応している。

市で実施する必要がある。

十分効果がある。

十分効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

極めて高い。

得られている。

限定されていない。

評価対象外

優先度が高い。

影響は大きい。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

Ａ（9点）

Ｂ（7点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（7点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｃ（6点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

－

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（7点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

中学校情報通信技術環境整
備事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 中学校情報通信技術環境整
備事業

255225

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

9
7
9

生徒が情報社会に主体的に対応できる「情報活用能力」を身に付
けるうえで、必要である。 9

7
9

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

7
8
8

校務の情報化は、きめ細かな指導を可能とするとともに、教員が生
徒と向き合う時間や教員同士が相互に授業展開等を吟味し合う時
間を増加させ、ひいては、教育の質の向上と学校経営の改善に効
果は高い。

7
8
8

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
6

授業に対する興味・関心を向上させる「わかる授業」を実現する環
境整備を図ることは、生徒の集中力や学習意欲を向上させるため
に有効である。

9
6

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

－
－

9
－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
7

教育の情報化を通じて教育の質の向上を図るため、学校教育に関
連する様々な場面で発展・継続的に環境の整備を推進する必要が
ある。

8
7

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
B ・
A ・

B ・
B ・
B ・

A ・
Ｃ ・

A ・
－

B ・
B ・

A ・
B ・
A ・

B ・
B ・

B ・

A ・
Ｃ ・

－
－

B ・
B ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 - 9A ・-

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 8 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

事業評価（内部）： 8B 点 一次評価： 8B 点 二次評価： 8B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

情報化社会に対応するため、情報教育推進の必要性は非常に高い。効率的かつ有効な運用を図る上
で、更新サイクルの早い環境に応じた整備が必要となる。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

中学校情報通信技術環境整
備事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 私立幼稚園就園奨励事業255301

255301 私立幼稚園就園奨励事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

教育環境

多面的な教育振興

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

認可私立幼稚園

幼稚園就園児

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

認可私立幼稚園の設置者が就園児保護者に対して行う入園料及び保育料の減免事業に対して就園奨励補助金を交付
する。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｃ・市民参加

園児数 1,950 人

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

教育総務課教育部

市

私立幼稚園就園奨励費補助金交付要綱

事業主体 補助補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 昭和６２年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

園児数

2098 - -25 (決算) 2098 - -107.60 - -

2183 - -26 (予算) - - -111.90 - -

2031 - -27 (計画) - - -104.20 - -

1957 - -28 (計画) - - -100.40 - -

1972 - -29 (計画) - - -101.10 - -

1950 - -30 (計画) - - -100.00 - -

私立幼稚園就園奨励事業255301509/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 私立幼稚園就園奨励事業255301

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

国の制度を活用して私立幼稚園設置者が行う減免事業をサポートし、あわせて幼稚園児の保護者の経済的負担の軽減を
図る。

・意図（どういう状態にしたいのか）

本来、受給できる国の補助金枠の１／３が遂行されないことにより、市の財政負担が圧迫されている状況におかれているの
で、抜本的な補助制度の見直しを求めて国への要望等を実施している。

・事業実施上の検討課題

成果指標

設定せず成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 0

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｂ　（コストを維持して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
当事業の基である国の補助金額の推移を見ながら、市単
独分の補助金額について検討を加えていく。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

私立幼稚園就園奨励費補助金交付要綱

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

-25 (決算) --

-26 (予算) --

-27 (計画) --

-28 (計画) --

-29 (計画) --

-30 (計画) --

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

171,303 45225 (決算) 982 2,098172,285 82,119

249,876 45226 (予算) 1,012 2,092250,888 119,927

264,940 45227 (計画) 1,009 2,031265,949 130,945

291,028 45228 (計画) 1,007 1,957292,035 149,226

291,028 45229 (計画) 1,004 1,972292,032 148,089

291,028 45230 (計画) 1,004 1,950292,032 149,760

私立幼稚園就園奨励事業255301510/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 私立幼稚園就園奨励事業255301

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

極めて対応している。

市で実施する必要がある。

十分効果がある。

極めて効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

高い。

十分得られている。

限定されていない。

適当である。

優先的に実施したほうが望ましい。

無視できない影響がある。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（7点）

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ｃ（6点）

Ｃ（6点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性がある。Ｃ（6点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト 私立幼稚園就園奨励事業255301

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

9
9
9

より豊かな人格形成のための幼児教育の重要性から就園奨励は必
要であり、国としても十分な支援を自治体に行う必要がある。 9

9
9

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

7
9
8

幼児の健全な成長を助長し、また、就園者全員を対象とすること
で、子育て世代の保護者への支援となることなど、効果は高い｡ 7

9
8

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
7

幼児期の発達の助長などのため幼児教育の充実、推進が求められ
ており、就園奨励は有効である｡ 8

7

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

保護者の所得に応じて就園者全員を対象としているため、公平な
支援を図っている。 9

－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

6
6

子育てしやすい社会を実現するため、幼児期の教育や地域の子ど
も・子育て支援を総合的に進めるための一手段として優先度は高
い。

6
6

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
A ・
A ・

B ・
A ・
B ・

B ・
B ・

A ・
－

Ｃ ・
Ｃ ・

A ・
A ・
A ・

B ・
A ・

B ・

B ・
B ・

A ・
A ・

Ｃ ・
Ｃ ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 A ・ 9A ・9

内部評価

9

A
点

平均 Ｄ ・ 6 6Ｃ ・

内部評価

6

Ｃ
点

事業評価（内部）： 8B 点 一次評価： 8B 点 二次評価： 8B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

幼児教育の重要性から保護者への負担を軽減する取組みの必要性は高い。国の役割としての支援体制
も含めた中で、市の単独負担分について検討していく必要がある。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）
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事　業　評　価　シ　ー　ト 高校進学資金貸付事業255313

255313 高校進学資金貸付事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

教育環境

多面的な教育振興

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

学校教育法に規定する高等学校課程及び高等専門学校課
程の修学者

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

学校教育法に規定する高等学校課程及び高等専門学校課程の修学者に対して、就学を奨励するために奨学金を貸与す
る。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｄ・市民参加

高校進学貸付金貸与者 6 人

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

教育総務課教育部

市

座間市奨学金条例

事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

高校進学貸付金貸与者

4 - -25 (決算) 4 - -66.70 - -

4 - -26 (予算) - - -66.70 - -

5 - -27 (計画) - - -83.30 - -

5 - -28 (計画) - - -83.30 - -

5 - -29 (計画) - - -83.30 - -

5 - -30 (計画) - - -83.30 - -
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事　業　評　価　シ　ー　ト 高校進学資金貸付事業255313

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

修学の奨励

・意図（どういう状態にしたいのか）

返還の滞っている貸付金回収が困難である。

・事業実施上の検討課題

成果指標

設定せず成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 0

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｄ　（コストを現状維持＝最大限にコストと成果がバランスがとれている状況）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
受益者に情報を確実に提供する。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

座間市奨学金条例

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

-25 (決算) --

-26 (予算) --

-27 (計画) --

-28 (計画) --

-29 (計画) --

-30 (計画) --

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

500 4225 (決算) 91 4591 147,817

600 4226 (予算) 94 4694 173,499

700 4227 (計画) 94 5794 158,757

700 4228 (計画) 94 5794 158,707

700 4229 (計画) 93 5793 158,665

700 4230 (計画) 93 5793 158,665
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事　業　評　価　シ　ー　ト 高校進学資金貸付事業255313

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

十分ニーズに即（する）している。

一部対応していない部分もある。

市で実施する必要性が高い。

十分効果がある。

効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

高い。

十分得られている。

一部限定されているが限定の度合いが小さい。

ほぼ適当である。

優先度が高い。

影響は大きい。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

Ｂ（8点）

Ｃ（6点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（8点）

Ｃ（6点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｂ（7点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

Ｂ（7点）

Ｂ（7点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト 高校進学資金貸付事業255313

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

8
6
8

就学の機会が確保され、学習環境が整うことからも必要である。
8
6
8

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

8
6
7

就学に際しての資金援助は十分な効果がある。
8
6
7

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
8

就学の奨励、教育の機会均等の観点から有効である。
8
8

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

7
7

経済的理由による修学困難な生徒を対象にしているもので、公平
な貸与が図られている。 7

7

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

7
7

就学の機会を確保するためにも重要な事業である。
7
7

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

B ・
Ｃ ・
B ・

B ・
Ｃ ・
B ・

B ・
B ・

B ・
B ・

B ・
B ・

B ・
Ｃ ・
B ・

B ・
Ｃ ・

B ・

B ・
B ・

B ・
B ・

B ・
B ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 7B ・ 7B ・

内部評価

7

Ｂ
点

平均 7B ・ 7B ・

内部評価

7

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 B ・ 7B ・7

内部評価

7

Ｂ
点

平均 Ｃ ・ 7 7B ・

内部評価

7

Ｂ
点

事業評価（内部）： 7B 点 一次評価： 7B 点 二次評価： 7B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

教育の機会均等の観点から、就学の機会が確保され、学習環境を整えることの必要性は高く、効果が見
込める事業である。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）
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事　業　評　価　シ　ー　ト 児童健康管理事業265101

265101 児童健康管理事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

学校保健

健康管理の実施

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

市立小学校に通う児童の健康

市立小学校に通う児童

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

毎年定期に学校医による児童の健康診断を行う。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｄ・市民参加

健康診断受診児童数 6,548 人

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

学校教育課教育部

市

学校保健安全法

事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 昭和３５年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

健康診断受診児童数

6373 - -25 (決算) 6373 - -97.30 - -

6487 - -26 (予算) - - -99.10 - -

6564 - -27 (計画) - - -100.20 - -

6595 - -28 (計画) - - -100.70 - -

6595 - -29 (計画) - - -100.70 - -

6595 - -30 (計画) - - -100.70 - -
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事　業　評　価　シ　ー　ト 児童健康管理事業265101

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

学校における健康管理及び安全に関し、児童の健康増進を図り、学校教育の円滑な実施とその効果の確保に資する。

・意図（どういう状態にしたいのか）

健診日の予備日設定が難しく、風邪等で学校を休んだ児童が診断を受けられない。

・事業実施上の検討課題

成果指標

設定せず成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 0

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｂ　（コストを維持して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
校医による児童の健康診断を実施することにより、児童の
健康増進をはかっている。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

学校保健安全法

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

-25 (決算) --

-26 (予算) --

-27 (計画) --

-28 (計画) --

-29 (計画) --

-30 (計画) --

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

13,715 36625 (決算) 795 6,37314,510 2,277

13,756 36626 (予算) 819 6,54814,575 2,226

13,767 36627 (計画) 817 6,63814,584 2,197

13,767 36628 (計画) 815 6,63814,582 2,197

13,767 36629 (計画) 813 6,63814,580 2,196

13,767 36630 (計画) 813 6,63814,580 2,196
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事　業　評　価　シ　ー　ト 児童健康管理事業265101

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

十分対応している。

市で実施する必要がある。

極めて効果がある。

十分効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

極めて高い。

十分得られている。

限定されていない。

評価対象外

優先度が極めて高い。

影響は甚大である。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

Ａ（10点）

Ｂ（7点）

Ａ（10点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

－

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト 児童健康管理事業265101

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

10
7
10

児童の健康管理を図り、学校教育の円滑な実施とその確保に努め
る必要がある。 10

7
9

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

9
8
8

学校嘱託医の配置により、学校保健の推進に十分な効果がある。
9
8
8

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
8

学校嘱託医による各種健康診断事業の実施により、児童の健康増
進に有効である。 9

8

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

－
－

9
－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

学校における健康管理の観点からも重要な事業である。
9
9

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
B ・
A ・

A ・
B ・
B ・

A ・
B ・

A ・
－

A ・
A ・

A ・
B ・
A ・

A ・
B ・

B ・

A ・
B ・

－
－

A ・
A ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 - 9A ・-

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 9 9A ・

内部評価

9

A
点

事業評価（内部）： 9A 点 一次評価： 9A 点 二次評価： 9A 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

児童の健康管理を図り、学校教育の円滑な実施に努める事業として、必要性、有効性、優先性が非常に
高く、十分な効果が見込める。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）
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事　業　評　価　シ　ー　ト 生徒健康管理事業265104

265104 生徒健康管理事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

学校保健

健康管理の実施

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

市立中学校に通う生徒

市立中学校に通う生徒

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

毎年定期に学校医による生徒の健康診断を行う。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｄ・市民参加

健康診断受診生徒数（年間） 3,110 人

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

学校教育課教育部

市

学校保険安全法

事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 昭和３５年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

健康診断受診生徒数（年間）

3336 - -25 (決算) 3336 - -107.30 - -

3331 - -26 (予算) - - -107.10 - -

3259 - -27 (計画) - - -104.80 - -

3175 - -28 (計画) - - -102.10 - -

3175 - -29 (計画) - - -102.10 - -

3175 - -30 (計画) - - -102.10 - -
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事　業　評　価　シ　ー　ト 生徒健康管理事業265104

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

学校における健康管理及び安全に関し、生徒の健康増進を図り、学校教育の円滑な実施とその効果の確保に資する。

・意図（どういう状態にしたいのか）

検診日の予備日設定が難しく、風邪等で学校を休んだ生徒が診断を受けられない。

・事業実施上の検討課題

成果指標

設定せず成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 0

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｂ　（コストを維持して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
学校医による生徒の健康診断を実施することにより、生徒
の健康増進を図っている。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

学校保険安全法

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

-25 (決算) --

-26 (予算) --

-27 (計画) --

-28 (計画) --

-29 (計画) --

-30 (計画) --

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

7,287 29225 (決算) 635 3,3367,922 2,375

7,377 29226 (予算) 653 3,1108,030 2,582

7,459 29227 (計画) 652 3,6328,111 2,233

7,459 29228 (計画) 650 3,6328,109 2,233

7,459 29229 (計画) 649 3,6328,108 2,232

7,459 29230 (計画) 649 3,6328,108 2,232

生徒健康管理事業265104522/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 生徒健康管理事業265104

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

十分対応している。

市で実施する必要がある。

極めて効果がある。

十分効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

極めて高い。

十分得られている。

限定されていない。

評価対象外

優先度が極めて高い。

影響は甚大である。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

Ａ（10点）

Ｂ（7点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

－

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト 生徒健康管理事業265104

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

10
7
9

生徒の健康管理を図り、学校教育の円滑な実施とその確保に努め
る必要がある。 10

7
9

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

9
8
8

学校嘱託医の配置により、学校保健の推進に十分な効果がある。
9
8
8

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
8

学校嘱託医による各種健康診断事業の実施により、生徒の健康増
進に有効である。 9

8

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

－
－

9
－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

学校における健康管理の観点からも重要な事業である。
9
9

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
B ・
A ・

A ・
B ・
B ・

A ・
B ・

A ・
－

A ・
A ・

A ・
B ・
A ・

A ・
B ・

B ・

A ・
B ・

－
－

A ・
A ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 - 9A ・-

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 9 9A ・

内部評価

9

A
点

事業評価（内部）： 9A 点 一次評価： 9A 点 二次評価： 9A 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

生徒の健康管理を図り、学校教育の円滑な実施に努める事業として、必要性、有効性、優先性が非常に
高く、十分な効果が見込める。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

生徒健康管理事業265104524/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 学校教育管理経費265207

265207 学校教育管理経費

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

学校保健

環境衛生の維持・改善

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

教職員・児童・生徒

児童・生徒

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

教職員(市費非常勤職員含む）の任免。
児童・生徒の就学事務。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｂ・市民参加

指導方法工夫改善非常勤の人数 20 人

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

学校教育課教育部

市

公立義務学校学級編成及び教職員定数標準法

事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 平成元年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

指導方法工夫改善非常勤の人
数

15 - -25 (決算) 15 - -75.00 - -

15 - -26 (予算) - - -75.00 - -

17 - -27 (計画) - - -85.00 - -

17 - -28 (計画) - - -85.00 - -

20 - -29 (計画) - - -100.00 - -

20 - -30 (計画) - - -100.00 - -
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事　業　評　価　シ　ー　ト 学校教育管理経費265207

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

児童生徒の学力向上及び在校児童生徒の衛生・健康管理、学校給食栄養管理を図る。また、県費教職員だけではなく市
費で教職員を任用することにより、新しい学習指導要領に対応したきめ細やかな教育の推進を目指す。

・意図（どういう状態にしたいのか）

教職・養護・栄養士職免許と経験のある非常勤職員及び臨任職員の人材確保のため、県と同じ時間給での任用が不可欠
である。また、県費だけでは不足している教職員を市費で任用することが必要である。

・事業実施上の検討課題

成果指標

設定せず成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 0

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ａ　（コストを増やして成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
指導方法工夫改善等非常勤を配置することにより、きめ細
かな指導を行う。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

公立義務学校学級編成及び教職員定数標準法

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

-25 (決算) --

-26 (予算) --

-27 (計画) --

-28 (計画) --

-29 (計画) --

-30 (計画) --

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

46,635 83625 (決算) 1,817 10,20048,452 4,750

46,621 82526 (予算) 1,846 10,10048,467 4,799

51,857 59127 (計画) 1,320 10,10053,177 5,265

51,780 59128 (計画) 1,316 10,10053,096 5,257

51,780 63629 (計画) 1,413 10,10053,193 5,267

51,780 63630 (計画) 1,413 10,10053,193 5,267
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事　業　評　価　シ　ー　ト 学校教育管理経費265207

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

極めて対応している。

市で実施する必要性が高い。

十分効果がある。

極めて効率的である。

十分取り組んでおり改善の余地はまったくない。

極めて高い。

十分得られている。

限定されていない。

評価対象外

優先度が極めて高い。

影響は甚大である。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（7点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

－

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト 学校教育管理経費265207

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

9
9
7

学習効果をより高めるための少人数指導等の教員や療休等の代替
教員の配置、確保は必要である。 9

9
7

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

7
9
9

指導方法工夫改善等のための教員確保は比較的行ないやすい
が、短期（２週間未満）の代替教員の確保は人材不足のため、時間
等を要する。

7
9
9

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
8

教育内容の充実を図るために有効である。
9
8

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

－
－

9
－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

指導方法の改善や担任の不在等を無くすことは必要である。
9
9

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
A ・
B ・

B ・
A ・
A ・

A ・
B ・

A ・
－

A ・
A ・

A ・
A ・
B ・

B ・
A ・

A ・

A ・
B ・

－
－

A ・
A ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 - 9A ・-

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 9 9A ・

内部評価

9

A
点

事業評価（内部）： 9A 点 一次評価： 9A 点 二次評価： 9A 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

学習効果を高めるため、少人数指導や代替として教員を確保するために必要性の高い事業である。短期
の教員確保が困難であることから、関係機関との連携等による確保策を検討する必要がある。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）
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事　業　評　価　シ　ー　ト 学校給食運営管理事業265301

265301 学校給食運営管理事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

学校保健

給食の施設・設備の充実

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

市立小学校に通学する児童に対する給食

市立小学校に通学する児童

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

児童に、栄養のバランスのとれた食事を提供する。また古い食器類を計画的に更新し、使用年数の高い食器類を計画的
に更新していく。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｃ・市民参加

食器類の更新校数（累計） 11 校

生ゴミ処理機の更新校数（累計） 11 校

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

学校教育課教育部

市

学校給食法

事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

食器類の更新校数（累計） 生ゴミ処理機の更新校数（累
計）

11 11 -25 (決算) 11 11 -100.00 100.00 -

11 11 -26 (予算) - - -100.00 100.00 -

11 11 -27 (計画) - - -100.00 100.00 -

11 11 -28 (計画) - - -100.00 100.00 -

11 11 -29 (計画) - - -100.00 100.00 -

11 11 -30 (計画) - - -100.00 100.00 -
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事　業　評　価　シ　ー　ト 学校給食運営管理事業265301

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

学校給食を安全に実施するため、古い食器類を計画的に更新し、使用年数の高い食器類を計画的に更新していく。又0
－157等食中毒を防止するため衛生管理の充実を図り、食の安全を確保する。

・意図（どういう状態にしたいのか）

給食調理業務の民間委託

・事業実施上の検討課題

成果指標

設定せず成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 0

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｂ　（コストを維持して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
食器類の更新を進め、また、衛生管理の充実を図り、健康
増進・体位の向上・食生活習慣の形成を図る。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

学校給食法

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

-25 (決算) --

-26 (予算) --

-27 (計画) --

-28 (計画) --

-29 (計画) --

-30 (計画) --

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

119,272 90025 (決算) 1,956 6,373121,228 19,022

127,929 90026 (予算) 2,014 6,548129,943 19,845

130,000 90027 (計画) 2,010 6,638132,010 19,887

130,000 90028 (計画) 2,004 6,638132,004 19,886

130,000 90029 (計画) 2,000 6,638132,000 19,885

130,000 90030 (計画) 2,000 6,638132,000 19,885
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事　業　評　価　シ　ー　ト 学校給食運営管理事業265301

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

十分対応している。

市で実施する必要性が高い。

十分効果がある。

あまり効率的でない。

十分取り組んでおり改善の余地はまったくない。

極めて高い。

極めて高く得られている。

限定されていない。

適当である。

優先度が高い。

無視できない影響がある。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

Ａ（9点）

Ｂ（7点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（8点）

Ｄ（4点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ｂ（7点）

Ｃ（6点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト 学校給食運営管理事業265301

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

9
7
8

児童の健康増進、正しい食生活習慣の形成を図り、心身の健全な
発達を助長する上で学校給食がその一部を担っていることから、も
必要である｡

9
6
8

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

8
4
9

自校方式のため、他市のセンター方式と比較すると効率的に欠け
る。 8

4
9

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

安全で楽しい学校給食を実施するためには、食器の更新を定期的
に図る必要がある。 9

9

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

－
－

9
9

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
6

食生活の変化等により、食器に対する希望も多様化しており、計画
的に更新することが必要である｡ 6

6

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
Ｃ ・
B ・

B ・
Ｄ ・
A ・

A ・
A ・

A ・
A ・

Ｃ ・
Ｃ ・

A ・
B ・
B ・

B ・
Ｄ ・

A ・

A ・
A ・

－
－

B ・
Ｃ ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 7B ・ 7B ・

内部評価

7

Ｂ
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 - 9A ・-

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 7 6Ｃ ・

内部評価

7

Ｂ
点

事業評価（内部）： 8B 点 一次評価： 8B 点 二次評価： 8B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

児童の健康増進、正しい食生活習慣を形成する上で必要性が高く有効な事業である。安全性確保のた
めに計画的な食器の更新を実施するとともに、効率的な運営方式の検討を行う必要がある。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）
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事　業　評　価　シ　ー　ト 学校給食施設整備事業265304

265304 学校給食施設整備事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

学校保健

給食の施設・設備の充実

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

市立小学校の給食施設

市立小学校に通学する小学生

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

老朽破損した備品及び施設の改善を図る。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｄ・市民参加

給食室の修繕校数 11 校

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

学校教育課教育部

市

学校給食法

事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 昭和５０年代

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

給食室の修繕校数

11 - -25 (決算) 11 - -100.00 - -

11 - -26 (予算) - - -100.00 - -

11 - -27 (計画) - - -100.00 - -

11 - -28 (計画) - - -100.00 - -

11 - -29 (計画) - - -100.00 - -

11 - -30 (計画) - - -100.00 - -
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事　業　評　価　シ　ー　ト 学校給食施設整備事業265304

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

学校給食を安全に円滑に実施できるようにする。

・意図（どういう状態にしたいのか）

給食室本体の老朽化や、0－157などの食中毒防止のため、小・中規模の修繕をして行く。また、大規模改修等の機会を捉
え、給食室の建替えを視野に入れ検討して行く。

・事業実施上の検討課題

成果指標

設定せず成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 0

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ａ　（コストを増やして成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
老朽化した給食室を中・小修繕を行い、長期的には、老朽
化した施設の建替えの検討

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

学校給食法

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

-25 (決算) --

-26 (予算) --

-27 (計画) --

-28 (計画) --

-29 (計画) --

-30 (計画) --

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

16,340 65625 (決算) 1,425 6,37317,765 2,788

16,827 65626 (予算) 1,468 6,54818,295 2,794

16,650 65627 (計画) 1,465 6,63818,115 2,729

16,650 65628 (計画) 1,461 6,63818,111 2,728

16,650 65629 (計画) 1,458 6,63818,108 2,728

16,650 65630 (計画) 1,458 6,63818,108 2,728
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事　業　評　価　シ　ー　ト 学校給食施設整備事業265304

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

十分対応している。

市で実施する必要がある。

極めて効果がある。

効率的である。

十分取り組んでおり改善の余地はまったくない。

極めて高い。

十分得られている。

評価対象外

評価対象外

優先度が極めて高い。

影響は大きい。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ａ（9点）

Ｃ（5点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

－

－

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

評価対象外－

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

学校給食施設整備事業265304535/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 学校給食施設整備事業265304

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

9
8
9

給食室の老朽化に伴い、計画的な修繕が必要である。
9
8
9

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

9
5
9

9
5
9

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
8

9
8

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

－
－

－
－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
8

9
8

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
B ・
A ・

A ・
Ｃ ・
A ・

A ・
B ・

－
－

A ・
B ・

A ・
B ・
A ・

A ・
Ｃ ・

A ・

A ・
B ・

－
－

A ・
B ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 - ---

内部評価

-

-
点

平均 Ｃ ・ 9 9A ・

内部評価

9

A
点

事業評価（内部）： 9A 点 一次評価： 9A 点 二次評価： 9A 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

給食室の老朽化に伴い、食の安全を確保するために計画的な修繕を実施する事業であり、必要性、優先
性は高い。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）
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事　業　評　価　シ　ー　ト 学校給食備品整備事業265307

265307 学校給食備品整備事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

学校保健

給食の施設・設備の充実

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

市立小学校の給食備品

市立小学校に通学する児童

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

給食用備品の充実を図る。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｂ・市民参加

熱風消毒保管庫の整備数（累計） 25 基

焼き物機の整備数（累計） 11 台

冷凍庫の整備数（累計） 11 台

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

学校教育課教育部

市

学校教育法

事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

熱風消毒保管庫の整備数（累
計）

冷凍庫の整備数（累計）焼き物機の整備数（累計）

25 11 1125 (決算) 25 11 11100.00 100.00 100.00

25 11 1126 (予算) - - -100.00 100.00 100.00

25 11 1127 (計画) - - -100.00 100.00 100.00

25 11 1128 (計画) - - -100.00 100.00 100.00

25 11 1129 (計画) - - -100.00 100.00 100.00

25 11 1130 (計画) - - -100.00 100.00 100.00
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事　業　評　価　シ　ー　ト 学校給食備品整備事業265307

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

学校給食の安全、円滑な運営を図る。

・意図（どういう状態にしたいのか）

小学校が１１校あり、整備していかなければならない備品が多いため整備に時間がかかる。

・事業実施上の検討課題

成果指標

設定せず成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 0

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ａ　（コストを増やして成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
不足している備品を整備し学校給食のより安全な運営を図
る。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

学校教育法

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

-25 (決算) --

-26 (予算) --

-27 (計画) --

-28 (計画) --

-29 (計画) --

-30 (計画) --

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

23,112 34425 (決算) 748 6,37323,860 3,744

23,874 34426 (予算) 770 6,54824,644 3,764

24,628 34427 (計画) 768 6,63825,396 3,826

24,628 34428 (計画) 766 6,63825,394 3,826

24,628 34429 (計画) 764 6,63825,392 3,825

24,628 34430 (計画) 764 6,63825,392 3,825
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事　業　評　価　シ　ー　ト 学校給食備品整備事業265307

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

極めて対応している。

市で実施する必要がある。

十分効果がある。

極めて効率的である。

十分取り組んでおり改善の余地はまったくない。

極めて高い。

十分得られている。

限定されていない。

評価対象外

優先度が高い。

影響は大きい。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（8点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

－

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト 学校給食備品整備事業265307

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

9
9
9

安全性の確保や作業効率を高めるため、高機能の給食備品の整
備が必要である｡ 9

9
9

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

8
9
9

備品の更新にあたっては、一層、リース化を図る必要がある｡
8
9
9

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
8

学校給食用備品の整備にあたっては計画的に行うことにより、円滑
な運営が可能となる｡ 9

8

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

－
－

9
－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
8

安全な学校給食の円滑な運営のため、順次更新を図る必要があ
る｡ 8

8

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
A ・
A ・

B ・
A ・
A ・

A ・
B ・

A ・
－

B ・
B ・

A ・
A ・
A ・

B ・
A ・

A ・

A ・
B ・

－
－

B ・
B ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 - 9A ・-

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 8 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

事業評価（内部）： 9A 点 一次評価： 9A 点 二次評価： 9A 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

食の安全確保、円滑な学校給食の運営には、給食備品の順次更新を図る必要性は高い。計画的な更新
と、費用対効果を踏まえてリース化の推進が必要である。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）
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事　業　評　価　シ　ー　ト 中学校給食（選択式）導入準
備事業

265316

265316 中学校給食（選択式）導入準備事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

学校保健

給食の施設・設備の充実

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

中学校給食（選択制）の試行導入に向けて、臨時栄養士や非常勤事務員・配膳員の雇用と配膳室の整備等を行い、栄養
バランスのとれた給食の提供に努める。
中学校給食として、全生徒を給食提供の対象とする。ミルク給食は現行どおり今後も継続する。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｄ・市民参加

生徒数 3,200 人

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

学校教育課教育部

市事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～準備段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 平成２６年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

生徒数

0 - -25 (決算) 0 - -0.00 - -

1180 - -26 (予算) - - -36.90 - -

1140 - -27 (計画) - - -35.60 - -

1140 - -28 (計画) - - -35.60 - -

3150 - -29 (計画) - - -98.40 - -

3150 - -30 (計画) - - -98.40 - -

中学校給食（選択式）導入準
備事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 中学校給食（選択式）導入準
備事業

265316

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

中学校給食は、生徒が実際の食事を通して望ましい食習慣を身に付け、自ら実践する態度を育成するとともに、家庭のぬ
くもりや家庭の味を感じることができ、家族の絆を深めるものとしての手作り弁当の教育的な効果を生かしつつ、弁当を持
参できない生徒に栄養のバランスに配慮した食事を提供することを目的として実施する

・意図（どういう状態にしたいのか）

試行実施後の喫食率。配膳室の整備。

・事業実施上の検討課題

成果指標

全生徒数の内、給食を喫食する割合（成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式
給食喫食者数÷全生徒数×100

目標値 30

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ａ　（コストを増やして成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
H27年度の二学期中の試行導入を目途に事務をすすめて
いる。デリバリー給食と家庭弁当の選択式により、市費負
担の軽減が図られる。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

025 (決算) 00.00

026 (予算) -0.00

4027 (計画) -133.30

4028 (計画) -133.30

4029 (計画) -133.30

4030 (計画) -133.30

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

0 025 (決算) 0 0

3,652 45026 (予算) 1,007 1,1804,659 3,948

31,075 50027 (計画) 1,117 1,18032,192 27,281

28,717 90028 (計画) 2,004 1,18030,721 26,035

104,661 90029 (計画) 2,000 3,200106,661 33,332

78,029 90030 (計画) 2,000 3,20080,029 25,009

中学校給食（選択式）導入準
備事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 中学校給食（選択式）導入準
備事業

265316

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

十分対応している。

市で実施する必要がある。

十分効果がある。

十分効率的である。

十分取り組んでおり改善の余地はまったくない。

極めて高い。

極めて高く得られている。

評価対象外

評価対象外

優先度が極めて高い。

影響は大きい。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

－

－

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

評価対象外－

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

中学校給食（選択式）導入準
備事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 中学校給食（選択式）導入準
備事業

265316

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

9
8
9

中学校給食（選択式）試行導入に向けて、臨時栄養士等の人的配
置は必要である。 9

8
9

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

8
8
9

中学校での給食を家庭弁当とデリバリー給食の選択式とすること
で、調理場等の建設負担も無く、効率的である。 8

8
9

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

中学校での給食は、今まで牛乳給食のみであったが、選択式給食
の試行実施により、栄養等を考えたデリバリー給食の提供ができ、
食育等の面からも有効性は高い。

9
9

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

－
－

－
－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
8

中学校における給食は、補完給食として牛乳給食を実施している
が、家庭弁当の持つ意味も尊重しつつ、選択式給食の導入は、優
先的に実施する必要性が高い。

9
8

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
B ・
A ・

B ・
B ・
A ・

A ・
A ・

－
－

A ・
B ・

A ・
B ・
A ・

B ・
B ・

A ・

A ・
A ・

－
－

A ・
B ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 - ---

内部評価

-

-
点

平均 Ｃ ・ 9 9A ・

内部評価

9

A
点

事業評価（内部）： 9A 点 一次評価： 9A 点 二次評価： 9A 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

選択式デリバリー給食とすることで、施設費の負担が無く効率性が高い。家庭の味を尊重しつつ食育面
にも配慮できることから有効な事業である。臨時栄養士等の円滑な確保について検討していく必要があ
る。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

中学校給食（選択式）導入準
備事業

265316544/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 要保護及び準要保護児童援
助事業

265501

265501 要保護及び準要保護児童援助事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

学校保健

保護者の経済的負担軽減

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

小学校児童の保護者

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

経済的理由により、就学困難と認められる児童の保護者に対して援助を行う。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｄ・市民参加

扶助費支給人数 857 人

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

学校教育課教育部

市事業主体 補助補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 昭和３０年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

扶助費支給人数

803 - -25 (決算) 803 - -93.70 - -

839 - -26 (予算) - - -97.90 - -

830 - -27 (計画) - - -96.80 - -

843 - -28 (計画) - - -98.40 - -

848 - -29 (計画) - - -98.90 - -

857 - -30 (計画) - - -100.00 - -

要保護及び準要保護児童援
助事業

265501545/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 要保護及び準要保護児童援
助事業

265501

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

教育基本法に基づく教育の機会均等を図り、また、学校教育法に基づき児童の保護者の経済的負担を軽減し、義務教育
を円滑に実施する。

・意図（どういう状態にしたいのか）

市の財政が圧迫されている中で、抜本的な補助制度の見直しが必要である。

・事業実施上の検討課題

成果指標

設定せず成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 0

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｂ　（コストを維持して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
学校教育法に基づき児童の保護者の経済的負担を軽減
する。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

-25 (決算) --

-26 (予算) --

-27 (計画) --

-28 (計画) --

-29 (計画) --

-30 (計画) --

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

50,114 60025 (決算) 1,304 80351,418 64,032

53,951 60026 (予算) 1,343 83955,294 65,904

54,348 60027 (計画) 1,340 83055,688 67,094

55,021 60028 (計画) 1,336 84356,357 66,853

54,837 60029 (計画) 1,333 84856,170 66,238

55,631 60030 (計画) 1,333 85756,964 66,469

要保護及び準要保護児童援
助事業

265501546/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 要保護及び準要保護児童援
助事業

265501

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

十分対応している。

市で実施する必要性が高い。

極めて効果がある。

極めて効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

極めて高い。

極めて高く得られている。

限定されていない。

評価対象外

優先度が極めて高い。

影響は甚大である。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

－

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

要保護及び準要保護児童援
助事業

265501547/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 要保護及び準要保護児童援
助事業

265501

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

9
8
8

就学困難な児童の保護者に対する経済的援助は、教育の機会均
等の趣旨から必要である。 9

8
8

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

9
9
7

義務教育の円滑な運営を図るための効果がある。
9
9
7

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

就学の援助、教育の機会均等の観点から非常に有効である。
9
9

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

－
－

9
－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

教育の機会均等の確保のための援助であり、優先的に実施する必
要がある。 9

9

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
B ・
B ・

A ・
A ・
B ・

A ・
A ・

A ・
－

A ・
A ・

A ・
B ・
B ・

A ・
A ・

B ・

A ・
A ・

－
－

A ・
A ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 - 9A ・-

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 9 9A ・

内部評価

9

A
点

事業評価（内部）： 9A 点 一次評価： 9A 点 二次評価： 9A 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

就学の援助による義務教育の機会均等を図る上で、必要性、優先性の高い事業である。要保護及び準
要保護児童の把握に努めることが必要である。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

要保護及び準要保護児童援
助事業

265501548/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 要保護及び準要保護生徒援
助事業

265504

265504 要保護及び準要保護生徒援助事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

学校保健

保護者の経済的負担軽減

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

中学校生徒の保護者

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

経済的理由により、就学困難と認められる中学校生徒の保護者に対して援助を行う。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｄ・市民参加

扶助費支給人数 590 人

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

学校教育課教育部

市事業主体 補助補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 昭和３０年代

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

扶助費支給人数

589 - -25 (決算) 539 - -99.80 - -

565 - -26 (予算) - - -95.80 - -

570 - -27 (計画) - - -96.60 - -

588 - -28 (計画) - - -99.70 - -

591 - -29 (計画) - - -100.20 - -

590 - -30 (計画) - - -100.00 - -

要保護及び準要保護生徒援
助事業

265504549/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 要保護及び準要保護生徒援
助事業

265504

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

教育基本法に基づく教育の機会均等を図り、また、学校教育法に基づき生徒の保護者の経済的負担を軽減し、義務教育
の円滑な実施をする。

・意図（どういう状態にしたいのか）

市の財政が圧迫されている状況の中で、抜本的な補助制度の見直しが必要である。

・事業実施上の検討課題

成果指標

設定せず成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 0

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ａ　（コストを増やして成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
学校教育法に基づき生徒の保護者の経済的な負担を軽
減する。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

-25 (決算) --

-26 (予算) --

-27 (計画) --

-28 (計画) --

-29 (計画) --

-30 (計画) --

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

28,581 50025 (決算) 1,087 53929,668 55,042

33,743 50026 (予算) 1,119 56534,862 61,703

41,085 50027 (計画) 1,117 57042,202 74,038

47,753 50028 (計画) 1,114 58848,867 83,106

66,868 50029 (計画) 1,111 59167,979 115,024

66,603 50030 (計画) 1,111 59067,714 114,769

要保護及び準要保護生徒援
助事業

265504550/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 要保護及び準要保護生徒援
助事業

265504

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

十分対応している。

市で実施する必要性が高い。

極めて効果がある。

極めて効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

極めて高い。

極めて高く得られている。

限定されていない。

評価対象外

優先度が極めて高い。

影響は甚大である。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

－

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

要保護及び準要保護生徒援
助事業

265504551/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 要保護及び準要保護生徒援
助事業

265504

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

9
8
8

就学困難な生徒の保護者に対する経済的援助は、教育の機会均
等の趣旨から必要である。 9

8
8

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

9
9
7

義務教育の円滑な運営を図るための効果がある。
9
9
7

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

就学の援助、教育の機会均等の観点から非常に有効である。
9
9

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

－
－

9
－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

教育の機会均等の確保のための援助であり、優先的に実施する必
要がある。 9

9

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
B ・
B ・

A ・
A ・
B ・

A ・
A ・

A ・
－

A ・
A ・

A ・
B ・
B ・

A ・
A ・

B ・

A ・
A ・

－
－

A ・
A ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 - 9A ・-

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 9 9A ・

内部評価

9

A
点

事業評価（内部）： 9A 点 一次評価： 9A 点 二次評価： 9A 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

就学の援助による義務教育の機会均等を図る上で、必要性、優先性の高い事業である。要保護及び準
要保護生徒の把握に努めることが必要である。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

要保護及び準要保護生徒援
助事業

265504552/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 豊かな心育成推進事業275122

275122 豊かな心育成推進事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

教育活動

教育指導の計画的実施

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

市内小中学校の児童生徒・教員

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

「豊かな心を育むひまわりプラン」を推進するため、学校が重点化した教育活動実践の委託。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｄ・市民参加

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

教育指導課教育部

市事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 24 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 平成２３年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

- - -25 (決算) - - -- - -

- - -26 (予算) - - -- - -

- - -27 (計画) - - -- - -

- - -28 (計画) - - -- - -

- - -29 (計画) - - -- - -

- - -30 (計画) - - -- - -

豊かな心育成推進事業275122553/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 豊かな心育成推進事業275122

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

めざす大人像に向けた市内各小中学校の取組を充実させ、子どもたちに豊かな心を育む。

・意図（どういう状態にしたいのか）

豊かな心を育むための取り組みが多岐にわたるため、充実した教育活動を行うこと

・事業実施上の検討課題

成果指標

教育活動充実度成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式
「効果あり」と回答した学校数÷全学校
数（％）

目標値 100

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ａ　（コストを増やして成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
学校教育目標を達成するために、今後推進委員会での検
討内容を受けて充実させていく。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

10025 (決算) 100100.00

10026 (予算) -100.00

10027 (計画) -100.00

10028 (計画) -100.00

10029 (計画) -100.00

10030 (計画) -100.00

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

4,534 2825 (決算) 61 4,595

4,780 2826 (予算) 63 4,843

4,780 2827 (計画) 63 4,843

4,780 2828 (計画) 62 4,842

4,780 2829 (計画) 62 4,842

4,780 2830 (計画) 62 4,842

豊かな心育成推進事業275122554/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 豊かな心育成推進事業275122

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

極めて対応している。

市で実施する必要がある。

極めて効果がある。

十分効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

極めて高い。

十分得られている。

限定されていない。

評価対象外

優先度が極めて高い。

影響は大きい。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（10点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

－

視点１

視点２

Ａ（10点）

Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

豊かな心育成推進事業275122555/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 豊かな心育成推進事業275122

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

9
9
10

学校教育の指針となるものであり必要である。またQＵは、いじめ、
不登校対策をはじめ様々な教育効果を得るために必要である。 9

8
9

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

9
8
8

ＱＵは、学級経営改善に特に効果がある手立てである。
9
8
8

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
7

ＱＵは、豊かなひまわりプランの施策につながる有効な手立てであ
る。 9

6

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
－

9
－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

10
8

いじめ、暴力、不登校といった学校教育上の問題行動を改善する
施策のため優先度は高い。 9

7

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
B ・
A ・

A ・
B ・
B ・

A ・
Ｃ ・

A ・
－

A ・
B ・

A ・
A ・
A ・

A ・
B ・

B ・

A ・
B ・

A ・
－

A ・
B ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 A ・ 9A ・9

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 9 8B ・

内部評価

9

A
点

事業評価（内部）： 9A 点 一次評価： 9A 点 二次評価： 8B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

QUは児童生徒一人ひとりの抱えた課題等を把握し、満足いく学校生活を過ごすために重要な事業であ
る。学校教育の指針となることから、内容の精査による公平性を保った運用が必要である。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

豊かな心育成推進事業275122556/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト こころ・ときめきスクール推進
事業

275207

275207 こころ・ときめきスクール推進事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

教育活動

地域連携による学校づくり

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

こころ・ときめきスクール推進

児童生徒

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

各教科・領域及び総合的な学習の時間等に外部指導協力者の活用を図る。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ａ・市民参加

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

教育指導課教育部

市

こころ・ときめきスクール推進委託事業実施要綱

事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 24 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 平成１６年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

- - -25 (決算) - - -- - -

- - -26 (予算) - - -- - -

- - -27 (計画) - - -- - -

- - -28 (計画) - - -- - -

- - -29 (計画) - - -- - -

- - -30 (計画) - - -- - -

こころ・ときめきスクール推
進事業

275207557/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト こころ・ときめきスクール推進
事業

275207

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

市内小中学校が創意工夫を生かした特色ある教育、特色ある学校づくりを進め、児童生徒一人ひとりの個性を生かす教育
がより活発効果的に展開されるよう、地域に在住・在勤する知識・経験豊かな人たちを教育活動の指導協力者として依頼
し、各学校の教育活動の一層の充実を図る。児童生徒の豊かな心の育成を図る。

・意図（どういう状態にしたいのか）

内容の充実とともに、心の育成に関する指導協力者をできるだけ多く発掘するように努める。

・事業実施上の検討課題

成果指標

教育活動充実度成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式
「教育効果がある」と回答した学校数÷
全学校数　（％）

目標値 100

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｂ　（コストを維持して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
コストはそのままで、内容を充実する。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

こころ・ときめきスクール推進委託事業実施要綱

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

10025 (決算) 0100.00

10026 (予算) -100.00

10027 (計画) -100.00

10028 (計画) -100.00

10029 (計画) -100.00

10030 (計画) -100.00

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

4,230 3025 (決算) 65 11,0004,295 390

4,230 3026 (予算) 67 11,0004,297 391

4,230 3027 (計画) 67 10,0004,297 430

4,230 3028 (計画) 67 10,0004,297 430

4,230 3029 (計画) 67 10,0004,297 430

4,230 3030 (計画) 67 10,0004,297 430

こころ・ときめきスクール推
進事業

275207558/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト こころ・ときめきスクール推進
事業

275207

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

極めて対応している。

市で実施する必要がある。

極めて効果がある。

極めて効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

極めて高い。

極めて高く得られている。

限定されていない。

評価対象外

優先度が極めて高い。

影響は甚大である。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

－

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

こころ・ときめきスクール推
進事業

275207559/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト こころ・ときめきスクール推進
事業

275207

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

9
9
9

地域の人材を活用し、児童・生徒一人ひとりの個性を生かす教育の
充実のため必要である｡ 9

9
9

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

9
9
8

地域の教育力を、市内小中学校の教育に活かすことができるだけ
でなく、地域の人に学校を知っていただくよい機会にもなっている。 9

9
8

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

地域と学校が連携して教育活動を進めることは、児童・生徒の豊か
な心の育成や特色ある学校づくりに効果的である｡ 9

9

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
－

9
－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
8

特色ある学校づくりの推進、児童・生徒の人格形成への寄与など、
継続的に行なっていく必要がある。 9

9

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
A ・
A ・

A ・
A ・
B ・

A ・
A ・

A ・
－

A ・
A ・

A ・
A ・
A ・

A ・
A ・

B ・

A ・
A ・

A ・
－

A ・
B ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 A ・ 9A ・9

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 9 9A ・

内部評価

9

A
点

事業評価（内部）： 9A 点 一次評価： 9A 点 二次評価： 9A 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

地域との繋がりの中で特色のある教育活動を推進することで、児童生徒の人格形成に寄与する事業とし
て有効である。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

こころ・ときめきスクール推
進事業

275207560/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 学校安全対策事業275301

275301 学校安全対策事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

教育活動

児童生徒に適した指導・支援

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

学校安全

児童生徒

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

教育委員会内に「学校安全対策嘱託員」を配置するとともに、児童生徒の犯罪被害防止のための対策を講ずる。また、小
学校児童に防犯ブザーを支給し、安全確保を図る。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｂ・市民参加

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

教育指導課教育部

市事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 24 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 平成１６年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

- - -25 (決算) - - -- - -

- - -26 (予算) - - -- - -

- - -27 (計画) - - -- - -

- - -28 (計画) - - -- - -

- - -29 (計画) - - -- - -

- - -30 (計画) - - -- - -

学校安全対策事業275301561/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 学校安全対策事業275301

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

学校安全対策嘱託員による学校内外の日常的状況把握、安全・危機管理に関する助言等により、学校の安全体制の強化
と日頃からの安全意識の向上を図るとともに、防犯ブザーの支給により安全確保を図る。

・意図（どういう状態にしたいのか）

・事業実施上の検討課題

成果指標

教育活動充実度成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式
「効果あり」と回答した学校数÷全学校
数　（％）

目標値 100

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｂ　（コストを維持して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
安全対策嘱託員による巡回指導により、一層の学校の安
全体制の強化、安全意識の向上を図る。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

10025 (決算) 100100.00

10026 (予算) -100.00

10027 (計画) -100.00

10028 (計画) -100.00

10029 (計画) -100.00

10030 (計画) -100.00

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

3,016 1025 (決算) 22 11,0003,038 276

3,280 1026 (予算) 22 11,0003,302 300

3,162 1027 (計画) 22 10,0003,184 318

3,162 1028 (計画) 22 10,0003,184 318

3,162 1029 (計画) 22 10,0003,184 318

3,291 1030 (計画) 22 10,0003,313 331

学校安全対策事業275301562/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 学校安全対策事業275301

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

極めて対応している。

市で実施する必要がある。

極めて効果がある。

極めて効率的である。

十分取り組んでおり改善の余地はまったくない。

極めて高い。

極めて高く得られている。

限定されていない。

評価対象外

優先度が極めて高い。

影響は甚大である。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

Ａ（10点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

－

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

学校安全対策事業275301563/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 学校安全対策事業275301

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

10
9
9

児童・生徒の安全確保は重要事項であり、保護者、地域とともに安
全体制の確保を継続的に実施していく必要がある。 9

9
9

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

9
9
9

学校安全対策嘱託員による学校、学校周辺の巡回や教師、保護者
への安全意識の啓発等により保護者、地域によるパトロールの実施
などきわめて効果がある。

9
9
9

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

学校の安全対策体制の強化、児童・生徒や保護者等の安全意識
の向上等に極めて有効である。 9

9

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
－

9
－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

児童・生徒の安全確保の充実は一層推進していく必要がある。
9
8

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
A ・
A ・

A ・
A ・
A ・

A ・
A ・

A ・
－

A ・
B ・

A ・
A ・
A ・

A ・
A ・

A ・

A ・
A ・

A ・
－

A ・
A ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 A ・ 9A ・9

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 9 9A ・

内部評価

9

A
点

事業評価（内部）： 9A 点 一次評価： 9A 点 二次評価： 9A 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

児童・生徒の安全確保のために、必要性が極めて高い事業であり、嘱託員や保護者との連携において効
果的な運用を図っている。今後も安全体制の充実を一層推進していく必要がある。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

学校安全対策事業275301564/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 中学校部活動指導者派遣事
業

275304

275304 中学校部活動指導者派遣事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

教育活動

児童生徒に適した指導・支援

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

市内中学生の部活動

部活動をしている生徒

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

要望に応じた指導者の不足を補うため、市内中学校に部活動顧問の指導協力者として専門的技術を有する者を派遣し、
部活動指導の充実を図る。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ａ・市民参加

指導協力者派遣回数 1,250 回/年

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

教育指導課教育部

市

座間市中学校部活動指導者派遣事業実施細則

事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 24 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 昭和６２年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

指導協力者派遣回数

1250 - -25 (決算) 1250 - -100.00 - -

1250 - -26 (予算) - - -100.00 - -

1250 - -27 (計画) - - -100.00 - -

1250 - -28 (計画) - - -100.00 - -

1250 - -29 (計画) - - -100.00 - -

1250 - -30 (計画) - - -100.00 - -

中学校部活動指導者派遣事
業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 中学校部活動指導者派遣事
業

275304

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

部活動に対する、生徒・保護者の要望が高度専門的になっている現状に対応するために、教員の知識では対応できない
部活動について、地域指導者の協力を得て、生徒の健全な育成を図る。

・意図（どういう状態にしたいのか）

生徒の要望に応じた指導協力者の発掘及び協力者の確保

・事業実施上の検討課題

成果指標

指導協力者から指導を受けた生徒の割成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式
指導を受けた生徒数÷部活動入部者
数　（％）

目標値 40

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ａ　（コストを増やして成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
専門的技術を有する指導者を必要とする部活動に、協力
者を派遣できるように増員を図り、部活動を充実させる。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

座間市中学校部活動指導者派遣事業実施細則

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

4025 (決算) 40100.00

4026 (予算) -100.00

4027 (計画) -100.00

4028 (計画) -100.00

4029 (計画) -100.00

4030 (計画) -100.00

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

4,500 1425 (決算) 30 1,1404,530 3,974

4,500 1426 (予算) 31 1,1204,531 4,046

4,500 1427 (計画) 31 1,1204,531 4,046

4,500 1428 (計画) 31 1,1204,531 4,046

4,500 1429 (計画) 31 1,1204,531 4,046

4,500 1430 (計画) 31 1,1204,531 4,046

中学校部活動指導者派遣事
業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 中学校部活動指導者派遣事
業

275304

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

極めて対応している。

市で実施する必要がある。

極めて効果がある。

十分効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

高い。

十分得られている。

一部限定されているが限定の度合いが小さい。

評価対象外

優先度が高い。

影響は大きい。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

Ａ（10点）

Ａ（10点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｂ（7点）

－

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（7点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

中学校部活動指導者派遣事
業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 中学校部活動指導者派遣事
業

275304

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

10
9
9

生徒の技術向上や教員の指導力向上、さらに、部活動の活性化へ
の支援として、指導者派遣の継続に努める必要がある。 10

10
9

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

9
8
8

教員に指導経験がない部活動の実技指導を、地域指導者に指導
いただくため、効果は高い。 9

8
8

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
8

地域指導者の活用により生徒の技術力や体力向上、人格形成の上
で有効である｡ 8

8

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

7
－

指導経験のない教員が顧問となっている部活動には、地域指導者
が派遣されるが、それ以外の部活動には派遣されていない。 7

－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
7

指導経験がない教員が顧問をしている部活動には、地域指導者の
実技指導が優先的に必要である。 8

7

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
A ・
A ・

A ・
B ・
B ・

B ・
B ・

B ・
－

B ・
B ・

A ・
A ・
A ・

A ・
B ・

B ・

B ・
B ・

B ・
－

B ・
B ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 9A ・ 10A ・

内部評価

10

A
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 B ・ 7B ・7

内部評価

7

Ｂ
点

平均 Ｃ ・ 8 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

事業評価（内部）： 8B 点 一次評価： 8B 点 二次評価： 8B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

専門的技術を有する外部の人材活用を推進し、部活動の活性化を図ることは、生徒の健全育成の観点
から効率的かつ有効な事業である｡今後も指導者派遣の継続に努める必要がある。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

中学校部活動指導者派遣事
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事　業　評　価　シ　ー　ト 特別支援教育事業275313

275313 特別支援教育事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

教育活動

児童生徒に適した指導・支援

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

特別支援教育を必要とする小中学校

児童生徒

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

①通常級に在籍しているLD（学習障がい）、AD/HD（注意欠陥多動症）、アスペルガー症候群等、特別な配慮を要する児
童生徒への指導を支援する。
②小中学校の特別支援学級に障がい児介助員を配置する。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｃ・市民参加

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

教育指導課教育部

市事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 24 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 平成１８年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

- - -25 (決算) - - -- - -

- - -26 (予算) - - -- - -

- - -27 (計画) - - -- - -

- - -28 (計画) - - -- - -

- - -29 (計画) - - -- - -

- - -30 (計画) - - -- - -

特別支援教育事業275313569/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 特別支援教育事業275313

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

①日常の学校生活や学習活動において、一斉指導では理解が難しかったり、コミュニケーションが上手くとれない児童生
徒を支援し、個に応じた指導の充実を図る。
②特別支援学級担任が指導に専念でき、特別支援教育の充実が図られるようにする。

・意図（どういう状態にしたいのか）

①教職経験者、教員免許を有する補助員の確保
②障がいの多様化に伴うきめ細かな介助員の配置
全体的に対象となる児童生徒が増加している。

・事業実施上の検討課題

成果指標

教育活動充実度成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式
「教育効果が大きい」と回答した学校数
÷全学校数　（％）

目標値 100

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ａ　（コストを増やして成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
どの学校にも在籍する配慮を要する児童生徒への個に応
じたきめ細かな指導を進めるために、教育補助員の派遣
回数・時間数を増やしていく。また、障がいの多様化に伴う
きめ細やかな介助員の配置が求められる。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

10025 (決算) 100100.00

10026 (予算) -100.00

10027 (計画) -100.00

10028 (計画) -100.00

10029 (計画) -100.00

10030 (計画) -100.00

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

31,265 7225 (決算) 156 1,57031,421 20,014

34,795 7226 (予算) 161 1,59034,956 21,985

41,386 7227 (計画) 161 1,60041,547 25,967

44,675 7228 (計画) 160 1,62044,835 27,676

44,675 7229 (計画) 160 1,64044,835 27,338

44,675 7230 (計画) 160 1,65044,835 27,173
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事　業　評　価　シ　ー　ト 特別支援教育事業275313

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

極めて対応している。

市で実施する必要がある。

十分効果がある。

極めて効率的である。

十分取り組んでおり改善の余地はまったくない。

極めて高い。

極めて高く得られている。

限定されていない。

評価対象外

優先度が極めて高い。

影響は甚大である。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

Ａ（10点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（8点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

－

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト 特別支援教育事業275313

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

10
9
9

障がいのある児童・生徒が増加傾向にある状況から、教育支援や
援助は必要である。 10

9
9

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

8
9
9

障がいのある児童・生徒に対し、必要な介助や補助をしてくれる介
助員や補助員の配置は大変効率的である。 8

9
9

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

一人ひとりのニーズに応じた指導の充実を図り、個性を生かすため
の教育活動を目指すために、有効である。 9

9

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
－

障がいのある児童・生徒だけでなく、全ての児童・生徒への人権教
育につながっている。 9

－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

障がいのある児童・生徒への支援として優先する必要がある。
9
9

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
A ・
A ・

B ・
A ・
A ・

A ・
A ・

A ・
－

A ・
A ・

A ・
A ・
A ・

B ・
A ・

A ・

A ・
A ・

A ・
－

A ・
A ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 A ・ 9A ・9

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 9 9A ・

内部評価

9

A
点

事業評価（内部）： 9A 点 一次評価： 9A 点 二次評価： 9A 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

学習障がい等を持つ児童・生徒一人ひとりのニーズに応じた教育支援、援助の充実を図り、個性を生か
すために有効であり、必要性が高い。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

特別支援教育事業275313572/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 特別支援教育就学奨励等事
業

275316

275316 特別支援教育就学奨励等事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

教育活動

児童生徒に適した指導・支援

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

特別支援学級在籍児童生徒の保護者

特別支援学級在籍児童生徒の保護者

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

市内小、中学校の特別支援学級に在籍する、児童・生徒に対し国の基準に基づき就学するのに必要な経費を補助する。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｄ・市民参加

特別支援教育就学奨励費支給人数 108 人

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

学校教育課教育部

市

特別支援教育就学奨励費補助金交付要綱

事業主体 補助補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

法定受託事務事務区分 義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 平成１８年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

特別支援教育就学奨励費支給
人数

89 - -25 (決算) 89 - -82.40 - -

79 - -26 (予算) - - -73.10 - -

91 - -27 (計画) - - -84.30 - -

101 - -28 (計画) - - -93.50 - -

101 - -29 (計画) - - -93.50 - -

101 - -30 (計画) - - -93.50 - -

特別支援教育就学奨励等事
業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 特別支援教育就学奨励等事
業

275316

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

特別支援学級への就学の特殊事情にかんがみ、保護者の経済的負担の軽減を図る。特別支援学級担任が指導に専念で
き、特別支援教育の充実が図られるようにする。

・意図（どういう状態にしたいのか）

市の財政が圧迫されている状況の中で、抜本的な補助制度の見直しが必要である。

・事業実施上の検討課題

成果指標

設定せず成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 0

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｂ　（コストを維持して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
当事業の基である国の補助金額の推移を見ながら、市単
独分の補助金額について検討を加えていく。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

特別支援教育就学奨励費補助金交付要綱

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

-25 (決算) --

-26 (予算) --

-27 (計画) --

-28 (計画) --

-29 (計画) --

-30 (計画) --

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

5,356 5025 (決算) 109 895,465 61,401

5,219 5026 (予算) 112 795,331 67,480

5,847 5027 (計画) 112 915,959 65,480

6,674 10128 (計画) 225 1016,899 68,306

6,674 10129 (計画) 224 1016,898 68,301

6,674 10130 (計画) 224 1016,898 68,301

特別支援教育就学奨励等事
業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 特別支援教育就学奨励等事
業

275316

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

十分対応している。

市で実施する必要性が高い。

極めて効果がある。

極めて効率的である。

取り組んでいるが多少改善の余地がある。

極めて高い。

極めて高く得られている。

限定されていない。

評価対象外

優先度が極めて高い。

影響は甚大である。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ｃ（6点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

－

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

特別支援教育就学奨励等事
業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 特別支援教育就学奨励等事
業

275316

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

9
8
8

経済的理由による就学困難な児童･生徒世帯への支援は、教育の
機会均等の趣旨から必要である。 9

8
8

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

9
9
6

義務教育の円滑な運営を図るための効果がある。
9
9
6

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

就学の奨励、教育の機会均等の観点から非常に有効である。
9
9

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

－
－

9
－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

教育の機会均等の確保のための援助であり、優先的に実施する必
要がある。 9

9

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
B ・
B ・

A ・
A ・
Ｃ ・

A ・
A ・

A ・
－

A ・
A ・

A ・
B ・
B ・

A ・
A ・

Ｃ ・

A ・
A ・

－
－

A ・
A ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 - 9A ・-

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 9 9A ・

内部評価

9

A
点

事業評価（内部）： 9A 点 一次評価： 9A 点 二次評価： 9A 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

就学支援による義務教育の機会均等を図る上で、必要性、優先性の高い事業である。就学困難な児童・
生徒の把握に努めることが必要である。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

特別支援教育就学奨励等事
業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 小学校外国語教育推進事業275401

275401 小学校外国語教育推進事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

教育活動

情報化・国際化教育の推進

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

英語指導

市内小学校児童の5,6年生

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

小学校外国語活動において、外国人英語指導業務を委託する。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｃ・市民参加

外国人英語指導講師の年間総授業時数 2,800 時間

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

教育指導課教育部

市事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 24 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 平成１３年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

外国人英語指導講師の年間総
授業時数

1400 - -25 (決算) 1400 - -50.00 - -

1400 - -26 (予算) - - -50.00 - -

1404 - -27 (計画) - - -50.10 - -

1404 - -28 (計画) - - -50.10 - -

2802 - -29 (計画) - - -100.10 - -

2802 - -30 (計画) - - -100.10 - -

小学校外国語教育推進事業275401577/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 小学校外国語教育推進事業275401

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

外国人英語指導講師とのコミュニケーションを通して英語に親しみ、国際理解への関心・意欲を高める。同時に、基礎的な
挨拶や会話などが英語で行えるようにする。

・意図（どういう状態にしたいのか）

指導内容をさらに充実させていくこと。3年間の業務委託（H24～26年）が終了し、新たな契約を結ぶときに、適切な業者と
契約を結んでいくこと。
小学3年生から外国語活動が導入され、5年生からは外国語活動が教科になる。

・事業実施上の検討課題

成果指標

教育活動充実度成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式
「効果あり」と回答した小学校数÷全小
学校数　（％）

目標値 100

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ａ　（コストを増やして成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
コミュニケーション能力を一層向上させるために、授業内
容の充実を図る。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

10025 (決算) 100100.00

10026 (予算) -100.00

10027 (計画) -100.00

10028 (計画) -100.00

10029 (計画) -100.00

10030 (計画) -100.00

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

5,170 5625 (決算) 122 2,4005,292 2,205

5,170 9626 (予算) 215 2,4005,385 2,244

6,546 3327 (計画) 74 2,4006,620 2,758

6,546 3328 (計画) 73 2,4006,619 2,758

6,546 3329 (計画) 73 2,4006,619 2,758

6,546 3330 (計画) 73 2,4006,619 2,758
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事　業　評　価　シ　ー　ト 小学校外国語教育推進事業275401

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

極めて対応している。

市で実施する必要性が高い。

極めて効果がある。

極めて効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

極めて高い。

十分得られている。

限定されていない。

評価対象外

優先度が極めて高い。

影響は甚大である。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

Ａ（10点）

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

－

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト 小学校外国語教育推進事業275401

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

10
9
8

国際社会への関心、国際化へ対応するきっかけづくりなどの推進の
ため、必要である。 9

9
7

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

9
9
7

児童に対して、ネイティブな外国人英語講師を低コストで配置する
ことができている。 9

9
7

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
8

国際理解や英語への興味関心を高め、教育活動の充実を図る上
で有効である｡ 9

8

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
－

9
－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

外国語への興味関心を高めることにより、国際理解や国際人として
の感覚を身につけるために優先させる必要がある｡ 9

9

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
A ・
B ・

A ・
A ・
B ・

A ・
B ・

A ・
－

A ・
A ・

A ・
A ・
B ・

A ・
A ・

B ・

A ・
B ・

A ・
－

A ・
A ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 9A ・ 8B ・

内部評価

9

A
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 A ・ 9A ・9

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 9 9A ・

内部評価

9

A
点

事業評価（内部）： 9A 点 一次評価： 9A 点 二次評価： 9A 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

国際社会への理解や関心を高め、国際感覚を身につけるために必要性が高い事業である。外国人英語
講師を低コストで配置し、効率的な運用を図っており、有効な事業として推進に努める必要がある。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

小学校外国語教育推進事業275401580/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 中学校外国語教育推進事業275404

275404 中学校外国語教育推進事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

教育活動

情報化・国際化教育の推進

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

英語指導

市内中学校生徒

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

中学校英語授業において、外国人英語指導業務を委託する。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｄ・市民参加

外国人英語指導講師の年間総授業時数 2,000 時間

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

教育指導課教育部

市事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 24 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 昭和６３年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

外国人英語指導講師の年間総
授業時数

2000 - -25 (決算) 2000 - -100.00 - -

2000 - -26 (予算) - - -100.00 - -

2004 - -27 (計画) - - -100.20 - -

2004 - -28 (計画) - - -100.20 - -

2004 - -29 (計画) - - -100.20 - -

2004 - -30 (計画) - - -100.20 - -
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事　業　評　価　シ　ー　ト 中学校外国語教育推進事業275404

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

外国人英語指導講師の発音等を学ぶことにより、国際社会で通用するような英語力を身に付けさせる。
外国人英語指導講師と英語科教諭のＴ.Ｔを行うことにより、きめの細かな指導ができるようにする。

・意図（どういう状態にしたいのか）

実践的なコミニュケーション能力を一層向上させる。3年間の業務委託（H24～26年）が終了し、新たな契約を結ぶときに、
適切な業者と契約を結んでいくこと。

・事業実施上の検討課題

成果指標

教育活動充実度成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式
「効果あり」と回答した学校数÷全中学
校数　（％）

目標値 100

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ａ　（コストを増やして成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
実践的コミニュケーション能力を一層向上させるために、
授業内容の充実を図る。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

10025 (決算) 100100.00

10026 (予算) -100.00

10027 (計画) -100.00

10028 (計画) -100.00

10029 (計画) -100.00

10030 (計画) -100.00

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

7,168 3425 (決算) 74 3,4007,242 2,130

7,169 2826 (予算) 63 3,4007,232 2,127

8,230 2827 (計画) 63 3,4008,293 2,439

8,230 2828 (計画) 62 3,4008,292 2,439

8,230 2829 (計画) 62 3,4008,292 2,439

8,230 2830 (計画) 62 3,4008,292 2,439
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事　業　評　価　シ　ー　ト 中学校外国語教育推進事業275404

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

極めて対応している。

市で実施する必要性が高い。

極めて効果がある。

極めて効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

極めて高い。

極めて高く得られている。

限定されていない。

評価対象外

優先度が極めて高い。

影響は甚大である。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

Ａ（10点）

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

－

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト 中学校外国語教育推進事業275404

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

10
9
8

国際化への対応、英語力、英会話力の向上のために必要な事業で
ある。 9

9
7

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

9
9
8

生徒に対して、ネイティブな外国人教師を低コストで配置することが
できている。 9

9
8

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

国際理解教育の推進や教育の多様化への対応などその有効性は
高い｡ 9

9

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
－

9
－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

国際化した社会において、英語力、英会話力の向上は必須のもの
となっており、優先する必要がある。 9

9

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
A ・
B ・

A ・
A ・
B ・

A ・
A ・

A ・
－

A ・
A ・

A ・
A ・
B ・

A ・
A ・

B ・

A ・
A ・

A ・
－

A ・
A ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 9A ・ 8B ・

内部評価

9

A
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 A ・ 9A ・9

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 9 9A ・

内部評価

9

A
点

事業評価（内部）： 9A 点 一次評価： 9A 点 二次評価： 9A 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

国際化へ対応するため、英語力の向上は必須であり必要性が高い事業である。外国人英語教師を低コ
ストで配置し、効率的な運用を図っており、有効な事業として推進に努める必要がある。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

中学校外国語教育推進事業275404584/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 外国人子女日本語指導等協
力者派遣事業

275407

275407 外国人子女日本語指導等協力者派遣事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

教育活動

情報化・国際化教育の推進

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

日本語指導を要する外国人児童生徒が在籍する小中学校

児童生徒

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

日本語指導を要する外国人児童生徒が在籍している小中学校に、日本語指導協力者を派遣し、担当が行う日本語指導を
支援する。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｂ・市民参加

日本語指導協力者派遣時間数（年間） 1,200 時間

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

教育指導課教育部

市事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 24 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 平成６年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

日本語指導協力者派遣時間数
（年間）

900 - -25 (決算) 896 - -75.00 - -

900 - -26 (予算) - - -75.00 - -

1000 - -27 (計画) - - -83.30 - -

1040 - -28 (計画) - - -86.70 - -

1080 - -29 (計画) - - -90.00 - -

1120 - -30 (計画) - - -93.30 - -

外国人子女日本語指導等協
力者派遣事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 外国人子女日本語指導等協
力者派遣事業

275407

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

日本語指導を必要とする外国人児童生徒に対して、教員の指導に協力する者を派遣し、学校教育の円滑な推進と児童生
徒の健全な育成並びに国際理解教育の推進を図る。

・意図（どういう状態にしたいのか）

対象児童生徒の状況に応じた協力者の派遣回数（時間数）の増を図ること。

・事業実施上の検討課題

成果指標

教育活動充実度成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式
「効果あり」と回答した学校数÷協力者
を派遣した学校数　（％）

目標値 100

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ａ　（コストを増やして成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
協力者派遣の回数、時間数を増やし、対象児童生徒の日
常活動の支援、学習活動への積極的な参加を図ってい
く。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

10025 (決算) 0100.00

10026 (予算) -100.00

10027 (計画) -100.00

10028 (計画) -100.00

10029 (計画) -100.00

10030 (計画) -100.00

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

2,300 1025 (決算) 22 342,322 68,286

2,310 1026 (予算) 22 372,332 63,037

2,575 1027 (計画) 22 432,597 60,403

2,675 1028 (計画) 22 462,697 58,636

2,775 1029 (計画) 22 502,797 55,944

2,875 1030 (計画) 22 532,897 54,665

外国人子女日本語指導等協
力者派遣事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 外国人子女日本語指導等協
力者派遣事業

275407

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

十分対応している。

市で実施する必要がある。

十分効果がある。

極めて効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

極めて高い。

十分得られている。

限定される傾向がある。

評価対象外

優先度が極めて高い。

影響は甚大である。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（7点）

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

Ｃ（6点）

－

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性がある。Ｃ（6点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

外国人子女日本語指導等協
力者派遣事業

275407587/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 外国人子女日本語指導等協
力者派遣事業

275407

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

9
8
9

日本語指導を必要とする児童・生徒が、学習及び生活の両面から
円滑な学校生活を送るうえで必要である。 9

8
9

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

7
9
8

日本語指導が必要な児童・生徒に、学習支援や日本語指導ができ
る協力者を派遣することは大変、効率的である。 7

9
8

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
7

日本語指導が必要な児童生徒への、協力者の支援は有効である。
9
7

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

6
－

対象児童・生徒は限定されているものの、その効果は全ての児童・
生徒に良い影響を与えている。 6

－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

日本語指導が必要な児童・生徒の学習支援のためには、最優先さ
せる必要がある。 9

9

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
B ・
A ・

B ・
A ・
B ・

A ・
B ・

Ｃ ・
－

A ・
A ・

A ・
B ・
A ・

B ・
A ・

B ・

A ・
B ・

Ｃ ・
－

A ・
A ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 Ｃ ・ 6Ｃ ・6

内部評価

6

Ｃ
点

平均 Ｃ ・ 9 9A ・

内部評価

9

A
点

事業評価（内部）： 8B 点 一次評価： 8B 点 二次評価： 8B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

外国人児童生徒が円滑な学校生活を送る上で、日本語習得は学習、生活両面で欠かせないことから、
必要性、優先性は高い。日本語指導が可能な協力者を派遣することで効率的な運用が図られている。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

外国人子女日本語指導等協
力者派遣事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト レッツトライひまわり環境ＩＳＯ
推進事業

275501

275501 レッツトライひまわり環境ＩＳＯ推進事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

教育活動

調査研究や研修講座の充実

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

特定の受益者なし

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

「ひまわり環境ＩＳＯ」の教育長認定受けた市内全ての小中学校で、地球環境をテーマに１校１取組運動を展開します。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｂ・市民参加

環境ＩＳＯ推進事業認定校数 17 校

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

教育指導課教育部

市事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 24 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 平成１９年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

環境ＩＳＯ推進事業認定校数

17 - -25 (決算) 17 - -100.00 - -

17 - -26 (予算) - - -100.00 - -

17 - -27 (計画) - - -100.00 - -

17 - -28 (計画) - - -100.00 - -

17 - -29 (計画) - - -100.00 - -

17 - -30 (計画) - - -100.00 - -

レッツトライひまわり環境ＩＳ
Ｏ推進事業

275501589/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト レッツトライひまわり環境ＩＳＯ
推進事業

275501

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

環境教育の一環として、市内全ての小中学校においてレッツトライひまわり環境ＩＳＯに取り組み、地球環境にやさしい心豊
かな「ざまっ子」を育てます。

・意図（どういう状態にしたいのか）

ＰＤＣＡサイクルを活用し、毎年の取り組みについての点検評価をおこなうとともに、３年に１回計画を更新すること。

・事業実施上の検討課題

成果指標

教育活動充実度成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式
「効果あり」と回答した学校数÷全学校
数　（％）

目標値 100

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｂ　（コストを維持して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
各校に予算が配当されることになったので、より環境教育
が充実していくように、指導していく。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

10025 (決算) 100100.00

10026 (予算) -100.00

10027 (計画) -100.00

10028 (計画) -100.00

10029 (計画) -100.00

10030 (計画) -100.00

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

339 4125 (決算) 89 428

340 4126 (予算) 92 432

340 4127 (計画) 92 432

340 4128 (計画) 91 431

340 4129 (計画) 91 431

340 4130 (計画) 91 431

レッツトライひまわり環境ＩＳ
Ｏ推進事業

275501590/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト レッツトライひまわり環境ＩＳＯ
推進事業

275501

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

極めて対応している。

市で実施する必要がある。

十分効果がある。

極めて効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

高い。

十分得られている。

限定されていない。

評価対象外

優先度が高い。

影響は大きい。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（8点）

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｂ（7点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

－

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

レッツトライひまわり環境ＩＳ
Ｏ推進事業

275501591/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト レッツトライひまわり環境ＩＳＯ
推進事業

275501

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

9
9
9

地球温暖化防止など環境保全に対する児童・生徒への環境教育の
一環としての取り組みとして必要である。 9

9
9

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

8
9
8

児童・生徒が地球規模の環境問題を自らの問題として捉えることに
ついて、学校の創意工夫が活かされている。 8

9
8

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

7
7

児童・生徒が環境問題を自らの問題として考え、環境に配慮した行
動を取ることができるようになるために有効である。 7

7

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
－

9
－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
8

児童・生徒が環境についての理解を深めるために、優先させる必
要がある。 8

8

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
A ・
A ・

B ・
A ・
B ・

B ・
B ・

A ・
－

B ・
B ・

A ・
A ・
A ・

B ・
A ・

B ・

B ・
B ・

A ・
－

B ・
B ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 7B ・ 7B ・

内部評価

7

Ｂ
点

平均 A ・ 9A ・9

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 8 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

事業評価（内部）： 8B 点 一次評価： 8B 点 二次評価： 8B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

地球温暖化防止など環境保全に対する児童・生徒への環境教育の取り組みとして、必要性は高く、環境
問題のとらえ方についても各学校の創意工夫が活かされている。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

レッツトライひまわり環境ＩＳ
Ｏ推進事業

275501592/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 教育研修事業275504

275504 教育研修事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

教育活動

調査研究や研修講座の充実

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

教職員

児童生徒

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

・市内小中学校の管理職、一般教員を対象に研修を実施する。・教育における当面する課題について広い視野から研究
する。・経験年数に応じた課題について年次的計画的に研修する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｄ・市民参加

年間研修実施回数 16 回

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

教育指導課教育部

市事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 24 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

その他事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 昭和３０年代

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

年間研修実施回数

10 - -25 (決算) 10 - -62.50 - -

11 - -26 (予算) - - -68.80 - -

13 - -27 (計画) - - -81.30 - -

13 - -28 (計画) - - -81.30 - -

13 - -29 (計画) - - -81.30 - -

13 - -30 (計画) - - -81.30 - -

教育研修事業275504593/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 教育研修事業275504

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

研修を受けた教員が、自己の教育的資質を向上させ、学校の教育運営に反映させたり、自分のクラスの児童生徒に質の
高い教育を行う。

・意図（どういう状態にしたいのか）

他で実施される研修内容と重複しないように研修すべき内容を精選すること

・事業実施上の検討課題

成果指標

教育活動充実度成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式
「研修が充実していた」と回答した学校
数÷全学校数　（％）

目標値 100

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｂ　（コストを維持して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
今日的な課題に対応するため、研修内容を充実させる。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

10025 (決算) 100100.00

10026 (予算) -100.00

10027 (計画) -100.00

10028 (計画) -100.00

10029 (計画) -100.00

10030 (計画) -100.00

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

278 7725 (決算) 167 11,000445 40

340 7726 (予算) 172 11,000512 47

400 7727 (計画) 172 10,000572 57

400 7728 (計画) 171 10,000571 57

400 7729 (計画) 171 10,000571 57

400 7730 (計画) 171 10,000571 57

教育研修事業275504594/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 教育研修事業275504

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

極めて対応している。

市で実施する必要がある。

十分効果がある。

極めて効率的である。

十分取り組んでおり改善の余地はまったくない。

極めて高い。

十分得られている。

限定されていない。

評価対象外

優先度が高い。

影響は大きい。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（8点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

－

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト 教育研修事業275504

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

9
9
9

教員の資質向上をはかり、指導力や管理能力を高めるために必要
である。 9

9
9

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

8
9
9

学校内で児童・生徒指導に多くの時間を費やしている教員に対し
て、最新の教育問題についての理解を深めさせるためには外部講
師を招聘して一斉に研修を行うことは効率的である。

8
9
9

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
8

新しい教育問題に対応する知識や技術を習得するうえで、研修は
大変有効である。 9

8

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
－

研修により教員の資質や能力を向上させることは、全ての児童・生
徒に対する指導改善につながるので公平性は高い。 9

－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
8

教員の資質や能力を向上させるためには、優先させる必要がある。
8
8

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
A ・
A ・

B ・
A ・
A ・

A ・
B ・

A ・
－

B ・
B ・

A ・
A ・
A ・

B ・
A ・

A ・

A ・
B ・

A ・
－

B ・
B ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 A ・ 9A ・9

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 8 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

事業評価（内部）： 9A 点 一次評価： 9A 点 二次評価： 9A 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

教職員の研修は、本人の資質の向上には欠かせないものであり、児童生徒への質の高い教育活動へ繋
がることからも必要性は高い。外部講師を招き一斉研修を実施することで効率的な運用が図られている。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）
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事　業　評　価　シ　ー　ト 教育研究事業275510

275510 教育研究事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

教育活動

調査研究や研修講座の充実

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

市内小中学校児童生徒

市内小中学校児童生徒

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

市内小中学校教職員30名を市非常勤特別職職員として教育研究員に委嘱し、教育に関する基礎的・専門的な分野、及び
学校教育の場における今日的課題について調査研究を行い、その成果を刊行物・研究発表会等を通じて学校教育に反
映する。7部会の課題別研究員会と個別課題研究員で行う。情報教育アドバイザー（非常勤職員）を雇用し学校の情報化・
情報教育の推進を支援する。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｄ・市民参加

研究員の研究日数（年間） 152 日

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

教育指導課教育部

市

座間市教育研究所条例

事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

その他事務区分 義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 昭和５６年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

研究員の研究日数（年間）

152 - -25 (決算) 152 - -100.00 - -

152 - -26 (予算) - - -100.00 - -

152 - -27 (計画) - - -100.00 - -

152 - -28 (計画) - - -100.00 - -

152 - -29 (計画) - - -100.00 - -

152 - -30 (計画) - - -100.00 - -
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事　業　評　価　シ　ー　ト 教育研究事業275510

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

教育研究員による調査研究の成果を、刊行物（副読本・資料集・研究紀要・教育研究等）や研究発表会等を通じて、児童
生徒並びに教師に情報提供することにより、本市教育の充実に寄与する。座間市立学校情報教育基本計画に基づき市内
小・中学校情報教育の推進に寄与する。また、教育研究所内のパソコンの整備の充実を図り、利活用の研究を推進する。

・意図（どういう状態にしたいのか）

調査研究への専門的支援が不可欠であることから、各研究員会に対しては専門的分野の指導講師を継続的につけ、調
査・研究の質を高めていく必要がある。情報教育アドバイザーの人数・勤務日数の増加及び学校への支援体制の確立が
必要である。教育研究・研修の充実のために専門の指導主事が必要である。

・事業実施上の検討課題

成果指標

教育活動充実度成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式
「効果あり」と回答した学校数÷全学校
数（％）

目標値 100

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ａ　（コストを増やして成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
各教育研究員会に対し専門的指導者（講師）を継続的に
付けることで、より専門性を高め、資質と研究意欲の向上を
図り内容の充実した成果を発表していく。　　　　（改善点）
調査研究の質の向上を図り、より質の高い成果を発表し学
校教育へ寄与する。情報教育アドバイザーが各校を巡回
し、よりきめ細かい支援を行う。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

座間市教育研究所条例

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

10025 (決算) 100100.00

10026 (予算) -100.00

10027 (計画) -100.00

10028 (計画) -100.00

10029 (計画) -100.00

10030 (計画) -100.00

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

4,199 50425 (決算) 1,095 11,3005,294 469

4,797 50426 (予算) 1,128 11,3005,925 524

5,113 50427 (計画) 1,125 11,3006,238 552

5,113 50428 (計画) 1,122 11,3006,235 552

5,113 50429 (計画) 1,120 11,3006,233 552

4,934 50430 (計画) 1,120 11,3006,054 536
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事　業　評　価　シ　ー　ト 教育研究事業275510

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

極めて対応している。

市で実施する必要がある。

極めて効果がある。

十分効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

極めて高い。

十分得られている。

一部限定されているが限定の度合いが小さい。

ほぼ適当である。

優先度が高い。

影響は大きい。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト 教育研究事業275510

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

9
9
9

今日的な教育に関する基礎・専門的な分野での課題などを調査研
究し、教育課程に反映することからもこの事業は必要である。 8

9
8

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

9
8
8

市内小中学校の教員24人で各部門別に区分した研究や非常勤職
員による情報教育を進めるなど工夫が見られる。 9

8
8

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
8

調査研究の成果が副読本などの作成に大きく関与しており、その
有効性は高い。 9

8

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
8

研究成果は、研究所報や副読本等に発表しており、教員だけでは
なく市民も目にすることができる。 8

－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
8

教育課程の充実を図るためには、今日的教育課題を調査研究して
いく優先性は高い。 8

8

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

B ・
A ・
B ・

A ・
B ・
B ・

A ・
B ・

B ・
－

B ・
B ・

A ・
A ・
A ・

A ・
B ・

B ・

A ・
B ・

B ・
B ・

B ・
B ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 9A ・ 8B ・

内部評価

9

A
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 B ・ 8B ・8

内部評価

8

Ｂ
点

平均 Ｃ ・ 8 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

事業評価（内部）： 8B 点 一次評価： 8B 点 二次評価： 8B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

今日的な教育に関する基礎・専門的な分野での課題などを調査研究し、教育課程に反映するなど必要
性は高い。成果を副読本などで発表し、市民も目にする機会があることから、有効な成果については積極
的な周知を検討する必要がある。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）
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事　業　評　価　シ　ー　ト 教職員研修事業275516

275516 教職員研修事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

教育活動

調査研究や研修講座の充実

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

教職員・市民

小・中学校児童・生徒・市民

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

教職員の資質向上並びに市民の教育に対する理解を図るための専門的技術的研修を行う。
①社会科教育研修講座②理科教育研修講座
③環境教育研修講座④情報教育研修講座
⑤教育相談研修講座⑥教育教養研修講座（公開講座）
⑦外国語教育研修講座⑧授業づくり研修講座
⑨豊かな心を育む研修講座

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｄ・市民参加

研修講座の参加人数（年間） 458 人

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

教育指導課教育部

市

座間市教育研究所条例

事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

その他事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 昭和５６年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

研修講座の参加人数（年間）

458 - -25 (決算) 458 - -100.00 - -

458 - -26 (予算) - - -100.00 - -

458 - -27 (計画) - - -100.00 - -

458 - -28 (計画) - - -100.00 - -

458 - -29 (計画) - - -100.00 - -

458 - -30 (計画) - - -100.00 - -
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事　業　評　価　シ　ー　ト 教職員研修事業275516

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

教職員として必要な専門的資質・能力や指導力の向上を目指した専門的研修を行うとともに幅広く豊かな教養を身につけ
広い視野から教育を考え、新しい教育への意欲を喚起し、本市学校教育の充実を図る。又今日的教育課題に対し公開講
座を開催し広く市民が考える機会を設ける。

・意図（どういう状態にしたいのか）

専門的・技術的研修にふさわしい講師を選ぶ。市民への公開講座の周知。

・事業実施上の検討課題

成果指標

教育活動充実度成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式
「効果あり」と回答した学校数÷全学校
数（％）

目標値 100

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｂ　（コストを維持して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
（改善点）今日的な課題に応じた研修講座を開設し、教育
課題に対応する。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

座間市教育研究所条例

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

10025 (決算) 100100.00

10026 (予算) -100.00

10027 (計画) -100.00

10028 (計画) -100.00

10029 (計画) -100.00

10030 (計画) -100.00

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

324 240025 (決算) 5,215 4585,539 12,094

337 240026 (予算) 5,371 4585,708 12,463

360 240027 (計画) 5,359 4585,719 12,487

360 240028 (計画) 5,345 4585,705 12,456

360 240029 (計画) 5,333 4585,693 12,430

360 240030 (計画) 5,333 4585,693 12,430
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事　業　評　価　シ　ー　ト 教職員研修事業275516

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

極めて対応している。

市で実施する必要がある。

極めて効果がある。

極めて効率的である。

十分取り組んでおり改善の余地はまったくない。

極めて高い。

極めて高く得られている。

限定されていない。

適当である。

優先度が高い。

影響は大きい。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト 教職員研修事業275516

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

9
8
9

教員の資質向上、新しい課題への対応等専門的、技術的研修は必
要である。 9

9
8

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

9
9
9

夏休み期間などを活用するなど創意工夫により、専門的講師の活
用の中で実施されている。 9

9
9

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

時代に即応できる教員の資質の向上等、指導体制の充実に有効
である。 9

9

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

教員の資質向上が児童・生徒への指導の改善につながっているの
で公平性は高い。 9

－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
8

指導体制の確立、教員の資質向上等学校教育の充実のため、継
続的に実施する必要がある。 8

8

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
A ・
B ・

A ・
A ・
A ・

A ・
A ・

A ・
－

B ・
B ・

A ・
B ・
A ・

A ・
A ・

A ・

A ・
A ・

A ・
A ・

B ・
B ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 A ・ 9A ・9

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 8 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

事業評価（内部）： 9A 点 一次評価： 9A 点 二次評価： 9A 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

教職員としての資質の向上や指導力の向上は、児童生徒への質の高い教育活動へ繋がることから必要
性が高い。夏休み期間に専門的講師を招いて実施するなど効率的な運用が図られている。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）
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事　業　評　価　シ　ー　ト 教育史編さん事業275522

275522 教育史編さん事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

教育活動

調査研究や研修講座の充実

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

教育史

市内小中学校教職員・市民・県内教育関係者

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

1．教育史編さんに向けて資料の収集整理
2．座間教育史資料集の刊行と公開講座の開催
3．「座間市教育史年表編」（18年度発行済み）「座間市教育史資料編第1巻」（25年度発行済み）「座間市教育史資料編第
2巻」「座間市教育史通史」の発行

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｄ・市民参加

「座間の教育史」研修及び寄稿回数（年間） 3 回

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

教育指導課教育部

市

座間市教育研究所条例

事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

その他事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

「座間の教育史」研修及び寄稿
回数（年間）

3 - -25 (決算) 3 - -100.00 - -

3 - -26 (予算) - - -100.00 - -

3 - -27 (計画) - - -100.00 - -

3 - -28 (計画) - - -100.00 - -

3 - -29 (計画) - - -100.00 - -

3 - -30 (計画) - - -100.00 - -
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事　業　評　価　シ　ー　ト 教育史編さん事業275522

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

座間の教育史に関する歴史的価値を持つ資料については、散逸・消滅の恐れがあり早急に収集・整理をしていくことが必
要とされる。そこで、本市の教育の歴史を後世に伝える為、教育史の編さんを進めその内容を発刊していきたい。

・意図（どういう状態にしたいのか）

1．資料の収集に向けた調査員及び調査補助員の勤務日数の増加。
2. 座間市教育史に関する資料の公開及び保存の為の資料室の設置。

・事業実施上の検討課題

成果指標

座間市教育史の発行度成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式
今までの発行数÷４（年表編、近代資
料編、現代資料編、通史編）（％）

目標値 100

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ａ　（コストを増やして成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
教育史資料集を毎年発行し、集大成の座間市教育史シ
リーズを発行する。

（改善点）10,000点余りの収集資料を分類整理し活用しや
すくすることで資料つくりを効率的に進めていく。 ☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

座間市教育研究所条例

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

5025 (決算) 5050.00

5026 (予算) -50.00

5027 (計画) -50.00

7528 (計画) -75.00

7529 (計画) -75.00

7530 (計画) -75.00

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

6,530 35025 (決算) 761 5007,291 14,581

4,273 35026 (予算) 783 5005,056 10,113

4,346 35027 (計画) 782 5005,128 10,255

6,264 35028 (計画) 779 5007,043 14,087

4,400 35029 (計画) 778 5005,178 10,355

4,404 35030 (計画) 778 5005,182 10,363
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事　業　評　価　シ　ー　ト 教育史編さん事業275522

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

極めて対応している。

市で実施する必要がある。

極めて効果がある。

十分効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

極めて高い。

十分得られている。

限定されていない。

ほぼ適当である。

優先度が高い。

無視できない影響がある。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（10点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｃ（6点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト 教育史編さん事業275522

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

9
9
9

郷土の学校教育の変遷を後世に伝えるとともに、学校教育の歴史
をとおして郷土の発展を知る上で必要である｡ 9

9
9

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

9
8
8

資料の収集、整理の過程を経て資料集や通史の刊行が可能である
ため、準備段階の経過後は一定の人的手当て等を検討する必要
がある｡

8
8
8

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
8

本市の教育の歴史を後世に伝えることにより、郷土の発展を知るこ
とは、児童・生徒の育成に有効である｡ 9

8

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

10
9

過去の成果物は市民でも閲覧することができ、成果物によっては購
入も可能である。 9

4

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
6

郷土の教育活動の発展を市民に伝えることやこれからの教育活動
の充実を図るうえでも、継続的に行なう必要がある。 8

6

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
A ・
A ・

B ・
B ・
B ・

A ・
B ・

A ・
Ｄ ・

B ・
Ｃ ・

A ・
A ・
A ・

A ・
B ・

B ・

A ・
B ・

A ・
A ・

B ・
Ｃ ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 A ・ 7B ・10

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 7 7B ・

内部評価

7

Ｂ
点

事業評価（内部）： 9A 点 一次評価： 9A 点 二次評価： 8B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

座間の教育史に関する歴史的価値をもつ資料について、後世に伝えるために収集、整理する意義は大
きく、継続して実施する必要性は高い。人的手当が課題であることから、効率的な運用を検討する必要が
ある。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）
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275601 教育相談事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

教育活動

教育相談体制の充実

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

児童・生徒、保護者、教職員、市民

相談者

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

①児童・生徒に関する教育相談を行い、関係機関との連携の中で相談の充実を図る。
②学校巡回教育相談等により、相談ケースについての助言・援助を行う。③教育相談のあり方について、専門家の指導や
助言を受け、問題の解決を図る。④教育相談コーディネーター会議等を行い、学校との連携を深める。⑤心理判定支援員
を配置し発達障がいへの支援体制を整える。⑥学生ボランティアを派遣し、不登校への対応の充実を図る。⑦スクール
ソーシャルワーカー※(SSW)を配置し、社会的要因を含む課題解決のために助言や援助を行う。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｄ・市民参加

相談件数（年間） 250 件

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

教育指導課教育部

市

座間市教育研究所条例

事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

その他事務区分 義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 昭和５６年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

相談件数（年間）

250 - -25 (決算) 250 - -100.00 - -

250 - -26 (予算) - - -100.00 - -

250 - -27 (計画) - - -100.00 - -

250 - -28 (計画) - - -100.00 - -

250 - -29 (計画) - - -100.00 - -

250 - -30 (計画) - - -100.00 - -
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0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

学校をはじめ、市民からの教育に関する悩み等について、有効・適切な助言や援助を行い、問題の解決に寄与する。ま
た、発達障がい等に関する特別支援教育及び不登校対策の充実を図る。

・意図（どういう状態にしたいのか）

①相談者のプライバシー保護のため待合室と個室の設置の必要。②市民の相談時間に対応できる相談時間の拡大及び
相談員の複数配置。③教育相談担当指導主事の配置 。④発達障害に対応できる心理判定支援員の勤務日数の増加。
⑤学生ボランティアの人材確保。  　                                  　

・事業実施上の検討課題

成果指標

教育活動充実度成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式
「効果あり」と回答した学校数÷全学校
数（％）

目標値 100

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ａ　（コストを増やして成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
（改善点）新たな不登校対策として、学生ボランティアの有
効活用、フリースクールとの連携の推進。SSW等の専門家
の配置による学校への支援強化。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

座間市教育研究所条例
※社会的要因を含む課題を、社会福祉的な方法で解決するために助言や援助を行う。

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

10025 (決算) 100100.00

10026 (予算) -100.00

10027 (計画) -100.00

10028 (計画) -100.00

10029 (計画) -100.00

10030 (計画) -100.00

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

6,663 16025 (決算) 348 2507,011 28,043

6,925 16026 (予算) 358 2507,283 29,132

9,089 16027 (計画) 357 2509,446 37,785

8,943 16028 (計画) 356 2509,299 37,197

8,943 16029 (計画) 356 2509,299 37,194

8,943 16030 (計画) 356 2509,299 37,194
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○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

極めて対応している。

市で実施する必要がある。

極めて効果がある。

極めて効率的である。

十分取り組んでおり改善の余地はまったくない。

極めて高い。

極めて高く得られている。

限定されていない。

適当である。

優先度が極めて高い。

影響は甚大である。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

Ａ（10点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（10点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（10点）

Ａ（10点）

視点１

視点２

Ａ（10点）

Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

教育相談事業275601611/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 教育相談事業275601

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

10
9
9

不登校やいじめ等の悩みをもつ児童・生徒の増大により、教育相談
を求める声は多い。これらに対応できる教育相談体制の充実が求
められているので必要である。

10
9
9

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

9
9
9

教育相談の内容は多岐にわたっており、短期間での解決が難しい
状況である｡相談対象者個々の内容に応じた指導助言が必要であ
り、時間を要する｡

9
9
8

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

10
9

来所相談や電話による相談、巡回相談による相談等不登校児童・
生徒やいじめの解消のため、教育相談制度は重要である｡ 9

8

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

10
10

児童・生徒や保護者は、座間市に在住であれば本人が希望さえす
れば相談を受けることができる。 10

－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

10
9

問題の深刻化、相談ケース一つ一つの違いなどその対応は多様で
あるため、有効適切な指導助言を可能とする体制づくりが求められ
る｡

9
9

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
A ・
A ・

A ・
A ・
B ・

A ・
B ・

A ・
－

A ・
A ・

A ・
A ・
A ・

A ・
A ・

A ・

A ・
A ・

A ・
A ・

A ・
A ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 10A ・ 9A ・

内部評価

10

A
点

平均 A ・ 10A ・10

内部評価

10

A
点

平均 B ・ 10 9A ・

内部評価

10

A
点

事業評価（内部）： 10A 点 一次評価： 10A 点 二次評価： 9A 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

児童生徒の教育環境を取り巻く相談内容は多様であり、事業の実施により一定の成果が上がっているこ
とから必要性は極めて高い。緊急のケースについても優先性が高く、保護者・児童生徒・教師が一体とな
り、体制の充実を検討していく必要がある。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）
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275604 適応指導教室事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

教育活動

教育相談体制の充実

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

市内の小・中学校に在籍する心理的要因による不登校児童・生徒

適応指導教室通室児童・生徒

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

①心理的要因により学校生活に適応できない不登校児童・生徒を対象に、社会適応や集団生活への適応指導等を行う。
②学校訪問要請相談等により、相談ケースについての解決・回復のための助言や援助を行う。③適応指導教室のあり方に
ついて、専門家の指導や助言を受ける。④適応指導教室に教育指導員・専任指導員・専任助手を配置して、心理的要因
による不登校児童・生徒と同じ目線からの支援をする。⑤適応指導教室に関われない児童・生徒に対して家庭訪問相談員
を配置し、定期的・継続的な支援を行う。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｄ・市民参加

適応指導教室の通室人数（年間） 30 人

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

教育指導課教育部

市事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

その他事務区分 義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 平成９年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

適応指導教室の通室人数（年
間）

30 - -25 (決算) 30 - -100.00 - -

30 - -26 (予算) - - -100.00 - -

30 - -27 (計画) - - -100.00 - -

30 - -28 (計画) - - -100.00 - -

30 - -29 (計画) - - -100.00 - -

30 - -30 (計画) - - -100.00 - -
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0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

心理的な要因による学校生活に適応できない不登校児童・生徒が学校に復帰できるよう個々が抱えるそれぞれの要因を
見極め、検討・助言・支援・指導を行う。

・意図（どういう状態にしたいのか）

①教育指導員の勤務日数を増加し、児童・生徒へのよりきめ細かな指導・援助を行う。②教育指導員には専門の資格を
持った人材を当てる必要がある。③家庭訪問相談員の勤務日数を増やし、家庭内での引きこもりへの柔軟な対応を行う。
④専任指導員・専任助手の勤務日数を増加し個別指導や小集団活動などのきめ細かな指導を行う。

・事業実施上の検討課題

成果指標

部分登校・在籍校への復帰度成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式
(部分登校者数＋完全復帰者数)÷(適
応指導教室通室者数)×100

目標値 80

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ａ　（コストを増やして成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
　市内の小・中学校に在籍する心理的要因による不登校
児童・生徒の情緒の安定、生活習慣の確立、対人関係の
改善を図り、在籍校への復帰を行う。                              
      （改善点）学校・家庭訪問相談・スクールカウンセラー
との連携による保護者への働きかけ、進学先学校との連携
による進路指導の充実。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

8025 (決算) 80100.00

8026 (予算) -100.00

8027 (計画) -100.00

8028 (計画) -100.00

8029 (計画) -100.00

8030 (計画) -100.00

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

6,095 22525 (決算) 489 306,584 219,464

6,239 22526 (予算) 504 306,743 224,752

6,904 22527 (計画) 502 307,406 246,881

6,904 22528 (計画) 501 307,405 246,836

6,904 22529 (計画) 500 307,404 246,798

6,904 22530 (計画) 500 307,404 246,798
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○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

極めて対応している。

市で実施する必要がある。

極めて効果がある。

極めて効率的である。

十分取り組んでおり改善の余地はまったくない。

極めて高い。

十分得られている。

限定されていない。

評価対象外

優先度が極めて高い。

影響は甚大である。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（10点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ａ（9点）

Ａ（10点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（10点）

－

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

9
9
10

不登校児童・生徒の集団生活への適応指導は緊急的な課題であ
り､一人ひとりに応じた適切な助言を行うことが必要である｡ 9

9
9

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

9
9
9

心理的要因や対人関係などの理由によって不登校となった児童・
生徒を、学校へ復帰させるためには相当の期間を要する。 9

10
8

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
8

一人ひとりの不登校児童・生徒に対し、家庭訪問相談員や教育指
導員が適切な助言等を行い、大変有効である。 9

8

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

－
－

10
－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

心理的要因による不登校という問題は家庭や地域の力のみでは解
決しがたいことであり、専門家による相談と指導助言は重要なことで
ある。

9
9

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
A ・
A ・

A ・
A ・
B ・

A ・
B ・

A ・
－

A ・
A ・

A ・
A ・
A ・

A ・
A ・

A ・

A ・
B ・

－
－

A ・
A ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 - 10A ・-

内部評価

10

A
点

平均 Ｃ ・ 9 9A ・

内部評価

9

A
点

事業評価（内部）： 9A 点 一次評価： 9A 点 二次評価： 9A 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

不登校児童・生徒の集団生活への適応指導は、緊急的課題であり必要性は高い。適切な指導の面で成
果を上げており有効な事業である。要因が多岐であり専門家による相談であるが復帰に相当の期間を要
している現状にある。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

適応指導教室事業275604616/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 座間市公民館学級・講座開
設事業

285103

285103 座間市公民館学級・講座開設事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

生涯学習

学習機会と拠点施設の充実

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

地域住民

　地域住民（受講者）

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

学級、講座等の開設
1　対象　高齢者・一般成人・青少年・親子
2　学級、講座の開設数　１７講座・学級　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｂ・市民参加

学級、講座開催数 20 回

学級、講座等参加者数 400 人

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

公民館教育部

市事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

学級、講座開催数 学級、講座等参加者数

20 400 -25 (決算) 13 333 -100.00 100.00 -

14 340 -26 (予算) - - -70.00 85.00 -

15 350 -27 (計画) - - -75.00 87.50 -

16 360 -28 (計画) - - -80.00 90.00 -

17 370 -29 (計画) - - -85.00 92.50 -

18 380 -30 (計画) - - -90.00 95.00 -

座間市公民館学級・講座開
設事業

285103617/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 座間市公民館学級・講座開
設事業

285103

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

社会教育法の基本理念である「いつでも　どこでも　だれだも学べる」社会の実現をめざし、社会生活に即した学術及び文
化に関する各種事業を行い、地域住民の教養の向上、健康の促進等を図る。さらに市民のニ－ズを捉えた学習・講座開
設することにより、サ－クル化への移行や自己の生きがいをみいだす機会を提供し、豊かなまちづくりの実現を目指す。

・意図（どういう状態にしたいのか）

現代社会の少子高齢化を反映した、講座参加者及びサークル活動者の高齢化。また、新たなサ－クル化を図ったり、講座
を企画する上での、専門知識を持った職員配置の必要性。

・事業実施上の検討課題

成果指標

学級、講座達成度成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式
学級、講座開催数÷目標値（20）

目標値 100

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ａ　（コストを増やして成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
①　地域住民の社会ニ－ズに即した学習、講座の事業展
開に努め、サ－クル化に伴う館利用率の向上

②公民館利用サークル、ＮＰＯ法人等による自主企画講座
開催の支援並びにコミセン等との共催による講座の開催 ☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

10025 (決算) 65100.00

7026 (予算) -70.00

7527 (計画) -75.00

8028 (計画) -80.00

8529 (計画) -85.00

9030 (計画) -90.00

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

1,212 215825 (決算) 4,689 3335,901 17,722

1,529 232426 (予算) 5,201 3406,730 19,794

1,592 249027 (計画) 5,560 3507,152 20,435

1,592 265628 (計画) 5,915 3607,507 20,853

1,592 282229 (計画) 6,270 3707,862 21,250

1,592 298830 (計画) 6,639 3808,231 21,661

座間市公民館学級・講座開
設事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 座間市公民館学級・講座開
設事業

285103

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

極めて対応している。

市で実施する必要がある。

十分効果がある。

極めて効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

極めて高い。

極めて高く得られている。

限定されていない。

ほぼ適当である。

優先度が極めて高い。

影響は大きい。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（8点）

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

座間市公民館学級・講座開
設事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 座間市公民館学級・講座開
設事業

285103

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

9
9
9

いつでもどこでもだれでも学べる環境を整備し、より豊かな生活を求
め、文化の創造を支援するために必要である。 9

9
9

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

8
9
8

講座開設にあたっては、市民のニーズを取り入れるため、企画段階
から市民参加を求め、講座の運営・実施に積極的に係るよう促すこ
とで、最大の効果・効率を上げるよう努めている。

8
9
8

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

市民の自主的な学習活動を支援し、地域コミュニティの醸成・市民
文化の向上に有効である。 9

9

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
8

講座の開設に際して、対象となる利用者が公平に応募、参加できる
よう配慮し、参加者に還元される教材等は受益者負担を求めてい
る。

9
7

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
7

社会の変化に伴う現代的な課題に適応する学習の提供は、より良
い市民生活に必要なため優先している。 9

9

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
A ・
A ・

B ・
A ・
B ・

A ・
A ・

A ・
B ・

A ・
A ・

A ・
A ・
A ・

B ・
A ・

B ・

A ・
A ・

A ・
B ・

A ・
B ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 A ・ 8B ・9

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 8 9A ・

内部評価

9

A
点

事業評価（内部）： 9A 点 一次評価： 9A 点 二次評価： 9A 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

高齢化社会に伴い、市民の自由な時間が増えるとともに生涯学習意欲は高まっており、学習の場を提供
する必要性は高い。講座開設時は教材等について受益者負担を求めるなど効率的な運用を図ってい
る。目標と成果を検証し、さらに事業の推進に努める必要がある。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

座間市公民館学級・講座開
設事業

285103620/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 市民大学運営事業285105

285105 市民大学運営事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

生涯学習

学習機会と拠点施設の充実

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

大学施設の開放

全市民

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

相模原市及び隣接の大学・専門学校と連携して大学の学習機能を市民に提供する。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｂ・市民参加

実施講座数（年間） 40 講座

受講者数（年間） 340 人

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

生涯学習課教育部

市

社会教育法

事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 昭和５８年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

実施講座数（年間） 受講者数（年間）

40 275 -25 (決算) 35 292 -100.00 80.90 -

40 310 -26 (予算) - - -100.00 91.20 -

40 320 -27 (計画) - - -100.00 94.10 -

40 320 -28 (計画) - - -100.00 94.10 -

40 330 -29 (計画) - - -100.00 97.10 -

40 340 -30 (計画) - - -100.00 100.00 -

市民大学運営事業285105621/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 市民大学運営事業285105

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

市民が自己を高め、学びを共有し、生き生きと充実した生活が送られるように図り、ひいては活力ある地域づくりを目指す。

・意図（どういう状態にしたいのか）

・相模原市と協議の上、H28年度より受講料の増額を予定。
・受益者負担の見地から、受講者に対して受講料(１講座　1,000円・1,500円・2,000円)の負担を図る。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・事業実施上の検討課題

成果指標

市民大学受講率成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式
受講者数/目標受講者数×100

目標値 100

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｂ　（コストを維持して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
（改善点）
相模原市と協議し、H28年度実施に向けて、受講料の増
額を検討。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

社会教育法

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

8525 (決算) 8685.00

9126 (予算) -91.00

9427 (計画) -94.00

9428 (計画) -94.00

9729 (計画) -97.00

10030 (計画) -100.00

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

2,275 47625 (決算) 1,034 2923,309 11,333

2,500 47626 (予算) 1,065 3003,565 11,884

2,500 47627 (計画) 1,063 3003,563 11,876

2,500 47628 (計画) 1,060 3003,560 11,867

2,500 47629 (計画) 1,058 3103,558 11,476

2,500 47630 (計画) 1,058 3103,558 11,476
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事　業　評　価　シ　ー　ト 市民大学運営事業285105

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

極めて対応している。

市で実施する必要がある。

極めて効果がある。

十分効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

極めて高い。

極めて高く得られている。

限定されていない。

ほぼ適当である。

優先度が高い。

影響は大きい。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（7点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト 市民大学運営事業285105

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

9
9
9

市民の多岐にわたる学習要求に対応するため、大学等の専門性を
生かした学習機会の提供は必要である。 9

9
8

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

9
8
8

１６大学等の施設を活用することにより、経費の負担が伴わなず事
業が開催できている。 9

8
8

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

多様化、高度化する市民の学習要求に対応し、専門的な大学機能
の開放は豊かな学習機会の提供に有効である。 9

9

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
8

受益者負担については、受講者から受講料を徴収し、一定の公平
性を確保している。 9

8

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
6

大学の高度で専門的な機能を提供し、学習機会の確保、拡大を行
なうことは必要である。 8

8

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
A ・
B ・

A ・
B ・
B ・

A ・
A ・

A ・
B ・

B ・
B ・

A ・
A ・
A ・

A ・
B ・

B ・

A ・
A ・

A ・
B ・

B ・
Ｃ ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 A ・ 9A ・9

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 7 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

事業評価（内部）： 9A 点 一次評価： 8B 点 二次評価： 9A 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

大学の特色を生かした学習機会の提供は、豊かな学習の推進に必要な施策である。また、受講料、テキ
スト代の受益者負担等について、一定の見直しを図るとともに、施設活用経費を伴わずに低コストで効率
的な運用に努めている。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）
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事　業　評　価　シ　ー　ト 北地区文化センター学級・講
座開設事業

285107

285107 北地区文化センター学級・講座開設事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

生涯学習

学習機会と拠点施設の充実

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

地域住民

地域住民(受講者)

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

学級、講座等の開設
1　対象高齢者・婦人・成人一般・青少年、少年少女・親子
2　学級、講座等数　２８開設
3　項目　報償費、消耗品費、印刷製本費、賃借料外

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｂ・市民参加

学級、講座開催数 28 回

学級、講座等参加者数 4,000 人

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

北地区文化センター教育部

市事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 相模が丘地域区分

事業開始 昭和５２年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

学級、講座開催数 学級、講座等参加者数

24 3000 -25 (決算) 27 3953 -85.70 75.00 -

24 3960 -26 (予算) - - -85.70 99.00 -

28 3970 -27 (計画) - - -100.00 99.30 -

28 3980 -28 (計画) - - -100.00 99.50 -

28 3990 -29 (計画) - - -100.00 99.80 -

28 4000 -30 (計画) - - -100.00 100.00 -

北地区文化センター学級・講
座開設事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 北地区文化センター学級・講
座開設事業

285107

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

地域住民のために、社会生活に即する学術及び文化に関する各種事業を行い、教養の向上、健康の促進、生活文化の
振興・社会福祉の増進に寄与する。また、市民ニ－ズを念頭に学習・講座開設することにより、サ－クル化への移行や自己
の生きがいをみいだす機会の提供を図る。地域の人たちがつながる場を提供する。

・意図（どういう状態にしたいのか）

事業実施後、自主的に活動していただくためのサ－クル化を図る上で、職員の長期介在(支援)が必要な場合がある。自主
的な活動を面倒に思う傾向があり、サークル化が困難である。
サークルが増えることによって、会場の確保が困難になる。

・事業実施上の検討課題

成果指標

設定せず成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 0

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｂ　（コストを維持して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
地域住民の社会ニ－ズに即した学習、講座の事業展開に
努め、誰もが生涯学習を行えるようにする。保育者の数を
増やし、育児中の保護者に講座などの参加の機会を増や
す。また、サ－クル化に向け支援を行うことで住民の自主
的な活動を促す。 ☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

-25 (決算) --

-26 (予算) --

-27 (計画) --

-28 (計画) --

-29 (計画) --

-30 (計画) --

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

1,566 51725 (決算) 1,123 3,8872,689 692

1,677 58226 (予算) 1,303 3,8902,980 766

1,677 58227 (計画) 1,300 3,9002,977 763

1,677 58228 (計画) 1,296 3,9102,973 760

1,677 58229 (計画) 1,293 3,9202,970 758

1,677 58230 (計画) 1,293 3,9302,970 756

北地区文化センター学級・講
座開設事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 北地区文化センター学級・講
座開設事業

285107

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

極めて対応している。

市で実施する必要がある。

十分効果がある。

極めて効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

極めて高い。

極めて高く得られている。

限定されていない。

ほぼ適当である。

優先度が極めて高い。

影響は大きい。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（8点）

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

北地区文化センター学級・講
座開設事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 北地区文化センター学級・講
座開設事業

285107

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

9
9
9

いつでもどこでもだれでも学べる環境を整備し、より豊かな生活を求
め、市民文化の創造を支援するために必要である。 9

9
9

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

8
9
8

講座開設にあたっては、市民のニーズを取り入れるため、企画段階
から市民参加を求め、講座の運営・実施に積極的に係るよう促すこ
とで、最大の効果・効率を上げるよう努めている。

8
9
8

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

市民の自主的な学習活動を支援し、地域コミュニティの醸成・市民
文化の向上に有効である。 9

9

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
8

講座の開設に際して、対象となる利用者が公平に応募・参加できる
よう配慮し、参加者に還元される教材等は受益者負担を求めてい
る。

9
7

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
7

社会の変化に伴う現代的な課題に適応する学習の提供は、より良
い市民生活に必要なため優先している。 9

9

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
A ・
A ・

B ・
A ・
B ・

A ・
A ・

A ・
B ・

A ・
A ・

A ・
A ・
A ・

B ・
A ・

B ・

A ・
A ・

A ・
B ・

A ・
B ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 A ・ 8B ・9

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 8 9A ・

内部評価

9

A
点

事業評価（内部）： 9A 点 一次評価： 9A 点 二次評価： 9A 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

高齢化社会に伴い、市民の自由な時間が増えるとともに生涯学習意欲は高まっており、学習の場を提供
する必要性は高い。講座開設時は教材等について受益者負担を求めるなど効率的な運用を図ってい
る。目標と成果を検証し、さらに事業の推進に努める必要がある。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

北地区文化センター学級・講
座開設事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 東地区文化センター学級・講
座開設事業

285109

285109 東地区文化センター学級・講座開設事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

生涯学習

学習機会と拠点施設の充実

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

地域住民

地域住民(参加者）

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

学級､講座等の開設
１　対象　高齢者、一般成人、青少年、親子
２　学級、講座　　23開設　その他集会活動

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ａ・市民参加

学級、講座開催数 25 回

学級、講座参加者数 1,500 人

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

東地区文化センター教育部

市

社会教育法

事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 栗原・東原地域区分

事業開始 昭和５６年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

学級、講座開催数 学級、講座参加者数

25 810 -25 (決算) 20 810 -100.00 54.00 -

25 1500 -26 (予算) - - -100.00 100.00 -

25 1500 -27 (計画) - - -100.00 100.00 -

25 1500 -28 (計画) - - -100.00 100.00 -

25 1500 -29 (計画) - - -100.00 100.00 -

25 1500 -30 (計画) - - -100.00 100.00 -

東地区文化センター学級・講
座開設事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 東地区文化センター学級・講
座開設事業

285109

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

地域住民のための実際生活に即した学術及び文化に関する各種の事業を行い、地域住民の教養の向上、健康の増進を
図り、生活文化の振興、社会福祉の増進に寄与する。

・意図（どういう状態にしたいのか）

学級・講座の企画運営への市民参画、集会活動への協力者を増やすこと。コミセン等地域の機関や組織との連携事業の
検討

・事業実施上の検討課題

成果指標

設定せず成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 0

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ａ　（コストを増やして成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
平成27年度までに企画・講座への市民参画を継続して進
める必要がある。地区社協、コミセン等地域組織の住民、
職員に企画、運営の協働が進んでいるので、これを継続し
て深めていく。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

社会教育法

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

-25 (決算) --

-26 (予算) --

-27 (計画) --

-28 (計画) --

-29 (計画) --

-30 (計画) --

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

1,667 60025 (決算) 1,304 1,5002,971 1,981

1,743 65026 (予算) 1,455 1,5003,198 2,132

2,217 65027 (計画) 1,451 1,5003,668 2,446

2,167 65028 (計画) 1,448 1,6003,615 2,259

2,167 65029 (計画) 1,444 1,6003,611 2,257

2,167 65030 (計画) 1,444 1,6003,611 2,257

東地区文化センター学級・講
座開設事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 東地区文化センター学級・講
座開設事業

285109

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

極めて対応している。

市で実施する必要がある。

十分効果がある。

極めて効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

極めて高い。

極めて高く得られている。

限定されていない。

ほぼ適当である。

優先度が極めて高い。

影響は大きい。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（8点）

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

東地区文化センター学級・講
座開設事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 東地区文化センター学級・講
座開設事業

285109

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

9
9
9

「いつでもどこでもだれでも学べる」環境を整備し、より豊かな生活を
求め、市民文化の創造を支援するために必要である。 9

9
9

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

8
9
8

講座開設にあたっては、市民ニーズを取り入れるため企画段階から
市民参加を求め、講座の運営・実施に積極的に係るよう促すこと
で、最大の効果・効率を上げるよう努めている。

8
9
8

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

市民の自主的な学習活動を支援し、地域コミュニティの醸成・市民
文化の向上に有効である。 9

9

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
8

講座の開設に際して、対象となる利用者が公平に応募、参加できる
よう配慮し、参加者に還元される教材等は受益者負担を求めてい
る。

9
7

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
7

社会の変化に伴う現代的な課題に適応する学習の提供は、より良
い市民生活に必要なため優先している。 9

9

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
A ・
A ・

B ・
A ・
B ・

A ・
A ・

A ・
B ・

A ・
A ・

A ・
A ・
A ・

B ・
A ・

B ・

A ・
A ・

A ・
B ・

A ・
B ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 A ・ 8B ・9

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 8 9A ・

内部評価

9

A
点

事業評価（内部）： 9A 点 一次評価： 9A 点 二次評価： 9A 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

高齢化社会に伴い、市民の自由な時間が増えるとともに生涯学習意欲は高まっており、学習の場を提供
する必要性は高い。講座開設時は教材等について受益者負担を求めるなど効率的な運用を図ってい
る。目標と成果を検証し、さらに事業の推進に努める必要がある。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

東地区文化センター学級・講
座開設事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 生涯学習フェスティバル開催
事業

285117

285117 生涯学習フェスティバル開催事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

生涯学習

学習機会と拠点施設の充実

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

一般成人

参加者及び来場者

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

広く市民に対し、生涯学習に係る実践事例などを提供する。また、自主的活動の推進を図る見地から、行政を中心とした
事業展開ではなく公募による一般参加者、諸団体代表者等による実行委員会方式により運営。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｃ・市民参加

生涯学習フェスティバル参加者 4,000 人

生涯学習フェスティバル開催団体 250 団体

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

生涯学習課教育部

市

社会教育法

事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 平成１１年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

生涯学習フェスティバル参加者 生涯学習フェスティバル開催団
体

8350 380 -25 (決算) 2417 141 -208.80 152.00 -

3000 150 -26 (予算) - - -75.00 60.00 -

3000 170 -27 (計画) - - -75.00 68.00 -

3300 200 -28 (計画) - - -82.50 80.00 -

3500 225 -29 (計画) - - -87.50 90.00 -

4000 250 -30 (計画) - - -100.00 100.00 -

生涯学習フェスティバル開催
事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 生涯学習フェスティバル開催
事業

285117

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

市民相互の教え、学びを育てる生涯学習活動を目指し、生涯学習の一層の振興を図る。学習活動の紹介や相互の交流を
通して、参加された方々が単なる参加ではなく生涯学習に関心を寄せ学習への「きっかけ」づくりとなるよう図る。　

・意図（どういう状態にしたいのか）

フェステバルの運営にあたって一般公募による、実行委員会方式によって運営をした事業として定着してきており、今後続
けて行きたい。事業内容の充実に伴なって、予算面が厳しくなってきている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・事業実施上の検討課題

成果指標

生涯学習フェスティバル充実度成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式
（生涯学習フェスティバル参加者÷目
標参加者）×１００

目標値 100

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｂ　（コストを維持して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
フェスティバルの運営を実行委員会形式等で行い、自主
事業の充実に努めると共に、広く市民に対し生涯学習に
関する意識向上が図られるような事業内容の検討。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

社会教育法

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

10025 (決算) 60100.00

7526 (予算) -75.00

7527 (計画) -75.00

8228 (計画) -82.00

8729 (計画) -87.00

10030 (計画) -100.00

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

100 48125 (決算) 1,045 2,4171,145 474

100 48126 (予算) 1,076 3,0001,176 392

100 48127 (計画) 1,074 3,0001,174 391

100 48128 (計画) 1,071 3,3001,171 355

100 48129 (計画) 1,069 3,5001,169 334

100 48130 (計画) 1,069 4,0001,169 292

生涯学習フェスティバル開催
事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 生涯学習フェスティバル開催
事業

285117

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

極めて対応している。

市で実施する必要がある。

十分効果がある。

極めて効率的である。

十分取り組んでおり改善の余地はまったくない。

極めて高い。

十分得られている。

一部限定されているが限定の度合いが小さい。

適当である。

優先度が高い。

影響は大きい。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（8点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（7点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

生涯学習フェスティバル開催
事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 生涯学習フェスティバル開催
事業

285117

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

9
9
9

市民の学習活動の発表の場を確保することは市民交流を促し、豊
かな市民意識の醸成に必要である。 9

9
8

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

8
9
9

実行委員会方式による企画・運営による事業の拡大を図り、幅広い
年齢層の参加に努めている。 8

9
8

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
8

学習活動への動機付けや市民交流を図り、豊かな市民生活の醸成
に有効である。 9

8

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
9

個人参加やグループ参加など、広く市民参加に努めている。
8
－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
6

市民の生涯学習への意欲を高め、学習活動への参加を促進するこ
とは豊かな市民生活の醸成に必要である。 8

8

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
A ・
B ・

B ・
A ・
B ・

A ・
B ・

B ・
－

B ・
B ・

A ・
A ・
A ・

B ・
A ・

A ・

A ・
B ・

B ・
A ・

B ・
Ｃ ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 9A ・ 8B ・

内部評価

9

A
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 A ・ 8B ・9

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 7 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

事業評価（内部）： 9A 点 一次評価： 9A 点 二次評価： 8B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

広く活動を発表する場があることは、市民の学習意欲の高揚により地域に根ざした生涯学習を推進する
ために事業の必要性は高い。実行委員会方式により市民参加に努めるなど一定の成果が認められる。幅
広い年齢層の参加者増加による事業の拡大に努める必要がある。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

生涯学習フェスティバル開催
事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 座間市公民館設備整備事業285121

285121 座間市公民館設備整備事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

生涯学習

学習機会と拠点施設の充実

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

地域住民

　館利用者

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

老朽化及び破損した備品の更新を図り、館利用者等へのサ－ビスの向上に努める。
　実習室のオーブン
　保育遊具の更新
　展示用パネル
　会議用机

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ａ・市民参加

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

公民館教育部

市事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～準備段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

- - -25 (決算) - - -- - -

- - -26 (予算) - - -- - -

- - -27 (計画) - - -- - -

- - -28 (計画) - - -- - -

- - -29 (計画) - - -- - -

- - -30 (計画) - - -- - -

座間市公民館設備整備事業285121637/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 座間市公民館設備整備事業285121

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

施設の設備品の老朽化や破損したもの等の更新を図り、講座等参加者、サ－クル等利用団体に対し、快適な環境整備の
向上に努める。

・意図（どういう状態にしたいのか）

実習室のオーブンは20年経過となり、たびたび故障がある。買い替えが必要。保育遊具は約30年使用し、経年劣化により
赤ちゃんが使用するのに衛生的にも問題があり、更新を要す。
公民館まつりで使用するパネルが30枚不足しているため購入する必要あり。

・事業実施上の検討課題

成果指標

設定せず成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 0

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ａ　（コストを増やして成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
　老朽化した施設設備品等の更新を図ることにより、快適
な環境を維持し、学習の向上に努める。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

-25 (決算) --

-26 (予算) --

-27 (計画) --

-28 (計画) --

-29 (計画) --

-30 (計画) --

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

35 225 (決算) 4 105,00039 0

78 326 (予算) 7 105,00085 1

1,845 327 (計画) 7 105,0001,852 18

342 328 (計画) 7 105,000349 3

264 329 (計画) 7 105,000271 3

264 330 (計画) 7 105,000271 3

座間市公民館設備整備事業285121638/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 座間市公民館設備整備事業285121

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

十分ニーズに即（する）している。

十分対応している。

市で実施する必要がある。

十分効果がある。

十分効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

高い。

十分得られている。

一部限定されているが限定の度合いが小さい。

ほぼ適当である。

優先度が極めて高い。

影響は大きい。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

座間市公民館設備整備事業285121639/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 座間市公民館設備整備事業285121

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

8
8
9

利用者の安全性や利便性を考え、設備を整備していくことは必要で
ある。 8

8
9

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

8
8
8

市民の生涯学習の拠点として、館の整備を安全かつ使いやすく整
備することで利用の効率化につながる。 8

8
8

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
7

施設の整備は市民の学習活動にとって有効である。
8
8

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
8

公民館の設備整備は市民が誰でも利用できる施設の整備であり公
平である。 8

8

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
8

健康で豊かな生活を保つことに必要な学習ができる公民館の施設
を整備することは重要である。 9

8

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

B ・
B ・
A ・

B ・
B ・
B ・

B ・
B ・

B ・
B ・

A ・
B ・

B ・
B ・
A ・

B ・
B ・

B ・

B ・
B ・

B ・
B ・

B ・
B ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 B ・ 8B ・8

内部評価

8

Ｂ
点

平均 Ｃ ・ 8 9A ・

内部評価

9

A
点

事業評価（内部）： 8B 点 一次評価： 8B 点 二次評価： 8B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

安全性や利便性に配慮し、市民が快適に利用できる環境を整備するための事業として必要性は高い。将
来的な施設の運用を考慮した計画的な整備が必要である。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）
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事　業　評　価　シ　ー　ト 北地区文化センター設備整
備事業

285123

285123 北地区文化センター設備整備事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

生涯学習

学習機会と拠点施設の充実

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

地域住民

館利用者

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

老朽化及び破損した備品等を更新し、館利用者等へのサ－ビスの向上を図る。
H16年度より計画的に準じ進めている。会議用机、イス及び台車等の更新。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ａ・市民参加

備品の更新数 300 個

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

北地区文化センター教育部

市事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 相模が丘地域区分

事業開始 昭和５２年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

備品の更新数

30 - -25 (決算) 30 - -10.00 - -

30 - -26 (予算) - - -10.00 - -

30 - -27 (計画) - - -10.00 - -

30 - -28 (計画) - - -10.00 - -

30 - -29 (計画) - - -10.00 - -

30 - -30 (計画) - - -10.00 - -

北地区文化センター設備整
備事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 北地区文化センター設備整
備事業

285123

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

施設の設備品の老朽化や破損したもの等の更新を図り、講座等参加者、サ－クル等利用団体に対し、快適な環境整備の
向上に努める。

・意図（どういう状態にしたいのか）

開館40年も近くなり設備の備品も消耗品も老朽化している。

・事業実施上の検討課題

成果指標

設定せず成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 0

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ａ　（コストを増やして成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
老朽化した備品の更新を図ることにより、快適な環境を維
持し、学習の向上に努める。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

-25 (決算) --

-26 (予算) --

-27 (計画) --

-28 (計画) --

-29 (計画) --

-30 (計画) --

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

50 425 (決算) 9 95,50059 1

506 426 (予算) 9 96,000515 5

506 427 (計画) 9 96,500515 5

506 428 (計画) 9 97,000515 5

506 529 (計画) 11 97,500517 5

506 530 (計画) 11 98,000517 5

北地区文化センター設備整
備事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 北地区文化センター設備整
備事業

285123

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

十分ニーズに即（する）している。

十分対応している。

市で実施する必要がある。

十分効果がある。

十分効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

高い。

十分得られている。

一部限定されているが限定の度合いが小さい。

ほぼ適当である。

優先度が高い。

影響は大きい。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

北地区文化センター設備整
備事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 北地区文化センター設備整
備事業

285123

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

8
8
9

利用者の安全性や利便性を考え、設備を整備していくことは必要で
ある。 8

8
9

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

8
8
8

市民の生涯学習の拠点として、館の設備を安全かつ使いやすく整
備することで利用の効率化につながる。 8

8
8

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
7

設備の整備は市民の学習活動にとって有効である。
8
7

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
8

公民館の設備整備は市民が誰でも利用できる施設の整備であり公
平である。 8

8

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
8

健康で豊かな生活を保つことに必要な学習ができる公民館の施設
を整備することは重要である。 8

8

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

B ・
B ・
A ・

B ・
B ・
B ・

B ・
B ・

B ・
B ・

B ・
B ・

B ・
B ・
A ・

B ・
B ・

B ・

B ・
B ・

B ・
B ・

B ・
B ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 B ・ 8B ・8

内部評価

8

Ｂ
点

平均 Ｃ ・ 8 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

事業評価（内部）： 8B 点 一次評価： 8B 点 二次評価： 8B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

安全性や利便性に配慮し、市民が快適に利用できる環境を整備するための事業として必要性は高い。将
来的な施設の運用を考慮した計画的な整備が必要である。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

北地区文化センター設備整
備事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 東地区文化センター設備整
備事業

285125

285125 東地区文化センター設備整備事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

生涯学習

学習機会と拠点施設の充実

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

利用者

館利用者

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

学習・文化活動を促進する施設の設備と環境を整備する。特に利用者の高齢化に対応した備品を整備するとともに、老朽
化した備品の更新を図る。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｂ・市民参加

椅子の更新数（脚） 200 脚

机の更新数(台） 36 台

木製書架 1 台

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

東地区文化センター教育部

市事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 24 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 栗原・東原地域区分

事業開始 昭和５６年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

椅子の更新数（脚） 木製書架机の更新数(台）

0 15 025 (決算) 0 10 00.00 41.70 0.00

100 0 026 (予算) - - -50.00 0.00 0.00

0 15 027 (計画) - - -0.00 41.70 0.00

0 6 128 (計画) - - -0.00 16.70 100.00

50 0 029 (計画) - - -25.00 0.00 0.00

50 0 030 (計画) - - -25.00 0.00 0.00

東地区文化センター設備整
備事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 東地区文化センター設備整
備事業

285125

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

環境整備の向上に伴い利用者の増加及び利便性を図る。

・意図（どういう状態にしたいのか）

備品の経年劣化に伴い、机、椅子等が利用中に壊れることが頻繁になっている。利用者の怪我や被害も予測されるため、
計画的に更新することが必要である。（年次実施中）

・事業実施上の検討課題

成果指標

設定せず成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 0

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｂ　（コストを維持して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
館の設備の整備に努め、利用者に快適な環境で利用して
いただく。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

-25 (決算) --

-26 (予算) --

-27 (計画) --

-28 (計画) --

-29 (計画) --

-30 (計画) --

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

479 625 (決算) 13 492

1,421 1026 (予算) 22 1,443

968 1027 (計画) 22 990

1,168 1028 (計画) 22 1,190

801 1029 (計画) 22 823

801 030 (計画) 0 801

東地区文化センター設備整
備事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 東地区文化センター設備整
備事業

285125

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

十分ニーズに即（する）している。

十分対応している。

市で実施する必要がある。

十分効果がある。

十分効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

高い。

十分得られている。

一部限定されているが限定の度合いが小さい。

ほぼ適当である。

優先度が極めて高い。

影響は甚大である。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

東地区文化センター設備整
備事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 東地区文化センター設備整
備事業

285125

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

8
8
9

利用者の安全性や利便性を考え、設備を整備していくことは必要で
ある。 8

8
9

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

8
8
8

市民の生涯学習の拠点として、館の設備を安全かつ使いやすく整
備することで利用の効率化につながる。 8

8
8

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
7

施設の整備は市民の学習活動にとって有効である。
8
8

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
8

公民館の設備整備は市民が誰でも利用できる施設の整備であり公
平である。 8

－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
8

健康で豊かな生活を保つことに必要な学習ができる公民館の施設
を整備することは重要である。 9

9

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

B ・
B ・
A ・

B ・
B ・
B ・

B ・
B ・

B ・
－

A ・
A ・

B ・
B ・
A ・

B ・
B ・

B ・

B ・
B ・

B ・
B ・

B ・
B ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 B ・ 8B ・8

内部評価

8

Ｂ
点

平均 Ｃ ・ 8 9A ・

内部評価

9

A
点

事業評価（内部）： 8B 点 一次評価： 8B 点 二次評価： 8B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

安全性や利便性に配慮し、市民が快適に利用できる環境を整備するための事業として必要性は高い。将
来的な施設の運用を考慮した計画的な整備が必要である。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

東地区文化センター設備整
備事業

285125648/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 図書館資料整備事業285161

285161 図書館資料整備事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

生涯学習

学習機会と拠点施設の充実

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

図書館利用者

図書館利用者

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

図書館資料（図書館法第3条規定）の整備・充実

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｃ・市民参加

図書館資料の整備数 420 千冊

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

図書館教育部

市事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 昭和５８年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

図書館資料の整備数

11 - -25 (決算) 11 - -2.60 - -

11 - -26 (予算) - - -2.60 - -

11 - -27 (計画) - - -2.60 - -

11 - -28 (計画) - - -2.60 - -

11 - -29 (計画) - - -2.60 - -

11 - -30 (計画) - - -2.60 - -
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事　業　評　価　シ　ー　ト 図書館資料整備事業285161

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

市民の読書意欲の向上及び「子ども読書活動」の推進を進め、図書館資料の整備・充実を目指す。

・意図（どういう状態にしたいのか）

公民館図書室への図書の配本等も行っているため、事業費が十分確保できない

・事業実施上の検討課題

成果指標

蔵書率成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式
蔵書冊数÷420千冊（同規模自治体の
蔵書数のうち平均以上の水準にある自
治体の平均蔵書数）×100

目標値 100

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ａ　（コストを増やして成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
インターネット、モバイルによる蔵書検索、予約の増大、団
塊世代の利用の増大、および要求が厳しくなっている。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

97.1925 (決算) 96.7997.20

97.7626 (予算) -97.80

98.3327 (計画) -98.30

98.9128 (計画) -98.90

99.4829 (計画) -99.50

100.0530 (計画) -100.10

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

15,995 80625 (決算) 1,751 95,25117,746 186

15,998 80626 (予算) 1,804 98,25117,802 181

16,000 80627 (計画) 1,800 101,25117,800 176

16,000 80628 (計画) 1,795 104,25117,795 171

16,000 80629 (計画) 1,791 1,072,51017,791 17

16,000 80630 (計画) 1,791 110,25117,791 161
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事　業　評　価　シ　ー　ト 図書館資料整備事業285161

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

極めて対応している。

市で実施する必要がある。

極めて効果がある。

十分効率的である。

十分取り組んでおり改善の余地はまったくない。

極めて高い。

極めて高く得られている。

限定されていない。

適当である。

優先度が極めて高い。

影響は甚大である。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ａ（9点）

Ｂ（7点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト 図書館資料整備事業285161

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

9
9
9

市民の自主的な学習や知識等を得るための基礎資料として図書資
料を整備していくことは、学習意欲の向上を図る上で必要である。 9

9
9

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

9
7
9

継続的な図書資料の整備を図るとともに、県立図書館や県央８市１
町１村の図書館との協定により、資料の相互貸し出しを行なうなど、
効率化に努めている。

9
6
9

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

学習や相談の場と豊富な図書資料を提供し、自主的な学習意欲の
向上と市民文化の向上に貢献しており有効である。 9

9

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

公立図書館は、図書資料の利用に対する対価を徴収してはならな
い定めであり、より多くの市民の利用を高める工夫を行なう必要が
ある。

9
－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

市民の学習要求の多様化、高度化に伴い、図書資料の整備･充実
は優先的に継続していく必要がある。 9

9

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
A ・
A ・

A ・
Ｃ ・
A ・

A ・
A ・

A ・
－

A ・
A ・

A ・
A ・
A ・

A ・
B ・

A ・

A ・
A ・

A ・
A ・

A ・
A ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 A ・ 9A ・9

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 9 9A ・

内部評価

9

A
点

事業評価（内部）： 9A 点 一次評価： 9A 点 二次評価： 9A 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

市民の自主的な学習意欲の向上、多様、高度化される要求に応えるような豊富な図書資料の提供に努
めることの必要性は高い。広域での相互貸出による図書の活用など一層の効率化に努める必要がある。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）
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事　業　評　価　シ　ー　ト 図書館フロアワーク事業285171

285171 図書館フロアワーク事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

生涯学習

学習機会と拠点施設の充実

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

図書館利用者

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

来館者に対し、開架フロアにおいて図書資料等の案内及び返却本の整理を行う。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｂ・市民参加

図書館開架フロアワークの確立 2 人

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

図書館教育部

市事業主体 補助補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 平成２１年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

図書館開架フロアワークの確立

2 - -25 (決算) 2 - -100.00 - -

2 - -26 (予算) - - -100.00 - -

2 - -27 (計画) - - -100.00 - -

2 - -28 (計画) - - -100.00 - -

2 - -29 (計画) - - -100.00 - -

2 - -30 (計画) - - -100.00 - -
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事　業　評　価　シ　ー　ト 図書館フロアワーク事業285171

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

図書資料の案内及び返却本の整理が常時行われ、利用者の利便性を重視していきたい。

・意図（どういう状態にしたいのか）

人員及び予算措置の確保

・事業実施上の検討課題

成果指標

採用率成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式
採用人数÷目標数

目標値 100

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｄ　（コストを現状維持＝最大限にコストと成果がバランスがとれている状況）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
図書館利用者の増大に伴い、開架において本・資料など
の問い合わせや返却本の整理が増大することに伴い、市
民サービスの向上及び事務の効率を図るものとする。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

10025 (決算) 100100.00

10026 (予算) -100.00

10027 (計画) -100.00

10028 (計画) -100.00

10029 (計画) -100.00

10030 (計画) -100.00

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

2,066 215625 (決算) 4,685 95,2516,751 71

2,231 215626 (予算) 4,825 98,2517,056 72

2,231 215627 (計画) 4,814 101,2517,045 70

2,231 215628 (計画) 4,801 104,2517,032 67

2,231 215629 (計画) 4,791 107,2517,022 65

2,231 215630 (計画) 4,791 110,2517,022 64
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事　業　評　価　シ　ー　ト 図書館フロアワーク事業285171

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

十分ニーズに即（する）している。

十分対応している。

市で実施する必要性が高い。

十分効果がある。

十分効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

高い。

得られている。

限定されていない。

適当である。

優先度が高い。

影響は大きい。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｃ（6点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト 図書館フロアワーク事業285171

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

8
8
8

図書館利用者の増加に伴い、開架フロアにおいて図書資料・施設
の案内及び返却された本の整理を常時行うことが必要である。 8

8
8

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

8
8
8

開架フロアにおいて返却された本の整理等を常時行うことにより、
貸し出し等の事務の効率化に努めている。 8

8
8

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
6

利用者等には、図書館内の案内を受けることで効率的に利用する
ことができる。 8

6

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

市民の利用を高めるため、図書館内の案内及び本の整理等を充
実させる必要がある。 9

－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
8

図書館内の案内・返却本の整理等は、利用者へのサービスの向上
として継続していく必要がある。 8

8

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

B ・
B ・
B ・

B ・
B ・
B ・

B ・
Ｃ ・

A ・
－

B ・
B ・

B ・
B ・
B ・

B ・
B ・

B ・

B ・
Ｃ ・

A ・
A ・

B ・
B ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 7B ・ 7B ・

内部評価

7

Ｂ
点

平均 A ・ 9A ・9

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 8 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

事業評価（内部）： 8B 点 一次評価： 8B 点 二次評価： 8B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

図書館利用者等への案内や、返却された本の整理等が効率的に行われ、有効性が高い事業である。案
内や本の整理について見直すことでより内容の充実を図る必要がある。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）
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事　業　評　価　シ　ー　ト 家庭教育推進事業285201

285201 家庭教育推進事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

生涯学習

学習環境の整備

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

幼児をもつ親

幼児をもつ親

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

子育て中の親を対象に、家庭教育に関する事業の提供や市民自身が開く講座への援助を行う。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｃ・市民参加

心の育児講座等受講者数 190 人

子育て家庭教育講座受講者数 3,700 人

家庭教育研究集会、子育てフェスティバル参加者 1,350 人

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

生涯学習課教育部

市

社会教育法

事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 平成１０年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

心の育児講座等受講者数 家庭教育研究集会、子育てフェ
スティバル参加者

子育て家庭教育講座受講者数

240 2800 99025 (決算) 125 2422 1059126.30 75.70 73.30

150 3500 110026 (予算) - - -78.90 94.60 81.50

160 3500 120027 (計画) - - -84.20 94.60 88.90

170 3600 125028 (計画) - - -89.50 97.30 92.60

180 3600 130029 (計画) - - -94.70 97.30 96.30

190 3700 135030 (計画) - - -100.00 100.00 100.00
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事　業　評　価　シ　ー　ト 家庭教育推進事業285201

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

日ごろ、親子閉塞状況ですごしている親たちに、子育てを楽しいと思えるような状態にしたい。

・意図（どういう状態にしたいのか）

各公民館でも親を対象とした事業は開いているので、実験的、先進的内容を進んで取り入れていく。また、父親を対象にし
た講座も検討して行く。

・事業実施上の検討課題

成果指標

家庭教育推進事業参加者数成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式
各事業参加者数

目標値 5240

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ａ　（コストを増やして成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
家庭教育に関する事業を通して、子育てを楽しいと思える
ような状態にしたい。また、父親を対象にした講座を検討。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

社会教育法

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

403025 (決算) 360676.90

475026 (予算) -90.60

486027 (計画) -92.70

502028 (計画) -95.80

508029 (計画) -96.90

524030 (計画) -100.00

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

817 47325 (決算) 1,028 4,0301,845 458

895 47326 (予算) 1,059 4,7501,954 411

895 47327 (計画) 1,056 4,8601,951 401

895 47328 (計画) 1,053 5,0201,948 388

895 47329 (計画) 1,051 5,0801,946 383

895 47330 (計画) 1,051 5,2401,946 371
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事　業　評　価　シ　ー　ト 家庭教育推進事業285201

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

極めて対応している。

市で実施する必要がある。

極めて効果がある。

極めて効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

極めて高い。

十分得られている。

限定されていない。

適当である。

優先度が極めて高い。

影響は大きい。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト 家庭教育推進事業285201

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

9
9
9

都市化、核家族化などや、更に地域における繋がりの希薄化にお
ける家庭の教育力が低下しているため必要である。また、子育てで
悩みを抱えている親が増加している中で、一緒に学習し共有してい
く場が必要である。

9
9
8

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

9
9
8

市民一人ひとりが家庭を見直し、家庭と大人のあり方を問う活動を
推進することが必要である。 8

9
8

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
8

日頃閉塞的な状況にある親たちが子供を介して地域での異年齢間
の交流や相互教育の場となる。 9

8

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

生涯学習課及び市立公民館のほか、市内小・中学校で講座を開く
など多くの学ぶ機会を提供している。 9

－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
8

家庭教育の充実・向上を目指すため、子供を育てる者への教育は
継続的に実施する必要がある。 8

8

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
A ・
B ・

B ・
A ・
B ・

A ・
B ・

A ・
－

B ・
B ・

A ・
A ・
A ・

A ・
A ・

B ・

A ・
B ・

A ・
A ・

A ・
B ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 9A ・ 8B ・

内部評価

9

A
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 A ・ 9A ・9

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 9 8B ・

内部評価

9

A
点

事業評価（内部）： 9A 点 一次評価： 9A 点 二次評価： 9A 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

家庭教育の充実と向上に繋がり、必要性は高い。他事業との重複も含めて、事業効果、効率性を整理、
検証する必要がある。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）
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事　業　評　価　シ　ー　ト 市民自主企画講座開設事業285301

285301 市民自主企画講座開設事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

生涯学習

市民自主企画講座の支援

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

一般(幼児～成人)

講座開催数及び参加者数

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

生涯学習推進のために、自主的な団体、グル－プの学習活動を支援するとともに、指導者や専門的知識をもった人材の
育成を行う。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｃ・市民参加

講座開設数（生涯学習活動） 7 回

講座参加者数 500 人

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

生涯学習課教育部

市

社会教育法

事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 平成１３年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

講座開設数（生涯学習活動） 講座参加者数

7 550 -25 (決算) 4 246 -100.00 110.00 -

5 400 -26 (予算) - - -71.40 80.00 -

5 400 -27 (計画) - - -71.40 80.00 -

5 450 -28 (計画) - - -71.40 90.00 -

7 450 -29 (計画) - - -100.00 90.00 -

7 500 -30 (計画) - - -100.00 100.00 -

市民自主企画講座開設事業285301661/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 市民自主企画講座開設事業285301

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

市民の生涯学習に取り組む団体の支援と自主的運営を推進する。自分たちで見つけた課題を基に企画、運営を進めるた
め「市民自主企画講座」を募集する。

・意図（どういう状態にしたいのか）

「市民自主企画講座」の円滑な指導助言を図る。

・事業実施上の検討課題

成果指標

講座参加者達成率成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式
講座参加者÷目標値（500人）×100

目標値 100

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｂ　（コストを維持して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
行政主導ではなく、公募による市民の自主講座を支援推
進する。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

社会教育法

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

10025 (決算) 49.2100.00

8026 (予算) -80.00

8027 (計画) -80.00

9028 (計画) -90.00

9029 (計画) -90.00

10030 (計画) -100.00

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

205 14225 (決算) 309 550514 934

206 11026 (予算) 246 400452 1,130

206 11027 (計画) 246 400452 1,129

206 11028 (計画) 245 450451 1,002

206 14229 (計画) 316 450522 1,159

206 14230 (計画) 316 500522 1,043
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事　業　評　価　シ　ー　ト 市民自主企画講座開設事業285301

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

十分ニーズに即（する）している。

十分対応している。

市で実施する必要性が高い。

極めて効果がある。

十分効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

高い。

十分得られている。

一部限定されているが限定の度合いが小さい。

ほぼ適当である。

優先度が高い。

無視できない影響がある。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｂ（7点）

Ｃ（6点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト 市民自主企画講座開設事業285301

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

8
8
9

物質的な豊かさの中で市民は精神的な豊かさを求め、自己表現を
図ろうとしている中で自らが課題を見出し講座を企画することは、学
びあうコミュニティの醸成には必要である。

8
7
6

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

9
8
8

一定の助成額の中で社会課題に沿った有益な事業展開がされて
いる。 8

8
8

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
8

学びあうコミュニティの醸成に有効である。
7
6

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

7
8

受講者数には限りがあるが、広報ざまに掲載し幅広く募集してい
る。 8

8

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

7
5

社会の要請に応えた講座など期待できる部分もあるので、協働の
まちづくりを進めるためにもその効果が期待できる。 7

6

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

B ・
B ・
Ｃ ・

B ・
B ・
B ・

B ・
Ｃ ・

B ・
B ・

B ・
Ｃ ・

B ・
B ・
A ・

A ・
B ・

B ・

B ・
B ・

B ・
B ・

B ・
Ｃ ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 8B ・ 7B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 8B ・ 7B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 B ・ 8B ・8

内部評価

8

Ｂ
点

平均 Ｄ ・ 6 7B ・

内部評価

7

Ｂ
点

事業評価（内部）： 8B 点 一次評価： 8B 点 二次評価： 7B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

協働のまちづくりを推進する視点においても、自らが課題を見い出し講座を企画することは、学びあうコ
ミュニティの醸成に有効であり、社会課題に応えた講座の開設などに期待ができる。一定の助成額で有
益な事業が展開され効率性も高い。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）
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事　業　評　価　シ　ー　ト 社会教育指導員設置事業285404

285404 社会教育指導員設置事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

生涯学習

生涯学習活動指導者の養成

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

社会教育団体やボランティア指導者及び一般市民　

配置者人数

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

「座間市社会教育指導員規則」に基づき、社会教育指導員を委嘱し、生涯学習事業の特定分野について指導、学習相
談、社会教育団体の指導、育成にあたり、広く生涯学習の推進にあたる。
配置数、生涯学習課１名、公民館、地区センタ－各１名　計４名　(他青少年課２名)

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ａ・市民参加

社会教育指導員設置数 4 人

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

生涯学習課教育部

市

社会教育法　座間市社会教育指導員規則

事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

社会教育指導員設置数

4 - -25 (決算) 4 - -100.00 - -

4 - -26 (予算) - - -100.00 - -

4 - -27 (計画) - - -100.00 - -

4 - -28 (計画) - - -100.00 - -

4 - -29 (計画) - - -100.00 - -

4 - -30 (計画) - - -100.00 - -
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事　業　評　価　シ　ー　ト 社会教育指導員設置事業285404

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

社会教育団体のボランティア指導者の指導、育成にあたり市民の自主的な生涯学習活動の振興、拡充を図る。

・意図（どういう状態にしたいのか）

社会教育指導員の定置配置の実施

・事業実施上の検討課題

成果指標

設定せず成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 0

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｂ　（コストを維持して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
生涯学習ボランティアの活動支援や学習相談を充実させ
生涯学習推進を図る。
（改善点）
　指導員向上、情報交換のねらい定例会、研修会を開催
（講師庁内講師、宅配便利用等) ☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

社会教育法　座間市社会教育指導員規則

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

-25 (決算) --

-26 (予算) --

-27 (計画) --

-28 (計画) --

-29 (計画) --

-30 (計画) --

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

7,272 38025 (決算) 826 48,098 2,024,435

7,935 38026 (予算) 850 48,785 2,196,360

7,989 38027 (計画) 849 48,838 2,209,385

7,989 38028 (計画) 846 48,835 2,208,815

7,989 38029 (計画) 844 48,833 2,208,340

7,989 38030 (計画) 844 48,833 2,208,340
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事　業　評　価　シ　ー　ト 社会教育指導員設置事業285404

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

十分ニーズに即（する）している。

一部対応していない部分もある。

市で実施する必要性が高い。

十分効果がある。

十分効率的である。

取り組んでいるが多少改善の余地がある。

高い。

十分得られている。

一部限定されているが限定の度合いが小さい。

ほぼ適当である。

優先度が高い。

影響は大きい。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

Ｂ（8点）

Ｃ（5点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ｃ（6点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（7点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト 社会教育指導員設置事業285404

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

8
6
8

学びあうコミュニティのコーディネーター役としての役割は大きい、
住民相互の学習の支援や企画と言った活動に大いに必要である。 8

4
8

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

8
8
7

生涯学習の特定分野での指導や学習相談など本庁、公民館等に
於いての活動が十分出来ている。 8

8
5

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
8

協働のまちづくりを進める上で、学びあうコミュニティのコーディネー
ター役としての役割は大きい。 8

8

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
8

本庁及び各公民館に配置しており、市民の学習活動に幅広く支援
を行っている。 8

－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
6

市民の主体的な生涯学習活動を支援するためにも優先して行うべ
きである。 8

8

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

B ・
Ｄ ・
B ・

B ・
B ・
Ｃ ・

B ・
B ・

B ・
－

B ・
B ・

B ・
Ｃ ・
B ・

B ・
B ・

B ・

B ・
B ・

B ・
B ・

B ・
Ｃ ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 7B ・ 7B ・

内部評価

7

Ｂ
点

平均 8B ・ 7B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 B ・ 8B ・8

内部評価

8

Ｂ
点

平均 Ｃ ・ 7 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

事業評価（内部）： 8B 点 一次評価： 8B 点 二次評価： 8B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

協働のまちづくりを進める上で、学びあうコミュニティのコーディネーター役として役割は大きく、住民相互
の学習支援や企画立案の活動に必要な事業である。適切な配置により効率的に運用されている。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）
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事　業　評　価　シ　ー　ト 図書館運営事業285507

285507 図書館運営事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

生涯学習

生涯学習施設運営への市民参加推進

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

図書館利用者

図書館利用者

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

幼児、児童向け啓発事業、成人向け事業、子ども読書活動推進事業、および、インターネットによるサービス、ビジネス支
援サービス等、図書館でなければならない事業を考慮しながら厳選し、利用者の拡大を図るよう読書普及事業を行う。ま
た、図書資料の恒久的保存のための製本や、雑誌のタイトル数の増加も図っていく。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｃ・市民参加

予約リクエストの充実 200,000 件

図書館を使った調べる学習 10 項目

本とともだち事業（ブックスタート事業） 100 ％

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

図書館教育部

市事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 昭和５８年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

予約リクエストの充実 本とともだち事業（ブックスター
ト事業）

図書館を使った調べる学習

150000 8 14.925 (決算) 139346 6 17.575.00 80.00 14.90

140346 6.5 19.526 (予算) - - -70.20 65.00 19.50

141346 7 21.527 (計画) - - -70.70 70.00 21.50

142346 7.5 23.528 (計画) - - -71.20 75.00 23.50

143346 8 25.529 (計画) - - -71.70 80.00 25.50

144346 8.5 27.530 (計画) - - -72.20 85.00 27.50
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事　業　評　価　シ　ー　ト 図書館運営事業285507

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

サービスの質的向上を図ることで、市民の満足度向上を目指す。また、調べ学習を中心とした子ども読書活動を全市民的
に推進していきたい。

・意図（どういう状態にしたいのか）

多様化、高度化する利用者の要求に応えるため、経費の確保、地域へのＰＲ活動を含め十分なサービス向上を図る必要
がある。

・事業実施上の検討課題

成果指標

達成率成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式
参加件数÷目標値（申込限度数）

目標値 100

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｂ　（コストを維持して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
図書館利用者サービスの向上を図る。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

10025 (決算) 100100.00

10026 (予算) -100.00

10027 (計画) -100.00

10028 (計画) -100.00

10029 (計画) -100.00

10030 (計画) -100.00

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

20,084 163425 (決算) 3,551 95,25123,635 248

21,014 163426 (予算) 3,657 98,25124,671 251

21,014 163427 (計画) 3,649 101,25124,663 244

21,014 163428 (計画) 3,639 104,25124,653 236

21,014 163429 (計画) 3,631 107,25124,645 230

21,014 163430 (計画) 3,631 110,25124,645 224
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事　業　評　価　シ　ー　ト 図書館運営事業285507

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

十分対応している。

市で実施する必要性が高い。

極めて効果がある。

十分効率的である。

取り組んでいるが多少改善の余地がある。

極めて高い。

十分得られている。

限定される傾向がある。

適当である。

優先度が高い。

影響は大きい。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

Ａ（9点）

Ｂ（7点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ａ（9点）

Ｂ（7点）

Ｃ（6点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｃ（6点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ｂ（7点）

Ｂ（7点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト 図書館運営事業285507

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

9
8
8

各世代にあった講座等を開催し、学習意欲の向上を図る上で、図
書館の役割が大きいため必要である。 9

6
8

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

9
7
6

各種講座及び講演会等は、利用者のニーズにあったものを実施し
ており、十分な効果が得られている状況である。 9

6
6

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
8

市民が図書館の持つ資料や情報を活用できる生涯学習の場とし
て、学習意欲や専門知識等を得るため必要な事業である。 8

8

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

6
9

講座等の内容により人数制限がある。より多くの利用を高めるため
小学校・中学校や公民館等との連絡を深める必要がある。 6

－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

7
7

地域の文化情報や市民協働の拠点としての機能もあり、効率的な
運営の中で事業を推進する必要がある。 7

7

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
Ｃ ・
B ・

A ・
Ｃ ・
Ｃ ・

B ・
B ・

Ｃ ・
－

B ・
B ・

A ・
B ・
B ・

A ・
B ・

Ｃ ・

A ・
B ・

Ｃ ・
A ・

B ・
B ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 7B ・ 7B ・

内部評価

7

Ｂ
点

平均 9A ・ 8B ・

内部評価

9

A
点

平均 B ・ 6Ｃ ・8

内部評価

7

Ｂ
点

平均 Ｃ ・ 7 7B ・

内部評価

7

Ｂ
点

事業評価（内部）： 8B 点 一次評価： 8B 点 二次評価： 7B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

地域の文化情報拠点として、子どもから高齢者を対象に多様な取り組みを行っており必要性は極めて高
い。今後、ICT社会への対応と利用者ニーズの把握により、一層の充実した運営を検討する必要がある。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）
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事　業　評　価　シ　ー　ト スポーツ・文化振興財団運
営補助事業

295201

295201 スポーツ・文化振興財団運営補助事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

市民文化

市民の文化活動支援

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

座間市スポーツ・文化振興財団

特定の受益者なし（全市民）

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

スポーツ・文化振興財団の管理、運営のための補助金交付。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｄ・市民参加

25年度補助金確定額 27,155 千円

25年度補助金概算受領額 30,142 千円

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

生涯学習課教育部

市

座間市補助金交付規則

事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 平成６年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

25年度補助金確定額 25年度補助金概算受領額

28634 30142 -25 (決算) 27155 30142 -105.40 100.00 -

33916 35702 -26 (予算) - - -124.90 118.40 -

33916 35702 -27 (計画) - - -124.90 118.40 -

33916 35702 -28 (計画) - - -124.90 118.40 -

33916 35702 -29 (計画) - - -124.90 118.40 -

33916 35702 -30 (計画) - - -124.90 118.40 -

スポーツ・文化振興財団運
営補助事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト スポーツ・文化振興財団運
営補助事業

295201

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

市民体育館及び市民文化会館の指定管理者として、市民に気持ちよく利用いただけるように、健全な財団運営に努めると
ともに財団職員の個々の能力を活かせる組織づくりを目指す。

・意図（どういう状態にしたいのか）

補助金依存率の軽減　

・事業実施上の検討課題

成果指標

コスト圧縮率成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式
補助金確定額÷補助金概算受領額
×１００

目標値 95

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｃ　（コストを削減して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
補助金の効果的な使い方の研究が必要

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

座間市補助金交付規則

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

9525 (決算) 90.09100.00

9526 (予算) -100.00

9527 (計画) -100.00

9528 (計画) -100.00

9529 (計画) -100.00

9530 (計画) -100.00

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

27,155 425 (決算) 9 27,164

35,702 426 (予算) 9 35,711

35,702 427 (計画) 9 35,711

35,702 428 (計画) 9 35,711

35,702 429 (計画) 9 35,711

35,702 430 (計画) 9 35,711

スポーツ・文化振興財団運
営補助事業

295201674/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト スポーツ・文化振興財団運
営補助事業

295201

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

極めて対応している。

市で実施する必要がある。

極めて効果がある。

極めて効率的である。

十分取り組んでおり改善の余地はまったくない。

極めて高い。

極めて高く得られている。

限定されていない。

適当である。

優先度が極めて高い。

影響は大きい。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

スポーツ・文化振興財団運
営補助事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト スポーツ・文化振興財団運
営補助事業

295201

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

9
9
9

市民体育館、市民文化会館の活用を通して、市民のスポーツ活動
や芸術文化活動の振興を図るうえで、必要である。 9

9
9

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

9
9
9

限られた財源、人材等を有効に活用し、市民ニーズに機能的・弾力
的に対応している。指定管理者制度の導入に伴い、財団運営の効
率性をさらに求めていく必要がある。

9
9
9

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

生涯スポーツの振興やすぐれた芸術文化活動の振興を図るため、
専門性や弾力性を持っての運営は、施策達成のために有効であ
る。

9
9

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

市民体育館、市民文化会館の活用を通して、市民のスポーツ活動
や芸術文化活動の振興を図っている。 9

9

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
6

健康でうるおいのある市民生活の確保と地域文化の向上を図るうえ
で、その継続は必要である。 9

9

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
A ・
A ・

A ・
A ・
A ・

A ・
A ・

A ・
A ・

A ・
A ・

A ・
A ・
A ・

A ・
A ・

A ・

A ・
A ・

A ・
A ・

A ・
Ｃ ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 A ・ 9A ・9

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 8 9A ・

内部評価

9

A
点

事業評価（内部）： 9A 点 一次評価： 9A 点 二次評価： 9A 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

市民のスポーツ活動や芸術文化活動の振興において、当該財団の果たす役割は大きく必要性は高い。
限られた財源、人材等を有効に活用し、さらに効率的な運用に努める必要がある。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

スポーツ・文化振興財団運
営補助事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 芸術祭等開催事業295204

295204 芸術祭等開催事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

市民文化

市民の文化活動支援

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

市民

市民

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

市民芸術祭（展示、発表、競技）及び児童文化展の開催、市民音楽祭（演奏、合唱）並びにロビーコンサートの実施。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ａ・市民参加

事業参加者数 4,400 人

総観覧者数 23,000 人

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

生涯学習課教育部

市

芸術文化振興基本法

事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 平成７年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

事業参加者数 総観覧者数

4400 20000 -25 (決算) 4426 18431 -100.00 87.00 -

4400 20000 -26 (予算) - - -100.00 87.00 -

4400 20000 -27 (計画) - - -100.00 87.00 -

4400 20000 -28 (計画) - - -100.00 87.00 -

4400 20000 -29 (計画) - - -100.00 87.00 -

4400 20000 -30 (計画) - - -100.00 87.00 -
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事　業　評　価　シ　ー　ト 芸術祭等開催事業295204

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

多くの市民に芸術文化活動の場を提供するとともに、地域に根ざした文化を知っていただく場とする。

・意図（どういう状態にしたいのか）

積極的な市民参加を促すためにも、文化協会や演奏家連盟、合唱連盟などの主体的な動きが大切である。

・事業実施上の検討課題

成果指標

芸術文化活動参加率成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式
（事業参加者数＋総観覧者数）
÷130,000×100＝参加率（発信受診
率）

目標値 21

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｂ　（コストを維持して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
低コストで市民にアピールできる事業の創出に努める。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

芸術文化振興基本法

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

18.825 (決算) 17.689.50

18.826 (予算) -89.50

18.827 (計画) -89.50

18.828 (計画) -89.50

18.829 (計画) -89.50

18.830 (計画) -89.50

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

1,182 90225 (決算) 1,960 27,4003,142 115

1,212 90226 (予算) 2,019 27,4003,231 118

1,212 90227 (計画) 2,014 27,4003,226 118

1,212 90228 (計画) 2,009 27,4003,221 118

1,212 90229 (計画) 2,004 27,4003,216 117

1,212 90230 (計画) 2,004 27,4003,216 117
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事　業　評　価　シ　ー　ト 芸術祭等開催事業295204

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

極めて対応している。

市で実施する必要がある。

十分効果がある。

極めて効率的である。

十分取り組んでおり改善の余地はまったくない。

極めて高い。

極めて高く得られている。

限定されていない。

適当である。

優先度が高い。

影響は大きい。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（8点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト 芸術祭等開催事業295204

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

9
9
9

市民の芸術文化活動の発表の場を提供することは必要である。
9
9
9

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

8
9
9

運営を実行委員会方式により行なうことで、経費や人件費の面で効
率性は高い。 8

9
9

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

市民の芸術文化活動の条件整備の一つとして、有効である。
9
9

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

市民の芸術文化活動の発表の場を提供している。
9
－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
7

児童から高齢者までの幅広い対象で、発表の場を提供することは
継続していく必要がある。 8

9

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
A ・
A ・

B ・
A ・
A ・

A ・
A ・

A ・
－

B ・
A ・

A ・
A ・
A ・

B ・
A ・

A ・

A ・
A ・

A ・
A ・

B ・
B ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 A ・ 9A ・9

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 8 9A ・

内部評価

9

A
点

事業評価（内部）： 9A 点 一次評価： 9A 点 二次評価： 9A 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

芸術文化活動における市民の発表の場を提供し、豊かな心を育む事業として必要である。運営を実行委
員会形式とし経費削減に努めるなど効率性も高い。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

芸術祭等開催事業295204680/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 芸術文化啓発事業295207

295207 芸術文化啓発事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

市民文化

市民の文化活動支援

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

市民等

芸術に関心のある市民

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

市民文化向上のために若手を育成するための美術展や市民対象のワークショップ等を開催する。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｂ・市民参加

セミナー等開設数 6 回

参加者数 3,000 人

　

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

生涯学習課教育部

市

文化芸術振興基本法

事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 平成７年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

セミナー等開設数 　参加者数

6 3000 -25 (決算) 7 3585 -100.00 100.00 -

6 3000 -26 (予算) - - -100.00 100.00 -

6 3000 -27 (計画) - - -100.00 100.00 -

6 3000 -28 (計画) - - -100.00 100.00 -

6 3000 -29 (計画) - - -100.00 100.00 -

6 3000 -30 (計画) - - -100.00 100.00 -
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事　業　評　価　シ　ー　ト 芸術文化啓発事業295207

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

座間にゆかりのあるアーチストの作品展示、また市民の芸術文化団体やその構成員に対してのワークショップ等をとおし
て、市民の芸術文化レベルの向上とスキルアップを図ると同時に市民自らが様々な芸術活動を活発に行える環境づくりを
目指す。

・意図（どういう状態にしたいのか）

文化の発信者となるよりよい人材を確保すること。

・事業実施上の検討課題

成果指標

設定せず成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 0

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｂ　（コストを維持して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
事業回数を増やし、ジャンルの偏りをなくすことによって、
一層の充実を図る。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

文化芸術振興基本法

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

-25 (決算) --

-26 (予算) --

-27 (計画) --

-28 (計画) --

-29 (計画) --

-30 (計画) --

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

1,713 45625 (決算) 991 3,0002,704 901

2,561 40826 (予算) 913 3,0003,474 1,158

1,165 40827 (計画) 911 3,0002,076 692

1,165 40828 (計画) 909 3,0002,074 691

1,165 40829 (計画) 907 3,0002,072 691

1,165 40830 (計画) 907 3,0002,072 691
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事　業　評　価　シ　ー　ト 芸術文化啓発事業295207

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

十分ニーズに即（する）している。

十分対応している。

市で実施する必要がある。

十分効果がある。

十分効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

高い。

十分得られている。

一部限定されているが限定の度合いが小さい。

ほぼ適当である。

優先度が高い。

無視できない影響がある。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｂ（7点）

Ｃ（6点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト 芸術文化啓発事業295207

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

8
8
9

市民文化の担い手や後継者を育成し、市民の芸術文化のレベル向
上を図ることは必要である。 8

8
8

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

8
8
7

人材育成、発掘等を通して市民のレベルアップとスキルアップを図
るため、期間や一定の投資が必要であるが、効率性を高めるため
の工夫が必要がある。

8
8
8

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
7

将来にわたる市民の芸術文化活動の充実、市民文化の向上のた
めに有効である。 8

7

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
8

市民文化の担い手や後継者を育成し、市民の芸術文化のレベル
向上を図っている。 8

－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

7
6

期間や一定の経費を要するが、持続性は必要である。
7
6

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

B ・
B ・
B ・

B ・
B ・
B ・

B ・
B ・

B ・
－

B ・
Ｃ ・

B ・
B ・
A ・

B ・
B ・

B ・

B ・
B ・

B ・
B ・

B ・
Ｃ ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 B ・ 8B ・8

内部評価

8

Ｂ
点

平均 Ｃ ・ 7 7B ・

内部評価

7

Ｂ
点

事業評価（内部）： 8B 点 一次評価： 8B 点 二次評価： 8B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

市民の芸術文化のレベル向上を図ることにより、芸術文化活動を活発化するために必要性は高い。啓発
事業として継続するに当たり、効率性を高めるための工夫が必要である。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）
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事　業　評　価　シ　ー　ト 郷土資料館整備事業295301

295301 郷土資料館整備事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

市民文化

歴史・伝統文化の保存と継承

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

市民全体

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

　既存施設などの利活用を含め、適切な用地などを確保し将来にわたり、本市を訪れた人々や市民に座間の文化財や歴
史的資産を紹介し、あわせて郷土の学習・活用ができる郷土資料館の建設を進める。
 また、平成２３年度中に行った民俗資料整理事業の成果を活用し、市立図書館のホームページ上にコーナーを設け資料
紹介を行う。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ａ・市民参加

検討会議開催回数 3 回

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

生涯学習課教育部

市事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 23 年度 平成 30 年度計画期間 ～準備段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 平成２３年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

検討会議開催回数

3 - -25 (決算) 3 - -100.00 - -

3 - -26 (予算) - - -100.00 - -

3 - -27 (計画) - - -100.00 - -

3 - -28 (計画) - - -100.00 - -

3 - -29 (計画) - - -100.00 - -

3 - -30 (計画) - - -100.00 - -
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事　業　評　価　シ　ー　ト 郷土資料館整備事業295301

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

市内の文化遺産の保存と活用を図るために、郷土資料館の整備を進める。

・意図（どういう状態にしたいのか）

座間の文化財や歴史的資産を紹介・学習するのに相応しい郷土資料館の設置について多面的な検討を行う必要がある。

・事業実施上の検討課題

成果指標

設定せず成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 0

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ａ　（コストを増やして成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
市民のニーズや観光等の目的で座間に相応しい郷土資
料館の整備計画を進める。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

-25 (決算) --

-26 (予算) --

-27 (計画) --

-28 (計画) --

-29 (計画) --

-30 (計画) --

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

101 5225 (決算) 113 214

138 5226 (予算) 116 254

200 5227 (計画) 116 316

200 5228 (計画) 116 316

200 5229 (計画) 116 316

200 5230 (計画) 116 316
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事　業　評　価　シ　ー　ト 郷土資料館整備事業295301

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

十分ニーズに即（する）している。

極めて対応している。

公共性等から市が実施する方が妥当である。

十分効果がある。

十分効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

極めて高い。

十分得られている。

一部限定されているが限定の度合いが小さい。

ほぼ適当である。

優先度が高い。

無視できない影響がある。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

Ｂ（8点）

Ａ（9点）

Ｃ（5点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｃ（6点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト 郷土資料館整備事業295301

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

8
9
5

建物の設置にのみ捉われず市の文化遺産を中心としてこれを活か
すための、市民の文化ポリシーとしての施設及び機関としての位置
づけを目指して整備に係る研究を進めていく必要がある。

8
9
5

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

8
8
8

検討委員会などで、座間市内の文化遺産などについての基本的な
検討と現在の博物館動静をからめながら適切な郷土資料館の設置
について検討を行っており有意義な取り組みを実施している。

8
8
8

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
8

県内外の各自治体などにある博物館や郷土資料館などの施設とは
違った郷土資料館の位置づけを検討して行くうえで有効な事業で
あると解される。

9
8

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
8

公平性を考え検討している段階である。
8
8

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
6

市民の生命・財産という視点ではないが、刻々と変化していく市内
の社会情勢の中で文化遺産の損失も看過できない状況が多くある
ことから、施設の設置はさておき、郷土資料館構想に基づく資料の
保管や活用を考慮すべき段階にある。

8
6

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

B ・
A ・
Ｃ ・

B ・
B ・
B ・

A ・
B ・

B ・
B ・

B ・
Ｃ ・

B ・
A ・
Ｃ ・

B ・
B ・

B ・

A ・
B ・

B ・
B ・

B ・
Ｃ ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 7B ・ 7B ・

内部評価

7

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 B ・ 8B ・8

内部評価

8

Ｂ
点

平均 Ｃ ・ 7 7B ・

内部評価

7

Ｂ
点

事業評価（内部）： 8B 点 一次評価： 8B 点 二次評価： 8B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

市の文化遺産を後世に伝えるために必要な施設整備事業である。検討委員会等で適切な設置について
有意義な取り組みが実施されており効率性は高い。市民の文化ポリシーとして整備に係る研究を進めて
いく必要がある。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）
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事　業　評　価　シ　ー　ト 文化財等保存・継承事業295304

295304 文化財等保存・継承事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

市民文化

歴史・伝統文化の保存と継承

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

市民

特定の受益者なし（全市民）

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

指定文化財等の保存と継承を図るため、補助金等を交付する。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｃ・市民参加

市内公的行事等への参加 4 回

点検本数 6 本

処置本数 2 本

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

生涯学習課教育部

市

文化財保護法

事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 23 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 昭和３６年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

市内公的行事等への参加 処置本数点検本数

4 0 025 (決算) 4 0 0100.00 0.00 0.00

4 0 026 (予算) - - -100.00 0.00 0.00

4 6 227 (計画) - - -100.00 100.00 100.00

4 0 028 (計画) - - -100.00 0.00 0.00

4 0 029 (計画) - - -100.00 0.00 0.00

4 0 030 (計画) - - -100.00 0.00 0.00
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事　業　評　価　シ　ー　ト 文化財等保存・継承事業295304

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

文化財の適正な管理と保存を図る。

・意図（どういう状態にしたいのか）

近年の環境変化により天然記念物に影響が出ており、安全面での対応に緊急を要する事例が増えている。また、無形文
化財（入谷歌舞伎・祭囃子）は少子高齢化の影響などを受けており後継者の育成が年々難しくなっている現状がある。

・事業実施上の検討課題

成果指標

設定せず成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 0

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｂ　（コストを維持して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
指定文化財の保存と継承を図る。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

文化財保護法

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

-25 (決算) --

-26 (予算) --

-27 (計画) --

-28 (計画) --

-29 (計画) --

-30 (計画) --

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

1,086 30825 (決算) 669 2831,755 6,202

1,334 30826 (予算) 689 2832,023 7,149

1,252 36027 (計画) 804 2832,056 7,265

2,258 30828 (計画) 686 2832,944 10,403

1,091 30829 (計画) 684 2831,775 6,273

1,091 30830 (計画) 684 2831,775 6,273
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事　業　評　価　シ　ー　ト 文化財等保存・継承事業295304

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

極めて対応している。

市で実施する必要がある。

十分効果がある。

極めて効率的である。

十分取り組んでおり改善の余地はまったくない。

極めて高い。

十分得られている。

限定される傾向がある。

ほぼ適当である。

優先度が高い。

影響は大きい。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（8点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｃ（6点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（7点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト 文化財等保存・継承事業295304

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

9
9
9

文化財の保存、継承を管理者が行なうために、一定の支援が必要
である。 9

9
8

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

8
9
9

小額の経済的支援により、文化財が保存され、効率的である。
8
9
9

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
8

文化財の保存、継承を図り広く市民への公開を行なうことは、郷土
文化の醸成、歴史の伝承等に有効である。 9

8

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

6
8

指定文化財の保存継承であり、公平性の確保とはやや異なる面も
ある。 －

－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
7

郷土の歴史、文化を保存、継承していくうえで行政の支援は必要で
ある。 8

7

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
A ・
B ・

B ・
A ・
A ・

A ・
B ・

－
－

B ・
B ・

A ・
A ・
A ・

B ・
A ・

A ・

A ・
B ・

Ｃ ・
B ・

B ・
B ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 B ・ --7

内部評価

7

Ｂ
点

平均 Ｃ ・ 8 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

事業評価（内部）： 9A 点 一次評価： 8B 点 二次評価： 9A 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

先人の足跡を残す座間特有の文化財の保護、保存、継承には、一定の支援が必要である。費用対効果
を勘案し低コストで効率的な運用がなされている。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）
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事　業　評　価　シ　ー　ト 市史編さん事業295328

295328 市史編さん事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

市民文化

歴史・伝統文化の保存と継承

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

市民（１５歳以上）

市史を利用する人

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

・資料の収集・整理・調査・保存紹介作業｡
・資料を編集し、市史などを刊行する｡
①平成23年度までに本編市史１「原始・古代・中世資料編」から市史６「民俗編」
②平成25年度に本編通史下巻を刊行
③平成28年度に叢書8(仮称)｢近世の座間Ⅰ」を刊行
・常設展示企画等を開催し、市民にＰＲする｡　　

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ａ・市民参加

累計刊行数 29 冊

事業記録の処理（簿冊数/年間） 10 冊

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

生涯学習課教育部

市事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 23 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 昭和５３年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

累計刊行数 事業記録の処理（簿冊数/年
間）

26 0 -25 (決算) 26 0 -89.70 0.00 -

26 0 -26 (予算) - - -89.70 0.00 -

26 0 -27 (計画) - - -89.70 0.00 -

27 0 -28 (計画) - - -93.10 0.00 -

27 0 -29 (計画) - - -93.10 0.00 -

28 10 -30 (計画) - - -96.60 100.00 -
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事　業　評　価　シ　ー　ト 市史編さん事業295328

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

市史の刊行を通じて、先人たちの得がたい足跡を記録し、貴重な文化遺産として後世に継承し、市民文化の向上を図る。

・意図（どういう状態にしたいのか）

常設展示企画、広報等のPRを通して市民に座間市の歴史への興味や理解を深めてもらう。また、わかりやすい市史の編さ
んに努める。　

・事業実施上の検討課題

成果指標

市史達成度成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式
市史刊行数÷市史関係図書刊行数（後
期基本計画期間内）×100

平成32年度までに29冊

目標値 100

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｂ　（コストを維持して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
資料の収集を進める。
常設展示企画等により、市民への公開・PRに努める。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

9225 (決算) 9292.00

9226 (予算) -92.00

9627 (計画) -96.00

9628 (計画) -96.00

10029 (計画) -100.00

10030 (計画) -100.00

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

5,574 390625 (決算) 8,488 24014,062 58,591

4,419 390626 (予算) 8,742 24013,161 54,836

4,540 390627 (計画) 8,722 24013,262 55,259

5,752 390628 (計画) 8,699 24014,451 60,211

4,540 390629 (計画) 8,679 24013,219 55,080

5,852 390630 (計画) 8,679 24014,531 60,546
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事　業　評　価　シ　ー　ト 市史編さん事業295328

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

十分ニーズに即（する）している。

十分対応している。

市で実施する必要性が高い。

十分効果がある。

十分効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

高い。

得られている。

一部限定されているが限定の度合いが小さい。

ほぼ適当である。

優先度が高い。

無視できない影響がある。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（7点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｃ（6点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｃ（6点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト 市史編さん事業295328

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

8
8
8

座間市の成り立ちや、様々なデータを戦略的に活用して、本市の発
展に寄与するためにこれまで蓄積された行政及びその他の民間資
料を整理し、成果を主に活字化して戦術的に使用していくことを目
指す。

8
8
8

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

6
8
8

専門性の高い業務であるが、他自治体と比しても遜色のない事業
を展開しているものと解される。ただし、さらに事業成果の公表につ
いて考慮して行く必要性がある。

8
8
8

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
6

市行政・市民のデータベースとして重要性が今後高まっていくもの
と考えられるので、事業的な目標を精査しておく必要がある。 8

6

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
8

市の大切な資料が、整理され活字化されていく事で多くの市民に
基本的な資料が提供されていく事ができる。 8

8

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
6

市民の直接的な生命・財産に影響が及ぶものではないが、市の将
来への進捗には欠かせないデータの蓄積と整理には必要不可欠
な事業である。

8
6

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

B ・
B ・
B ・

B ・
B ・
B ・

B ・
Ｃ ・

B ・
B ・

B ・
Ｃ ・

B ・
B ・
B ・

Ｃ ・
B ・

B ・

B ・
Ｃ ・

B ・
B ・

B ・
Ｃ ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 7B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 7B ・ 7B ・

内部評価

7

Ｂ
点

平均 B ・ 8B ・8

内部評価

8

Ｂ
点

平均 Ｃ ・ 7 7B ・

内部評価

7

Ｂ
点

事業評価（内部）： 8B 点 一次評価： 7B 点 二次評価： 8B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

座間市の成り立ち等、様々なデータを活用、整理し、成果として活字化することで市民に情報を発信する
ために必要な事業である。今後は、市民、行政のデータベースとして重要性が高まることが想定されるた
め、事業目標を精査する必要がある。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）
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事　業　評　価　シ　ー　ト 青少年センター活動事業305101

305101 青少年センター活動事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

青少年育成

青少年施設の充実

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

青少年、青少年団体、市民等

利用者

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

青少年行政の拠点施設として、小中学生を対象に短期教室・講座等を開催する。また、青少年センターの利用団体である
「利用者友の会」による青少年センターフェスティバルを開催する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｃ・市民参加

事業参加数(２３事業） 800 人

青少年フェスティバル参加人数 7,000 人

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

青少年課教育部

市

座間市立青少年センター条例及び施行規則

事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 昭和５０年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

事業参加数(２３事業） 青少年フェスティバル参加人数

800 7000 -25 (決算) 848 6754 -100.00 100.00 -

800 7000 -26 (予算) - - -100.00 100.00 -

800 7000 -27 (計画) - - -100.00 100.00 -

800 7000 -28 (計画) - - -100.00 100.00 -

800 7000 -29 (計画) - - -100.00 100.00 -

800 7000 -30 (計画) - - -100.00 100.00 -
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事　業　評　価　シ　ー　ト 青少年センター活動事業305101

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

青少年の活動拠点並びに居場所づくりに努め青少年の健全育成を図る。

・意図（どういう状態にしたいのか）

青少年団体、青少年育成団体の登録も増えつつあるが、一般団体の団体利用が増加している。さらなる青少年（団体含
む）の参加が望まれる。青少年団体と育成団体の連携を深める。　　

・事業実施上の検討課題

成果指標

設定せず成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 0

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｂ　（コストを維持して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
将来を担う若年層の参加を図る。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

座間市立青少年センター条例及び施行規則

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

-25 (決算) --

-26 (予算) --

-27 (計画) --

-28 (計画) --

-29 (計画) --

-30 (計画) --

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

721 125625 (決算) 2,729 2,5003,450 1,380

966 125626 (予算) 2,811 2,5003,777 1,511

966 125627 (計画) 2,805 2,5003,771 1,508

966 125628 (計画) 2,797 2,5003,763 1,505

966 125629 (計画) 2,791 2,5003,757 1,503

966 125630 (計画) 2,791 2,5003,757 1,503
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事　業　評　価　シ　ー　ト 青少年センター活動事業305101

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

極めて対応している。

市で実施する必要性が高い。

十分効果がある。

極めて効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

高い。

十分得られている。

限定されていない。

適当である。

優先度が高い。

影響は大きい。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（8点）

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

青少年センター活動事業305101699/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 青少年センター活動事業305101

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

9
9
7

家庭・地域・学校が連携し、遊びの場・仲間・学びの機会を確保しな
がら、異年齢間や地域との交流・体験を促進し、子ども達の社会性
や主体性、創造性を培い「生きる力」を養う事業であり、積極的に推
進する必要がある。

9
9
7

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

8
9
8

実行委員及び地域の指導者などの努力により、効率的な運営に努
めており、事業効果は高い。 8

9
8

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
8

異年齢間の交流や地域の人々との交流をとおしての経験・体験は、
青少年の健全育成に有効である。 8

8

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

基本的には、児童全員を対象としている事業であり、公平性は保た
れている。 9

9

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
8

子ども達を地域ぐるみで育てる環境整備のため、継続している事業
展開を図る必要がある。 8

8

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
A ・
B ・

B ・
A ・
B ・

B ・
B ・

A ・
A ・

B ・
B ・

A ・
A ・
B ・

B ・
A ・

B ・

B ・
B ・

A ・
A ・

B ・
B ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 A ・ 9A ・9

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 8 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

事業評価（内部）： 8B 点 一次評価： 8B 点 二次評価： 8B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

異年齢間や地域との交流、体験を促進し、子供たちの社会性や主体性、創造性を培う事業であり必要性
は高い。実行委員及び地域の指導者などの協力により効率的な運営が図られており効果は高い。よりよ
い事業環境と内容の整備に努めていく必要がある。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

青少年センター活動事業305101700/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 清川自然の村施設撤去事業305113

305113 清川自然の村施設撤去事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

青少年育成

青少年施設の充実

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

平成23年度で施設運営を終了した施設を解体し、原状に復する。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｃ・市民参加

設定せず

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

青少年課教育部

市事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～未着手進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

設定せず

- - -25 (決算) - - -- - -

- - -26 (予算) - - -- - -

- - -27 (計画) - - -- - -

- - -28 (計画) - - -- - -

- - -29 (計画) - - -- - -

- - -30 (計画) - - -- - -

清川自然の村施設撤去事業305113701/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 清川自然の村施設撤去事業305113

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

施設用地原状復旧を図る。

・意図（どういう状態にしたいのか）

地権者等との調整

・事業実施上の検討課題

成果指標

設定せず成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 0

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｆ　（事業を統合又は廃止）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
関係機関と調整し、効率的に執行する。

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

-25 (決算) --

-26 (予算) --

-27 (計画) --

-28 (計画) --

-29 (計画) --

-30 (計画) --

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

3,675 19025 (決算) 413 4,088

121,538 34026 (予算) 761 122,299

21,360 4027 (計画) 89 21,449

0 028 (計画) 0 0

0 029 (計画) 0 0

0 030 (計画) 0 0
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事　業　評　価　シ　ー　ト 清川自然の村施設撤去事業305113

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

極めて対応している。

市で実施する必要がある。

十分効果がある。

十分効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

極めて高い。

十分得られている。

評価対象外

評価対象外

優先度が極めて高い。

無視できない影響がある。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

Ａ（9点）

Ａ（10点）

Ａ（10点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（7点）

Ｂ（7点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（10点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

－

－

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｃ（6点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

評価対象外－

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト 清川自然の村施設撤去事業305113

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

10
10
9

プロポーザル方式により、業者を選定したので、施設等の解体撤去
工事を完了させる必要性は高い。 8

10
10

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

7
7
8

施設周辺の状況（借地、保安林、国定公園等）を考慮すると妥当で
ある。 7

6
8

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

10
7

地権者等の協力のもと、早期に施設等の撤去を完了させることは非
常に有効である。 9

7

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

－
－

－
－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
6

早期の撤去、用地返却が必要である。
9
6

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

B ・
A ・
A ・

B ・
Ｃ ・
B ・

A ・
B ・

－
－

A ・
Ｃ ・

A ・
A ・
A ・

B ・
B ・

B ・

A ・
B ・

－
－

A ・
Ｃ ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 10A ・ 9A ・

内部評価

10

A
点

平均 7B ・ 7B ・

内部評価

7

Ｂ
点

平均 9A ・ 8B ・

内部評価

9

A
点

平均 - ---

内部評価

-

-
点

平均 Ｃ ・ 8 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

事業評価（内部）： 9A 点 一次評価： 9A 点 二次評価： 8B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

原状復帰するために必要な事業である。地権者等との調整の下、早期に撤去、用地返却に努める必要
がある。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）
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事　業　評　価　シ　ー　ト 青少年活動育成事業305204

305204 青少年活動育成事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

青少年育成

ボランティアの育成等の支援

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

市内１１小学校児童及び当該学区地域住民

市内11小学校児童

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

「全国子どもプラン」及び「地域における生涯学習施策について」を踏まえて平成１１年に開設した「ざま遊友クラブ」を各小
学校で組織した実行委員会へ事業委託。放課後の学校と保護者・地域の方々の協力で、子どもたちに「遊びの場・仲間・
学びの機会」を提供し、異年齢間や地域の人々との交流を通して、子どもたちの「生きる力」を養う。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ａ・市民参加

参加者数（各年度設定） 50,000 人

全校の年間実施回数 110 回

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

青少年課教育部

市

ざま遊友クラブ事業に関する実施要綱

事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 平成１１年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

参加者数（各年度設定） 全校の年間実施回数

50000 110 -25 (決算) 49823 81 -100.00 100.00 -

50000 110 -26 (予算) - - -100.00 100.00 -

50000 110 -27 (計画) - - -100.00 100.00 -

50000 110 -28 (計画) - - -100.00 100.00 -

50000 110 -29 (計画) - - -100.00 100.00 -

50000 110 -30 (計画) - - -100.00 100.00 -
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事　業　評　価　シ　ー　ト 青少年活動育成事業305204

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

地域の人々を指導者として迎えることによりイベント（工作、昔遊び、囲碁等）での日本文化を知る機会が得られたり、子ども
達とのふれあいが生まれ学校外でも地域の人々と交流が図られる。子ども達には、遊びや遊びの場を見つけさせ、自分達
もこの地域の一員であるという認識を持たせる。このような活動をとおして、地域・学校・家庭との連帯をした青少年活動の
育成を図る。

・意図（どういう状態にしたいのか）

平成21年度からの授業時数の増加に伴い、実施日が限定される傾向から1カ月間で1回の実施が望ましい。また、学校に
よって協力者（保護者、地域の方）の人数、協力内容に違いがあるため、各校の実情に合ったかたちの運営に任せること
になっている。

・事業実施上の検討課題

成果指標

設定せず成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 0

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｂ　（コストを維持して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
告知の徹底や運営方法の見直しをすることにより、参加者
（児童、協力者）の増加を図り、地域の交流をさらに深め
る。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

ざま遊友クラブ事業に関する実施要綱

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

-25 (決算) --

-26 (予算) --

-27 (計画) --

-28 (計画) --

-29 (計画) --

-30 (計画) --

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

3,417 55425 (決算) 1,204 21,5414,621 215

3,854 55426 (予算) 1,240 24,0005,094 212

3,858 55427 (計画) 1,237 24,0005,095 212

3,858 55428 (計画) 1,234 24,0005,092 212

3,858 55429 (計画) 1,231 24,0005,089 212

3,858 55430 (計画) 1,231 24,0005,089 212
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事　業　評　価　シ　ー　ト 青少年活動育成事業305204

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

極めて対応している。

市で実施する必要性が高い。

十分効果がある。

極めて効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

高い。

十分得られている。

限定されていない。

適当である。

優先度が高い。

影響は大きい。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（8点）

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト 青少年活動育成事業305204

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

9
9
7

家庭･地域･学校が連携し、遊びの場・仲間･学びの機会を確保し
て、異年齢間や地域との交流・体験を促進し、こども達の社会性や
主体性、創造性を培い「生きる力」を養う事業であり、積極的に推進
する必要がある。

9
9
7

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

8
9
8

実行委員及び地域の指導者などの努力によって、効率的運営に努
めており、事業効果は高い。 8

9
8

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
8

異年齢間の付き合いや地域の人々との交流をとおしての経験・体
験は、青少年の健全育成に有効である。 8

8

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

基本的には、児童全員を対象としている事業であり、公平性は保た
れている。 9

9

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
8

こども達を地域ぐるみで育てる環境整備のため、継続して事業展開
を図る必要がある。 8

8

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
A ・
B ・

B ・
A ・
B ・

B ・
B ・

A ・
A ・

B ・
B ・

A ・
A ・
B ・

B ・
A ・

B ・

B ・
B ・

A ・
A ・

B ・
B ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 A ・ 9A ・9

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 8 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

事業評価（内部）： 8B 点 一次評価： 8B 点 二次評価： 8B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

児童・生徒を取り巻く社会情勢の変化に対応する中で、学校、家庭、地域の連携として遊友クラブの果た
す役割は大きく必要性は高い。実行委員会や地域指導者の協力を得て効率的な運用が図られている。
さらに多くの参加が得られるよう地域の人材発掘、種目の工夫などに努める必要がある。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）
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事　業　評　価　シ　ー　ト 地域リーダー養成事業305207

305207 地域リーダー養成事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

青少年育成

ボランティアの育成等の支援

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

青少年

市内在住・在学の中学生・高校生、他

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

野外活動等を通してジュニアリーダー・子ども会リーダーを指導養成する。
ジュニアリーダーによる年間実施事業は約50件。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ａ・市民参加

加入者数 80 人

活動回数 65 回

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

青少年課教育部

市

社会教育法

事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 平成１１年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

加入者数 活動回数

80 65 -25 (決算) 67 46 -100.00 100.00 -

80 65 -26 (予算) - - -100.00 100.00 -

80 65 -27 (計画) - - -100.00 100.00 -

80 65 -28 (計画) - - -100.00 100.00 -

80 65 -29 (計画) - - -100.00 100.00 -

80 65 -30 (計画) - - -100.00 100.00 -
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事　業　評　価　シ　ー　ト 地域リーダー養成事業305207

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

青少年自らが計画を立て、自主的に活動できるようにする。さらに向上する為に、研修会等も企画できる力を養う。

・意図（どういう状態にしたいのか）

青少年が対象の為、世代交代が常にあり、常時一定のレベルでの活動を維持することが困難である。

・事業実施上の検討課題

成果指標

設定せず成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 0

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｂ　（コストを維持して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
野外活動等を通してジュニアリーダー・子ども会リーダーを
指導養成する。
自主的な活動ができるよう、研修会等も企画できる力を養
う。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

社会教育法

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

-25 (決算) --

-26 (予算) --

-27 (計画) --

-28 (計画) --

-29 (計画) --

-30 (計画) --

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

919 56225 (決算) 1,221 672,140 31,944

1,818 56226 (予算) 1,258 803,076 38,447

2,168 56227 (計画) 1,255 803,423 42,787

2,168 56228 (計画) 1,252 803,420 42,745

2,168 56229 (計画) 1,249 803,417 42,710

2,168 56230 (計画) 1,249 803,417 42,710
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事　業　評　価　シ　ー　ト 地域リーダー養成事業305207

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

十分ニーズに即（する）している。

十分対応している。

公共性等から市が実施する方が妥当である。

十分効果がある。

十分効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

高い。

十分得られている。

一部限定されているが限定の度合いが小さい。

ほぼ適当である。

優先度が高い。

影響は大きい。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ｃ（6点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

地域リーダー養成事業305207711/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 地域リーダー養成事業305207

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

8
8
6

青少年の自主的活動を促すため、野外活動や研修会を通じてリー
ダーを養成することは青少年活動の更なる向上に繋がることから、
必要である。

8
8
6

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

8
8
8

自主的な活動が活発に行われるようになった団体もあり、その効果
に期待できる。 8

8
8

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
8

新たなリーダー発掘のためにも、当該事業活動は有効である。
8
8

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
8

青少年全体を対象としているので公平性は高い。
8
－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
8

子ども会活動などが低迷する中、リーダー養成は大きな役割を果た
すため優先的に実施する必要がある。 8

8

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

B ・
B ・
Ｃ ・

B ・
B ・
B ・

B ・
B ・

B ・
－

B ・
B ・

B ・
B ・
Ｃ ・

B ・
B ・

B ・

B ・
B ・

B ・
B ・

B ・
B ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 7B ・ 7B ・

内部評価

7

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 B ・ 8B ・8

内部評価

8

Ｂ
点

平均 Ｃ ・ 8 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

事業評価（内部）： 8B 点 一次評価： 8B 点 二次評価： 8B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

野外活動や研修会を通じてリーダーを養成することは、青少年の自主的活動の更なる向上に繋がること
から必要性は高い。子ども会活動が低迷している現状において、将来的に地域を担うことができるような
人材育成に期待ができる。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）
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事　業　評　価　シ　ー　ト 青少年相談事業305404

305404 青少年相談事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

青少年育成

青少年相談業務の充実

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

小学校就学児から20歳未満の本人・保護者・関係者

相談件数

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

青少年相談員、青少年心理相談員を設置し、来所、電話による相談事業を実施する。相談期間は、毎週月曜日から金曜
日。午前９時から午後４時まで。なお、心理相談については、週１回。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｄ・市民参加

相談件数 95 件

必要な指導・助言 95 件

相談員等の研修 13 回

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

青少年課教育部

市

座間市青少年相談室設置条例

事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 昭和５０年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

相談件数 相談員等の研修必要な指導・助言

95 95 1325 (決算) 86 86 15100.00 100.00 100.00

95 95 1326 (予算) - - -100.00 100.00 100.00

95 95 1327 (計画) - - -100.00 100.00 100.00

95 95 1328 (計画) - - -100.00 100.00 100.00

95 95 1329 (計画) - - -100.00 100.00 100.00

95 95 1330 (計画) - - -100.00 100.00 100.00
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事　業　評　価　シ　ー　ト 青少年相談事業305404

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

成長期にある青少年の直面するあらゆる問題についての相談を受け、発達過程に対応した必要な指導・助言を心がけ、
問題の早期発見解決を目指す。また、積極的に職員のスキルアップを図る。

・意図（どういう状態にしたいのか）

非行問題や小・中学生の教育問題は、教育研究所等と連携を持って相談業務を行っており、教育研究所との相談業務の
一本化を視野に入れて研究していきたい。また、不登校、ひきこもりの相談については増加傾向にあり、今後の動向を踏ま
え検討していく。

・事業実施上の検討課題

成果指標

設定せず成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 0

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｂ　（コストを維持して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
相談員の研修や関係機関との情報収集・連絡を密にし、
適切な指導・助言に努める。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

座間市青少年相談室設置条例

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

-25 (決算) --

-26 (予算) --

-27 (計画) --

-28 (計画) --

-29 (計画) --

-30 (計画) --

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

2,940 17225 (決算) 374 863,314 38,532

2,949 19226 (予算) 430 953,379 35,565

2,949 19227 (計画) 429 953,378 35,555

2,949 19228 (計画) 428 953,377 35,543

2,949 19229 (計画) 427 953,376 35,533

2,949 19230 (計画) 427 953,376 35,533
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事　業　評　価　シ　ー　ト 青少年相談事業305404

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

極めて対応している。

市で実施する必要性が高い。

十分効果がある。

極めて効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

極めて高い。

十分得られている。

限定される傾向がある。

評価対象外

優先度が高い。

影響は大きい。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（7点）

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

Ｃ（6点）

－

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性がある。Ｃ（6点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト 青少年相談事業305404

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

9
9
8

心理的相談が増加傾向であり、継続的に実施する必要がある。
9
9
8

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

7
9
8

ひきこもりなどは相談内容の要因が輻湊しているため、長期にわた
る相談活動となり、効率性は低いが継続的な支援を行っていく必要
がある。

7
9
8

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
7

青少年の悩みに適切に対応し、ひきこもりや非行化を防止するため
に有効である。 9

7

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

6
－

相談を必要とする潜在的青少年への対処方策を充実する必要があ
る。 6

－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
8

社会が複雑・高度化する中で、様々な要因で悩みを持つ青少年、
その保護者は増加している状況から、継続的に行なっていく必要
がある。

8
8

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
A ・
B ・

B ・
A ・
B ・

A ・
B ・

Ｃ ・
－

B ・
B ・

A ・
A ・
B ・

B ・
A ・

B ・

A ・
B ・

Ｃ ・
－

B ・
B ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 Ｃ ・ 6Ｃ ・6

内部評価

6

Ｃ
点

平均 Ｃ ・ 8 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

事業評価（内部）： 8B 点 一次評価： 8B 点 二次評価： 8B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

青少年の一般的な相談件数は減少傾向にあるものの、心理面での相談は増加しており必要性は高い。
一方、非行の問題などの教育相談との住み分けが難しいことから、統合などの検討が必要である。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）
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